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第 １ 分 科 会（Ｎｏ.３） 

 

 

１ 日  時   令和６年９月２０日（金） 

         午前１０時００分 開会 

         午後 ０時０１分 休憩 

         午後 １時００分 再開 

午後 ３時００分 休憩 

午後 ３時１６分 再開 

午後 ４時１２分 閉会 

 

２ 場  所   第６委員会室 

 

３ 出席委員（１９人） 

主   査  渡 辺   徹   副 主 査  田 中   元 

委   員  佐 藤 栄 作   委   員  村 上 幸 一 

委   員  戸 町 武 弘   委   員  香 月 耕 治 

委   員  吉 田 幸 正   委   員  渡 辺 修 一 

委    員  成 重 正 丈   委   員  岡 本 義 之 

委   員  世 良 俊 明   委   員  三 宅 まゆみ 

委   員  奥 村 直 樹   委   員  高 橋   都 

委    員  大 石 正 信   委   員  篠 原 研 治 

委   員  井 上 純 子   委   員  村 上 さとこ 

委   員  本 田 一 郎   

（委 員 長  藤 沢 加 代   副 委 員 長  吉 村 太 志） 

 

４ 欠席委員（０人） 

 

５ 出席説明員 

産業経済局長  柴 田 泰 平   企業立地・農林水産担当理事  山 口 博 由 

   総務政策部長  正 代 憲 幸   総 務 課 長  前 田 泰 史 

産業政策課長  遠 藤 大 介   地域経済振興部長  丸 山   保 

雇用・産業人材政策課長  中  川 茂  俊   若者定着促進担当課長  大 山 恵 子 

   中小企業振興課長  藤 原 国 久   サービス産業政策課長  大 庭 繁 樹 
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   未来産業推進部長  森 永 康 裕   未来産業推進課長  森 永 健 一 

   未来産業推進担当課長  岩 本 真 幸   スタートアップ推進課長  吉 田 智 子 

   企業立地支援部長  城 戸 健 一   企業立地支援課長  石 橋 孝 通 

ＩＴ産業誘致担当課長  山 下 孝 之   ものづくり産業誘致担当課長  浦   大 征 

   物流拠点推進室長  神 谷 直 秀   物流拠点推進室次長  池 田 弘 幸 

   農林水産部長  藤 島 研二郎   農 林 課 長  下 元 昭 二 

   水 産 課 長  芳 川 和 宏   鳥獣被害対策課長  篠 原 弘 志 

   総合農事センター所長  山 本 隆 雄   公営競技局長  春 日 伸 一 

   公営競技局次長  横 山   久   地域貢献推進担当部長  柴 田 憲 志 

   総 務 課 長  本 多 利 明   競輪事業課長  足 立 守 行 

   ボートレース事業課長  窪 田 浩 二   地域貢献室長（事務取扱）   柴 田 憲 志 

農業委員会事務局長  藤 石 敏 郎            外 関係職員 

 

６ 事務局職員 

   書    記  西 嶋   真   書    記  嶋 田 裕 文 

 

７ 付議事件及び会議結果 

番号 付   議   事   件 会 議 結 果 

１ 
議案第89号 令和５年度北九州市一般会計決算につい

てのうち所管分 

議案の審査を行った。 

２ 
議案第92号 令和５年度北九州市卸売市場特別会計決

算について 

３ 
議案第93号 令和５年度北九州市渡船特別会計決算に

ついて 

４ 
議案第102号 令和５年度北九州市産業用地整備特別会

計決算について 

５ 
議案第103号 令和５年度北九州市漁業集落排水特別会

計決算について 

６ 
議案第115号 令和５年度北九州市公営競技事業会計に

係る利益の処分及び決算について 
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７ 市長質疑項目について 

市長質疑項目の締切りは

９月26日午後４時までと

し、審査終了が午後３時

以降となった場合は、審

査終了の１時間後までと

することを確認した。 

 

８ 会議の経過 

○主査（渡辺徹君）開会します。 

 本日は、産業経済局、公営競技局及び農業委員会関係議案の審査を行います。 

議案第89号のうち所管分、92号、93号、102号、103号及び115号の以上６件を一括して議題

とします。 

審査の方法は、一括説明、一括質疑とします。当局の説明は、できるだけ要点を簡潔、明瞭

にお願いします。なお、議案説明は着席のまま受けます。 

 それでは、説明を求めます。産業経済局長。 

○産業経済局長 皆様おはようございます。産業経済局でございます。 

 委員の皆様には、日頃より産業経済局の事業推進につきまして、力強い御支援、御協力を賜

り、厚く御礼申し上げます。 

 令和６年９月議会に産業経済局から提出しております議案は、一般会計と４つの特別会計の

決算議案５件でございます。詳細につきましては、総務政策部長より説明させていただきます

ので、よろしく御審議の上、どうぞよろしくお願いいたします。 

○主査（渡辺徹君）総務政策部長。 

○総務政策部長 それでは、座ったまま失礼いたします。 

 産業経済局の令和５年度決算につきまして、歳入歳出決算事項別明細書により説明いたしま

す。なお、金額については万円単位で説明させていただきます。 

 タブレットの16ページを御覧ください。 

 まず、一般会計の歳入でございます。ページ右側の収入済額について主なものを説明いたし

ます。 

 最初に、17款使用料及び手数料でございます。一番下、１項７目産業経済使用料２億3,884

万円のうち所管分は２億3,014万円で、学術研究施設や北九州テレワークセンターなどの使用料

でございます。 

 次に、21ページを御覧ください。 

 18款国庫支出金でございます。上から４番目、２項７目産業経済費国庫補助金26億3,614万円
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のうち所管分は20億4,812万円で、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの国

庫補助金でございます。 

 次に、24ページを御覧ください。 

 19款県支出金でございます。一番下、２項５目農林水産業費県補助金３億8,532万円は、漁港

の整備などに係る県の補助金でございます。 

 27ページを御覧ください。 

 20款財産収入でございます。中ほど、２項１目不動産売払収入73億1,406万円のうち所管分は

27億7,752万円で、学術研究都市、大学関連施設地区の土地売払収入などでございます。 

 32ページを御覧ください。 

 24款諸収入でございます。下から２番目、３項６目産業経済費貸付金元利収入350億585万円

のうち所管分は350億62万円で、中小企業融資に係る貸付金元利収入でございます。 

 次に、37ページを御覧ください。 

 25款市債でございます。上から３番目、１項５目農林水産業債9,110万円は、漁港や林道の整

備などに係る市債収入でございます。その下、１項６目産業経済債４億3,610万円のうち所管分

は470万円で、商工貿易会館の整備などに係る市債収入でございます。 

 以上で歳入の説明を終わります。 

 続きまして、歳出について説明いたします。 

 49ページを御覧ください。 

 ページ右側の支出済額について主なものを説明いたします。 

 ２款総務費でございます。一番下、３項８目男女共同参画費３億9,212万円のうち所管分は 

4,075万円で、ウーマンワークカフェ北九州の運営などに要した経費でございます。 

 74ページを御覧ください。 

 ６款労働費でございます。一番下、１項１目労働諸費４億4,954万円のうち所管分は３億 

9,443万円で、若者、中高年齢者に対する就業支援などに要した経費でございます。 

 76ページを御覧ください。 

 ７款農林水産業費でございます。一番下、２項３目農業振興費２億2,071万円は、各種農業振

興施策や有害鳥獣被害対策などに要した経費でございます。 

 次の77ページを御覧ください。 

 一番下、２項５目農地費３億3,904万円は、ため池や農業用施設の整備などに要した経費でご

ざいます。 

 次に、78ページを御覧ください。 

 中ほど、３項１目林業振興費２億5,371万円は、荒廃森林や林道の整備などに要した経費でご

ざいます。一番下、４項１目水産業振興費6,348万円は、水産動植物の生息環境の整備などに要

した経費でございます。 
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 次の79ページを御覧ください。 

 一番下、４項３目漁港建設費２億1,936万円は、漁港整備に要した経費でございます。 

 次は80ページを御覧ください。 

 ８款産業経済費でございます。一番下、２項１目商工業振興費399億1,151万円のうち所管分

は395億1,572万円で、中小企業融資をはじめとした中小企業支援や商店街プレミアム付商品券

の発行支援などの地域経済の活性化、半導体、ロボット、自動車等の未来産業やスタートアッ

プの誘致、育成、企業立地、物流拠点化の推進などに要した経費でございます。 

 次の81ページを御覧ください。 

 中ほど、２項２目貿易振興費7,032万円は、市内企業の海外ビジネス展開支援や対日投資の促

進などに要した経費でございます。一番下、２項３目学術振興費45億9,288万円のうち所管分は

16億4,902万円で、学術研究都市の運営や産学連携などに要した経費でございます。 

 次の82ページを御覧ください。 

 一番下、４項１目繰出金３億6,441万円のうち所管分は３億6,410万円で、一般会計から卸売

市場及び渡船の各特別会計への繰出金でございます。 

 114ページを御覧ください。 

 15款諸支出金でございます。中ほど、１項１目公債償還特別会計繰出金694億213万円のうち

所管分は21億3,345万円で、市債を活用し整備した学術研究都市、大学関連施設地区の土地売却

に伴う土地整備費等の繰上償還に要した経費でございます。 

 以上で一般会計の説明を終わります。 

 続きまして、特別会計について御説明いたします。 

 131ページを御覧ください。 

 卸売市場特別会計でございます。 

 歳入歳出の主なものを説明いたします。 

 まず、歳入でございます。 

 一番上、１款使用料及び手数料４億3,673万円は、卸売場、事務室などの使用料でございます。 

 上から２番目、２款県支出金３億8,339万円は、北九州ストックポイントの整備に係る県補助

金でございます。 

 下から２番目、５款諸収入１億3,751万円は、卸売業者などが使用した電気等の光熱水費です。 

 次、132ページを御覧ください。 

 歳入の合計は14億9,181万円でございます。 

 次に、133ページを御覧ください。 

 歳出でございます。 

 一番上、１款１項卸売市場費12億7,338万円は、施設の運営や改修、維持管理などに要した経

費でございます。 
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 次に、134ページを御覧ください。 

 歳出合計は13億5,658万円でございます。 

 続きまして、136ページを御覧ください。 

 渡船特別会計でございます。 

 まず、歳入でございます。 

 一番上、１款使用料及び手数料5,630万円は、若戸、小倉航路の渡船使用料収入などでござい

ます。 

 中ほど、２款国庫支出金9,217万円は、小倉航路の運航業務に係る国庫補助金でございます。 

 一番下、５款繰入金２億5,251万円は、一般会計からの繰入金でございます。 

 次に、137ページを御覧ください。 

 ６款繰越金１億4,765万円は、前年度の剰余金でございます。 

 歳入合計は５億7,754万円でございます。 

 次の138ページを御覧ください。 

 歳出でございます。 

 一番上、１款１項渡船事業費４億1,064万円は、職員の給与や船舶の修繕などに要した経費で

ございます。 

 139ページを御覧ください。 

 歳出合計は４億3,580万円でございます。 

 174ページを御覧ください。 

 産業用地整備特別会計でございます。 

 まず、歳入でございます。 

 一番上、１款財産収入1,996万円は、北九州臨空産業団地などの土地貸付収入でございます。 

 中ほど、２款繰越金７億3,055万円は、前年度の剰余金でございます。 

 歳入合計は７億5,052万円となっております。 

 次に、175ページをお願いします。 

 歳出でございます。 

 一番上、１款１項産業用地整備事業費1,306万円は、北九州空港跡地産業団地などの整備に要

した経費でございます。 

 歳出合計は1,448万円でございます。 

 177ページを御覧ください。 

 次に、漁業集落排水特別会計でございます。 

 まず、歳入でございます。 

 ２番目、２款使用料及び手数料204万円は、藍島、馬島の排水処理施設の使用料などでござい

ます。 
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 その下、３款繰入金2,838万円は、一般会計からの繰入金でございます。 

 次に、178ページを御覧ください。 

 歳入合計は4,077万円でございます。 

 次に、179ページを御覧ください。 

 歳出でございます。 

 一番上、１款１項漁業集落排水費1,437万円は、藍島、馬島の排水処理施設の維持管理に要し

た経費でございます。 

 歳出合計は3,156万円でございます。 

 以上で産業経済局所管分の令和５年度決算の説明を終わります。 

 最後に、指定管理者の評価結果について説明いたします。 

 指定管理者の評価結果、令和６年度を御覧ください。 

 今回の対象は、産業経済局所管の５施設のうち、次回選定に向けた評価が２件、中間評価が

３件でございます。 

 次回選定に向けた評価は、３ページを御覧ください。 

 20番商工貿易会館及び21番釣り台付き遊歩道でございます。評価の結果は、評価ランクＢの

やや優れていると認められるが１件、評価ランクＣの適正であると認められるが１件となって

おります。 

 中間評価につきましては、６ページから７ページを御覧ください。 

 57北九州学術研究都市、61コンパス小倉及び62花農丘公園でございます。評価の結果は、評

価ランクＢのやや優れていると認められるが３件でございます。 

 以上で産業経済局の説明を終わらせていただきます。よろしく御審議の上、御賛同賜ります

ようお願いいたします。 

○主査（渡辺徹君）公営競技局長。 

○公営競技局長 公営競技局でございます。委員の皆様には、日頃から公営競技事業につきま

して御理解、御支援を賜り厚く御礼申し上げます。 

 本日御審議いただく公営競技局所管の案件は、議案第115号、令和５年度北九州市公営競技事

業会計に係る利益の処分及び決算についてでございます。詳細につきましては、公営競技局次

長から御説明いたします。よろしくお願いいたします。 

○主査（渡辺徹君）公営競技局次長。 

○公営競技局次長 それでは、着座のまま失礼させていただきます。 

 公営競技局決算議案につきまして、令和５年度北九州市公営競技事業会計決算書、北九州市

公営競技事業報告書に沿って御説明いたします。なお、ページ番号はタブレットのページで御

説明し、内容につきましては金額の大きなものを中心に万円単位での御説明とさせていただき

ます。 
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 ４ページを御覧ください。 

 まず、競輪事業でございます。 

 収益的収入及び支出の上段の表、収入の部でございますが、第１款競輪事業収益は、ページ

の中ほど、予算額の合計439億6,114万円に対しまして決算額は436億6,953万円で、予算に比べ

２億9,160万円の減となっております。 

 主な内訳といたしましては、第１項営業収益は、予算額436億3,115万円に対しまして決算額

は434億2,561万円です。車券発売が第４四半期に急伸したことから、地方公営企業法第24条第

３項の規定により、いわゆる弾力条項を適用し、車券発売金の予算額を17億2,594万円増額いた

しましたが、その他の収入の減により、予算より２億554万円の減となっております。 

 第２項営業外収益は、予算額２億7,748万円に対しまして決算額は２億4,391万円となってお

ります。 

 次に、下段の表、支出の部でございますが、第１款競輪事業費は、ページの中ほど、予算額 

428億7,847万円に対しまして決算額は421億9,784万円で、不用額は６億8,062万円となっており

ます。 

 主な内訳といたしましては、第１項営業費用は、予算額428億1,634万円に対しまして決算額

は421億6,588万円で、６億5,045万円の不用額となっております。払戻金及び返還金の予算不足

に対応するため、弾力条項を適用し、予算額を16億2,750万円増額いたしましたが、その他の支

出が予算を下回ったため、不用額が生じたものでございます。 

 第２項営業外費用は、予算額6,112万円に対しまして決算額は3,196万円で、2,916万円の不用

額となっております。 

 ５ページをお願いします。 

 資本的収入及び支出の上段の表、収入の部でございますが、第１款競輪事業資本的収入は、

予算額14億9,510万円に対しまして決算額は13億7,500万円となっております。これは出資金及

び固定資産売却代金が予算を下回ったことによるものです。 

 次に、下段の表、支出の部でございますが、第１款競輪事業資本的支出は、予算額21億 

3,413万円に対しまして決算額は17億741万円、翌年度繰越額は１億4,040万円、不用額は２億 

8,632万円となっております。これは建設改良費が予算額を下回ったことによるものでございま

す。 

 ６ページをお願いします。 

 続きまして、モーターボート競走事業でございます。 

 収益的収入及び支出の上段の表、収入の部でございますが、第２款モーターボート競走事業

収益は、予算額1,332億3,003万円に対しまして決算額は1,325億5,184万円で、予算に比べ６億 

7,819万円の減となっております。 

 主な内訳といたしましては、第１項営業収益は、予算額1,331億7,299万円に対し決算額は 



- 9 - 

 

1,324億9,187万円で、６億8,111万円の減となっております。これは舟券発売金の減などによる

ものでございます。 

 第２項営業外収益は、予算額5,703万円に対しまして決算額は5,996万円で、293万円の増とな

っております。 

 次に、下段の表、支出の部でございますが、第２款モーターボート競走事業費は、予算額 

1,251億7,450万円に対しまして決算額は1,205億6,471万円で、46億978万円の不用額となってお

ります。 

 主な内訳といたしましては、第１項営業費用は、予算額1,250億103万円に対しまして決算額

は1,204億4,728万円で、45億5,374万円の不用額となっております。これは払戻金及び返還金な

どの開催費が予算額を下回ったことなどによるものです。 

 第２項営業外費用は、予算額１億7,245万円に対しまして決算額は１億1,742万円で、5,502

万円の不用額となっております。 

 ７ページをお願いします。 

 資本的収入及び支出の上段の表、収入の部でございますが、第２款モーターボート競走事業

資本的収入は、予算額14億１万円に対しまして決算額は13億3,540万円となっております。これ

は基金繰入金が予算を下回ったことによるものです。 

 次に、下段の表、支出の部でございますが、第２款モーターボート競走事業資本的支出は、

予算額91億9,059万円に対しまして決算額は75億8,425万円、翌年度繰越額は７億1,120万円で、

不用額は８億9,513万円となっております。これは建設改良費及び投資の額が予算額を下回った

ことによるものでございます。 

 次の８ページから９ページには、令和５年度北九州市公営競技事業損益計算書を、10ページ

には、令和５年度北九州市公営競技事業剰余金計算書を掲載しております。 

 続きまして、11ページを御覧ください。 

 令和５年度北九州市公営競技事業剰余金処分計算書案について御説明いたします。 

 上の表の競輪事業では、未処分利益剰余金の当年度末残高14億5,569万円につきまして、５億

円を減債積立金へ、９億5,569万円を建設改良積立金に積み立てる処分案でございます。 

 下の表のモーターボート競走事業では、未処分利益剰余金の当年度末残高256億9,889万円に

つきまして、50億円を予算どおり一般会計繰出金として処分し、33億9,889万円を建設改良積立

金に積み立てる処分案でございます。また、処分後の残高173億円は翌年度に繰り越すものでご

ざいます。 

 次の12ページから19ページまでは、令和５年度北九州市公営競技事業貸借対照表を、21ペー

ジから30ページまでは、キャッシュフロー計算書などの附属明細書を掲載しております。また、

32ページ以降には、北九州市公営競技事業報告書を掲載しております。 

 以上、簡単ではございますが、議案第115号、令和５年度北九州市公営競技事業会計に係る利
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益の処分及び決算についての説明を終わります。よろしく御審議の上、御承認賜りますようお

願い申し上げます。 

○主査（渡辺徹君）お疲れさまでした。 

 これより質疑に入ります。 

質疑は、会派ごとに持ち時間の範囲内で議題に関する事項とし、当局の答弁の際は補職名を

はっきりと述べ、指名を受けた後、簡潔、明確に答弁を願います。 

質疑はありませんか。大石委員。 

○委員（大石正信君）私から、産業経済局に３点、公営競技局に１点質問します。 

 令和５年度商工費の決算のうちＤＸ推進補助金について伺います。 

 物価高騰が中小企業を直撃しており、中小企業の倒産件数が本市では昨年より23件増え、令

和５年度は80件となっています。法人市民税も前年度比３億2,000万円減少することが示されて

います。 

 こうした中で、令和５年度の中小企業支援にＤＸ補助金の決算額は76社、9,860万円となって

います。昨年度、令和４年度は83社で、今年度は76社で７社減っています。物価高騰で苦しん

でいる中小業者の支援にかみ合っているのか疑問です。検証されたのか、見解を伺います。 

 次に、米不足について、令和５年度農林水産費、農業振興費の決算について伺います。 

 現在、米が店頭から消え、価格は1.5倍の５キロ3,000円と高騰しています。主食である米不

足は深刻です。その背景には、北九州市の農家数が毎年減少し、米農家は僅か730戸、面積で 

1,046ヘクタール、収穫量４万8,091トンしかありません。米不足の原因は、国が備蓄米も放出

せず、減反政策を押しつけ、外国から米を輸入するなど、亡国の農政の結果です。米価を低く

抑えたことで、農業では暮らしていけない、後継者不足が深刻になっています。 

 令和５年度決算の農業振興費では2.2億円の決算で、不用額も5,600万円出ています。市とし

て米農家に対する予算があまりにも少ない、このことは問題であると考えています。農業への

振興策を強めるべきではないか、この見解を伺います。 

 次に、農林水産費のうち、有害鳥獣対策について伺います。 

 令和５年度の鳥獣対策決算は2,200万円で、イノシシの相談件数が699件で、捕獲頭数が 

1,109頭とされていますが、小倉北区の富野児童クラブがふれあい農園事業でサツマイモを植え

ていましたが、先日、イノシシによる被害が発生しています。ふれあい農園事業と有害鳥獣か

ら農作物を守るためにも、ふれあい農園事業と鳥獣被害対策をセットで考えるべきと考えます

が、見解を伺います。 

 最後に、公営競技局に伺います。 

 公営競技から一般会計に対して50億円の繰り出しがされています。若松周辺の照明や騒音な

ど迷惑行為対策として出されています。そうであるならば、若松や八幡西区北西部を走る経営

に苦しんでいる交通機関の市営バスに対しても助成すべきと考えますが、見解を伺います。以
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上です。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進担当課長。 

○未来産業推進担当課長 ＤＸ推進補助金が倒産の防止といったところでかみ合っているか

どうかを検証したかというところについてお答えさせていただきます。 

 ＤＸ推進補助金は、市内中小企業の生産性向上や新たな価値の創出につなげることを目的に

実施しております。ですので、直接倒産防止というものを目的にしているものではございませ

んけれども、令和５年度はＤＸモデル枠、ＤＸモデル育成枠、デジタル化枠という３つの申請

枠を設けまして、企業のＤＸの取組状況に応じた補助を実施しているところでございます。 

 ＤＸ等に取り組みたいと考えている多くの企業にこの補助金を知っていただけるよう、ホー

ムページの掲載だとか、ＤＸ推進プラットフォームという団体をはじめ各種団体へのメール送

信、イベントや会議、関連のセミナーなどでチラシ配布を行ったりして、様々な機会を捉えて

周知を行っております。その結果、87社から申請をいただきまして、76社に対して補助を行っ

たところでございます。 

 それと、補助金による支援だけでなく、学術研究都市内にあるロボット・ＤＸ推進センター

では、企業のデジタル化等に関する無料のワンストップ相談を行ってございます。デジタルツ

ールの導入やウェブの活用などにより、業務効率化や生産向上に取り組みたい企業に対しまし

て、業種や案件を問わず、幅広くコーディネーターによる悩み相談や相談内容に応じた専門家

の派遣など、課題解決に向けたワンストップのサポートを行っているところでございます。 

 今後も、市内中小企業の生産向上のため、支援を必要とする企業に対しまして、こういった

取組の周知を図って、しっかりとこういった補助金を使っていただけるよう努めてまいりたい

と思っております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）農林課長。 

○農林課長 米農家への支援策ということで御質問いただきました。それについて御回答いた

します。 

 米農家への支援策でございますが、令和５年度に機械の補助事業というものを行っておりま

す。具体的には、高性能省力機械ということで、直進アシスト付トラクターを県単事業で導入

しております。県の補助金プラス市の補助金ということで１件ございます。それと、市単独の

補助事業で米農家に対してトラクターが１件、コンバインが１件ということで補助させていた

だいております。 

 それと、米農家に限ったことではないんですけど、農村地域で水路の泥上げとか農地ののり

面の草刈りとかは集落で対応することが必要になりますので、それに対して国の交付金がござ

います。それに対して幾つかの集落で対応しているところでございます。 

 委員御指摘のとおり、後継者不足は非常に深刻な状況であると思っております。これは北九

州市だけの問題ではなくて、全国的な傾向でございます。担い手不足につきましては、今後と
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もしっかりと対応したいと考えております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）鳥獣被害対策課長。 

○鳥獣被害対策課長 ふれあい農園を始める市民の方にイノシシなど鳥獣被害対策について

助言されたらどうかという御質問をいただきました。それについてお答えいたします。 

 委員の言われるふれあい農園ですけれども、市の事業名ではふれあい花壇・菜園と申してお

ります。この事業は、未利用市有地や公園の一部を無償で地域の自治組織に貸し出し、花壇や

菜園などに活用していただくことで、町なかの緑を増やすとともに、高齢者の生きがい、健康

づくりや地域の多世代交流を図る事業でございます。 

 貸出しに当たりましての窓口は、未利用市有地につきましては区役所のコミュニティ支援課、

今回の菜園なんですけれども、公園に当たりますので、公園の一部につきましてはまちづくり

整備課になっております。 

 今回の小倉北区の常盤町の事案を受けまして、早速小倉北区のコミュニティ支援課とまちづ

くり整備課には、イノシシなどの鳥獣被害が見込まれるような場所で新しくふれあい花壇や菜

園を始める団体や、また、既に被害に遭っている団体もあるかもしれませんので、そういう際

には、市から鳥獣対策のアドバイスを行いますということを伝えております。今後は、連携し

て対応していきたいと考えております。 

 また、それ以外の区もそういった事案があるかもしれませんので、ふれあい花壇・菜園事業

の所管課であります財政・変革局の市政変革推進室と、あと都市整備局の公園管理課にも周知

していただくよう話しております。 

 いずれにしましても、鳥獣対策がされていない菜園につきましては、鳥獣によって、せっか

く育てた野菜とかが収穫できなくなるだけでなく、また、町なかにイノシシを呼び寄せる誘引

材料になりますので、適切な管理がなされるよう、市としてもしっかりサポートしていきたい

と思っております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）公営競技局総務課長。 

○公営競技局総務課長 委員から、公営競技事業から交通事業へ直接助成してはどうかという

御質問をいただきました。 

 まず、当局の繰出金でございますが、地方財政の改善という観点から、自転車競技法、それ

から、モーターボート競走法の法の目的に沿って、剰余金から一般会計へ繰り出しているもの

でございます。また、交通事業、それから、公営競技事業とも独立採算の企業会計という手法

を用いております。また、交通政策としての支援につきましては、時期や規模等について政策

判断を伴うことから、両会計で直接資金を動かすということは困難と考えております。毎年の

繰出金を活用していただくのが適切と考えてございます。 

 一方で、公営競技事業におきましては、直接事業に必要な送迎バスの借り上げ事業、また、

イメージアップ、それから、日程の宣伝といった事業に交通局を積極的に活用することで、間
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接的ながら支援をさせてもらっている次第でございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）大石委員。 

○委員（大石正信君）ＤＸ推進についてですけども、中小企業実態調査をやって、その実態に

応じた形の支援が本当にかみ合っているのかというのを、私はずっと言ってきています。この

ＤＸだけに限らないけども、倒産件数が増えている、それで、法人市民税も減っているという

ことで、保険とか、そういうところもかなり倒産したって出されていますけども、そういう実

態との関係でかみ合った政策になっているのか。このＤＸ補助金は、確かに生産力を上げてい

くということになっていますけども、そうじゃない中小企業もたくさんあるわけですよね。飲

食店、高齢者がやられているようなそういう経営のところもたくさんあります。中小零細企業

でやられているところもたくさんありますので、そういう実態に本当にかみ合った状況になっ

ているのかっていうのはきちんと検証していただきたい。 

 それと、米農家についても、先ほど言われましたけども、大型トラクターとか、それだけじ

ゃなくて、小さい米農家のところでの支援策があまりにも予算が少ないんではないかと、今の

これを見るとやっぱり異常な状態が続いているわけですよね。米不足の原因は米農家が減って

きている、北九州の食料自給率は僅か２％という状況になっていますから、そういうあたりを

抜本的に対策していただきたい。 

 市営バスについても、直接企業会計同士の助成はできないということであれば、工夫もして

いただいて、若松、また、北西部を走っているわけですから、独立採算制といってもそういう

形で50億円の繰り出しがされているわけで、そういう支援をしていただきたいと要望します。 

 次に、鳥獣被害対策については、地球温暖化で農作物の被害が深刻になっている。１年間で

イノシシの捕獲頭数が1,109頭としても、次から次にイノシシが増えて、農産物に被害を与えて、

農家の経営を深刻にさせています。電気柵への助成だとか、イノシシやアライグマの啓発、イ

ノシシを箱わなで捕獲する際の助成金を増やすなど、抜本的な対策が必要じゃないかと考えま

すが、いかがでしょうか。 

○主査（渡辺徹君）鳥獣被害対策課長。 

○鳥獣被害対策課長 今、鳥獣被害対策についての抜本的な対策を取ってはどうかという御質

問をいただきました。 

 イノシシの捕獲等につきまして、全体で1,109頭になっております。アライグマも、令和５年

度なんですけども、151頭ということで年々増えている状況でございます。アライグマにつきま

しては、特定外来生物ということで駆除していかないといけないので、令和６年度からですけ

れども、鳥獣ＤＸ事業という形で、環境省の補助金をいただきながら積極的に予算を増やしま

して駆除を行っていく形になっております。 

 また、電気柵とかにつきましても助成制度がございますので、そういった市の電気柵の助成

制度を使っていただきながら、積極的に支援をしていきたいと思っております。 
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 いずれにしましても、鳥獣被害対策につきましては、市民の方の御協力もいただきますので、

私たち鳥獣被害対策課もそうですけども、区役所、農政事務所共に力を入れていきたいと思っ

ております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）大石委員。 

○委員（大石正信君）私が児童クラブの横で作っていたサツマイモも、これから収穫時期を迎

えた矢先に３回やられて、サツマイモが全滅をした。農家をやられている方にとってみれば、

地球温暖化で農作物に被害が出ている、その中でちょうど収穫時期を迎えたところにイノシシ、

アライグマなんかにやられているということで、やっぱり踏んだり蹴ったりなんですよね。そ

れに対して助成とか、支援とかを強めてもらわないと、心が折れるというか、そういう状況に

なりますので、ぜひ抜本的な対策を要望して、私からは終わります。以上です。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）私からは、産業経済局に大きく２点質問させていただきます。 

 初めに、中小企業対策です。 

 先ほど大石委員からもありましたように、今物価高騰、そしてまた、猛暑による電気、ガス

の負担が増えているという中小事業者からの声が聞こえてまいります。市内企業の99.8％を占

める中小零細業者にとって、今は深刻な状況ではないかなと思います。令和５年度の負債総額 

1,000万円以上の市内の企業の整理倒産が80件、昨年度は57件ですから約1.4倍になるかと思い

ます。今年度はさらに増えるんではないかと思うんですけど、今現在の数を教えてください。 

 それとまた、ゼロゼロ融資利用後の倒産件数が同様に増えているのではないかということを

考えますが、融資を受けて、その後に倒産するということは、やはり返済不能になったかと思

うんですね。それで、本市の融資の損失補償５億8,900万円が今回決算で出されていますが、市

の負担ということと、市と保証協会の負担ということであると思うんですけれども、国や県か

らの保証以外にこれだけ市の単費として出されているというのは、ほかにも利用方法があるん

ではないかと思うんですけれども、これに対して御意見があれば教えてください。 

 先ほどから言われていますが、本市の物価高騰対策は本当に不十分ではないかなと思うんで

すね。それで、私も昨日、中小業者の方との懇談を持ちましたけれども、直接支援が欲しいと

いう声が一番多いんですね。電気、ガスとか、あと資材の高騰に対しての負担を軽減するよう

な助成制度を設けてほしいということを言われておりました。それに対しての見解があれば教

えてください。 

 それとあと、県の経営改善借換資金というのが今年の３月31日で終了したかと思いますけれ

ども、これの利用状況と、今後、それの継続を市は考えられないかという点について教えてく

ださい。 

 今回の経済対策、物価高騰対策の中でプレミアム付商品券に２億3,700万円、これはとても好

評で、これまで２割、国と県と市があって、補助があったかと思うんですけど、現在は10％に
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なっているかと思います。これもかなりの利用があって経済対策には有効かと思いますけど、

今後、継続する予定はないのか、これも教えてください。 

 次に、企業誘致についてです。 

 今議会でも多くの議員の方が質問されました。本市の若松の学研都市に半導体ＡＳＥが今仮

契約をした状況にあるかと思います。それで、半導体は大きな経済効果と雇用というのが生ま

れるということで今大きく話題になっているんですけれども、先日、熊本のＴＳＭＣ、菊陽町

に市議団として視察に行ってまいりました。これは国の１兆2,000億円の補助が入っているとい

うことで、国家プロジェクトとして期待がかけられていると思うんですけれども、それと同時

に多くの課題があると私たちは感じました。その中で一番大きな問題として、渋滞問題が深刻

だなということを感じました。朝の６時半ぐらいに現地に行くのに、今までふだんも渋滞はあ

ったけど、350メートルぐらいの渋滞が、今現在は1,400メートルにわたって渋滞が続いている。

これも議会で我が党の議員の質問の中にあったんですけれども、もう細い農道からどんどん、

ちょうどアリが食べ物に集中するように、いろんなところから車が来ます。もうありとあらゆ

るところで渋滞が起きているような状況でした。今後、道路の拡幅とか、アクセスバスの創設

とかを考えているというようなことでした。こういうことを考えると、事前に想定した対策が

必要だったのではないかなということを言われておりました。 

 また、水の問題ですね。大量の水を使います。そのときに、熊本では地下水を使っていると

いうことです。もちろんそれに対しての環境、農家も周りにありますので、そういった水の問

題、あとはＰＦＡＳとかＰＦＯＳなどの有害薬液の問題、そういった問題もありました。 

 あと、地価高騰ですね。家賃が上がって、近隣の商店がもう移転を余儀なくされた。そして、

病院も移転をした。地代が上がって移転をしたという話も聞いております。今後、固定資産税

が上がって、また、近隣に住んでいる方たちもこれに対して不安がもう増すばかりだという御

意見でした。 

 それとあと、人件費です。今日の新聞にも載っていたと思うんですけども、地元の事業者に

とっての雇用問題が大きく取り沙汰されていました。実際に今そこのＴＳＭＣで仕事をしてい

る人たちが、清掃事業にパートで行っている人が時給が3,000円と言っていました。ということ

で、近くの方たちが人が欲しい、パートを雇いたいといっても、そういう人たちがやはり時給

の高いほうへ行くというので、そちらのほうへ行ったということもあって、就労の問題がある

のではないかなと思いました。 

 そこで、質問に入りますけども、企業誘致での雇用創出、経済効果はあると思いますけれど

も、実際にこの企業誘致をする場合、契約を結ぶ場合、条件というのはあるんでしょうか。ま

ず、それを教えていただきたいなと思います。以上で答弁をお願いします。 

○主査（渡辺徹君）産業政策課長。 

○産業政策課長 倒産件数の直近の状況につきましてお答え申し上げます。 
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 倒産件数の推移につきましては、コロナ禍におきましては、御案内のとおり、いわゆるゼロ

ゼロ融資等の積極的な資金繰り支援でございますとか、各種給付金等、こういった支援策が功

を奏しまして、倒産件数はかなり低い水準に抑えられておりました。令和５年度の件数は、先

ほど委員から御指摘のあったとおり80件となっておりまして、前年度より約４割増加してござ

います。 

 この原因でございますが、80件のうち販売不振が51件、赤字累積が19件ということで、大半

がこの２つの理由でございます。 

 なお、この増加傾向、あるいは倒産の原因は全国の傾向と同様でございます。 

 足元の数値でございますが、令和６年４月から８月の倒産件数は41件となっております。こ

れは前年の同期間から約２割の増加にとどまっております。また、単月ベースで見ますと、前

年同月あるいは前月と比較して件数が減少している月もございまして、増加のペースは鈍化し

ていると考えております。こうした傾向は全国と同様でございます。 

 それから、２点目、物価高騰対策につきまして、直接支援すべきでないかという点でござい

ます。 

 物価高騰対策につきましては、国、県、市が連携して、それぞれの役割に応じた施策を総合

的に行っていくということが重要であると考えてございます。令和５年度は、国や県におきま

して、全国的な視点、あるいは広域的な視点から、ガソリンなどの燃料補助、電力、あるいは

都市ガス、ＬＰガスの価格負担軽減、こうした支援が行われる中、北九州市におきましては、

融資における資金繰り支援でございますとか、プレミアム付商品券、あるいは企業変革チャレ

ンジ補助金といった独自の物価高騰対策を実施しております。限られた予算の中で国の交付金

も有効に活用しながら、ボリューミーな独自の支援を行っております。 

 今後も、予断を許さない状況でございますので、経済情勢ですとか、国、県の経済対策の動

向、こういったものを見定めながら、総合的かつタイムリーな支援策を講じてまいりたいと考

えております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）中小企業振興課長。 

○中小企業振興課長 借換資金の利用状況ということ、それから、今後の市で制度を何かやら

ないのかという御指摘にお答えいたします。 

 令和５年度の県の借換資金、借換え融資は、件数でいきますと1,435件、それから、金額の実

績でいきますと312億円で、県の借換資金を御利用いただいていると認識しております。 

 それから、損失補償の金額が増えて、市で何か制度をというようなところを御指摘だったか

と思うんですが、先ほど御指摘いただいた県の借換え保証が今年の６月に終わりました。７月

からは福岡県で新しい制度、県の経営力強化保証制度を設けておりますので、まずこちらの御

活用を検討いただいて、北九州市としては、こういった借換え制度ですとか保証制度で据置期

間があるうちに何とか経営、本業、御商売を立て直していただくという支援を、それが販路拡
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大の取組ですとか、経営改善の取組、こういったものを支援していければと思っております。

以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 プレミアム付商品券の成果と今後の継続、どういうふうに考えてい

るのかというところについてお答えさせていただきます。 

 この商店街プレミアム付商品券発行支援事業ですが、福岡県と連携いたしまして、商店街等

が自主的に取り組む商品券の発行を支援するということで、地域の消費喚起、地域経済の活性

化を図るものでございます。 

 令和５年度の実績でございますが、令和５年度は、令和４年度の繰越予算で春に発行いたし

ました。それと、令和５年度の６月に補正をいただきまして、秋に２回発行させていただきま

した。決算額としては、春の分で６億9,000万円、秋の分で４億9,000万円、合計で11.7億円と

いうところでございます。それに対しまして、商品券そのものの発行総額は合計135億円となっ

ているものでございます。 

 成果につきましては、この令和５年度秋を例に例えますと、利用者にアンケートを実施して、

その効果を分析いたしました。ふだんを超える買物とか高額なものに使ったと、いわゆる消費

喚起の部分に使ったというところが全体の42％、30億円分という形になっております。 

 それに対しまして、我々市の予算、県の予算で、10.6億円に対して30億円分の効果というこ

とで、消費喚起効果としては2.8倍あったという形で分析をしております。利用者の皆様の声と

しましても、ふだんの買物より消費が増えたといった回答が非常に多く７割ぐらいの方にそう

いうふうにおっしゃっていただいています。また、受入れ側の事業者からも、消費喚起の効果

があったというところも75％ということで、一定の成果があったものという形で検証しており

ます。 

 本年度につきましても、委員からお示しいただきましたとおり、2.37億円、プレミアム率は 

10％とさせていただきましたが、今進めているところでございます。 

 本事業につきましては、コロナ対策として、令和２年度以降、財源の全額を国の交付金で確

保している事業でございます。今後の継続につきましても、国の経済対策等に応じて、実施を

検討してまいりたいと、そのように考えております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）企業立地支援課長。 

○企業立地支援課長 企業誘致に関することについてお答えさせていただきます。 

 誘致の制約の条件ということでございますが、例えば企業誘致をする際に補助金を交付しま

すが、その際の要件としましては、設備額、あるいは雇用人数等の要件もございまして、それ

に加えまして、市税を滞納していないこと、それから、暴力団関係者でないことっていうのは

明記してございますが、それ以上の要件は具体的にはございません。 

 ただ、誘致するに当たっては、環境等の法令遵守をすること、あるいは住民への配慮をする
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ことというのは我々としても強く求めているところでございますので、そのように対応してい

ます。 

 もう一方で、市の所有地を売却する場合には、土地の売買契約の中に住民環境への配慮をす

ることというような条項は一文設けております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）ありがとうございます。 

 倒産はやはり増えているなっていうのを思うんですね、中小企業が倒産する前に手だてが必

要かなというのをすごく感じるんですけれども、今回、倒産が増えたということもあって、損

失補塡もやったということなんですが、先ほど言った県の７月からですか、県のその制度とい

うのをもう少し詳しく教えていただけますか。これは借換えに値するようなものなんですかね。 

○主査（渡辺徹君）中小企業振興課長。 

○中小企業振興課長 県の経営力強化保証制度でございますけども、まず、事業者様が金融機

関、それから、認定経営革新等支援機関の支援を受けながら、自らの事業計画を策定して、実

行して、あと進捗状況を報告するというような作業がまず出てきますので、ここで経営安定関

連保証については事業資金として新型コロナウイルスに係る借入金を借り換える場合に限って

利用できるという制度になっております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）ちょっとよく分からないんですけど、置いといて、借り入れるということ

でいいんですかね、新たに借り入れるということですか。 

○主査（渡辺徹君）中小企業振興課長。 

○中小企業振興課長 既往の新型コロナウイルスに関する借入金を借り換えるというような

資金になっております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）ありがとうございます。県も国も考えていただいているのかどうなのか、

ちょっとまだそれじゃあ不十分だなとは思うんですけれども、やはり新たにそういう制度がで

きた場合は、速やかに事業者にこういうのがありますよということを知らせるのが必要かなと

思います。もう本当にぎりぎりになって、まだまだ余力があるうちにやらないと効果もないか

なと思いますので、その辺の周知をよろしくお願いいたします。 

 それから、プレミアム付商品券は、かなり効果があったのではないかなと思うんですけれど

も、ぜひこれも国の交付金を待たずに継続していくってことも考慮していただきたいなと思い

ます。 

 今、中小業者の方たちは、一番賃上げを、今度最低賃金も上げないといけないということで、

中小業者の人たちから、大企業と違って自分たちは余力がないけど、やはり働いている人たち

には賃金を上げたい、だけど、自分のところは体力がないというようなことを聞いております
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ので、そういったところの支援が来るような対策をしてもらいたいということもあります。市

でできないんであれば、県や国にそれを申入れするということも考慮していただきたいと思う

んですけれども、人件費とか、あと社会保障費とか、そういったものに対してどのようにお考

えか、教えていただけますか。ここではないんですかね。 

○主査（渡辺徹君）雇用・産業人材政策課長。 

○雇用・産業人材政策課長 人件費の関連で御質問いただきました。 

 私どもの賃上げに関する御支援、補助制度なんですけれども、国に業務改善助成金という事

業所内の最低賃金を30円以上引き上げた事業所が、生産性向上のための設備投資をする、そう

いった資金に対して補助する制度がございます。最大で10分の９の補助で、最大で600万円の額

だったと思います。その補助制度に対して、私どもが上乗せする形で補助制度を持っておりま

して、これの御利用件数が令和５年度は49件でした。そのうちの大半が10名以下の小さい事業

所の方々の御利用でございました。執行額は780万円、10分の１の補助ですけれども、そういっ

た取組をしています。 

 社会保障制度につきましては、国がキャリアアップ助成金という助成金を持っておりまして、

その中で、社会保障に新たに従業員の方が加入される場合に、社会保障費を払うことになるの

でその分手取りが減ります。その分を手当として充当する場合に、そういった企業様に対して

補助金の制度がございますので、そういったものの周知に私どもは努めているところでござい

ます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）ありがとうございます。直接というよりも、設備とかそういうのに使うと

いうことになれば、地元の事業者も設備投資に対して、そういう地元事業者を使うということ

にもつながって、これはいいことかなと思います。10分の１でも補助があればということです

ね。人件費はここではない、すみません、違いましたけども、それでもいろんな制度があると

いうことをまず知らせていくということが重要かなと思います。資金繰りというのが大変な状

況の中で、借りたらやはり返さないといけないというのが当然のことながらも、そういう状況

に陥る前に市としての支援をしていくということが、寄り添った支援が大事かなと思いますの

で、どうぞこれからもよろしくお願いいたします。 

 次に、企業誘致です。 

 先ほど用地の問題で今回インセンティブを設置して、それで誘致をするということなんです

が、設備とか市税とか、補助ということは言われていましたけど、特に要件はないということ、

あとは環境とか、法令とか、住民への説明というのはあるとしても、それに対して誘致する契

約のときにしっかりと市として、先ほどの菊陽町のＴＳＭＣのような状況に陥る前にこういう

ものを交わす必要があるのではないかなと思います。 

 例えば、渋滞問題にしても、先日の議会の中でもありましたけど、高速からの渋滞が今現在
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もあっているということでしたので、その前に、もしそこに、今後、そこの交通量とかを調べ

ていただいて、実際に道路の拡幅とかをしないといけないのであればそれはどうするか、そう

いったことも考えていく必要があるのではないかなと思いますので、いろんな場合を想定して

のこちらの準備というのが必要ではないかなと思います。 

 あと、水質検査、そういった環境の問題なんかもあるかと思うんですけど、そういったもの

も、公開ということも条件の中に入れる必要があるかなって思いますね。ＡＳＥというところ

は、そういった実際に環境に留意した事業者だということは聞いていますけれども、やはり一

体どういうものを使うのか、ＰＦＡＳとかＰＦＯＳは使わないということですけど、ほかにも

いろんな物質がありますので、そういったものもちゃんと公開するようにするとか、そういっ

た取決めも必要かなと思います。 

 あと、地価の問題にしてもそうですね。近隣から今の状況というのがもし分かれば、そこに

新たな、まだ今仮契約ですから、地域の人たちに何の説明もないかなと思うんですけど、その

辺のことは分かりますかね。まだ地域に説明はしていないんですよね。 

○主査（渡辺徹君）ものづくり産業誘致担当課長。 

○ものづくり産業誘致担当課長 現時点で地域の方には御説明は行っておりません。以上で

す。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）だから、まだ説明をしていないということですね。契約をしてからでは私

は遅いと思うんですよね。その前に、もう仮契約で、次に本契約に至る前にちゃんと話せる状

況がどのくらいあるかというのは分かりませんけれども、実際に事業者が来て、それから、さ

あ説明です、いや、こんな問題、こんな問題って、実際にそれに対応ができるか、それを想定

してやるのがやっぱり自治体の役割ではないかなと思うんですけど、それに対してどういうふ

うにお考えでしょうか。 

○主査（渡辺徹君）ものづくり産業誘致担当課長。 

○ものづくり産業誘致担当課長 事前に説明等行うべきではないかというような御質問でご

ざいますが、ＡＳＥジャパンとは現在も誘致交渉中でありまして、最終的な意思決定がまだな

されておらず、事業規模なども未確定でございます。ですので、誘致が決定すれば企業と連携

しつつ、適切に対応することとしておりますが、進出や事業規模が未確定な現時点では具体的

にお答えするのが困難ということになっておりますので、もう誘致が決定をし、事業内容を公

表できる段階になれば、住民説明会を開催して、地域住民の方々の声を伺うなど、丁寧に対応

してまいりたいと考えております。以上です。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）ありがとうございます。ある程度めどがついた段階で説明をするというの

が最も重要かなと思います。近くには学校もありますし、住宅地ですので、そこで大きな工場
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ができるとなれば、全く影響がないわけはないと思いますね。交通量も増える、周りには関連

の事業者が増えてくる、そして、それに対して雇用が増えれば、またそういったアパート、マ

ンションが建ったり、土地の売買が行われたりと、そういったことも起き得ると考えますので、

地価高騰にもつながるということもあります。もし地価が高騰した場合、市としてその地域に

支援をするという考えはあるのかどうか、これはできませんかね。 

○主査（渡辺徹君）ものづくり産業誘致担当課長。 

○ものづくり産業誘致担当課長 地価高騰に関しての御質問をいただきました。 

 先ほども御説明いたしましたように、ちょっとどういうふうな事業が行われるのか、どうや

って物などが動いていくのか、まだ確定をしておりませんので、現時点でのお答えは差し控え

させていただきます。以上です。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）ありがとうございます。実際に熊本の方たちが、商店とか事業者たちがそ

ういうふうな地価高騰して、もうそこを撤退しないといけないようになったというようなもの

もあったり、家賃が増えたということもあります。それで、特別な地域というのか、そのとこ

ろでは家賃補助の制度をつくってほしいという、そういうような声も上がっているということ

を御紹介しておきたいと思います。 

 それとあと、また、人件費の問題ですね。地元の事業者にとって雇用問題、これは大きな問

題かなと思います。今日の新聞にも、西日本新聞ですかね、これにも載っていました、中小業

者が悲鳴を上げている、毎年人員不足だということも上がっていますね。結局は、そこで仕事

をする人たちが高額の時給で働くということになると、それに合わせて自分のところも上げた

けど、やはり人は来なかった、人員不足で商売ができなくなった、事業ができなくなったとい

う、そういう声も聞いております。そういうことも考えていかないといけないのではないかな

と思います。 

 それとあと、実際に環境問題として、地下水とか、大気汚染とか、そういったものにも影響

はないのかというのを、これも点検だけではなくて、情報公開するということをきっちりと契

約の中には書いていただくというようなこともお願いしたいんですけど、それに対していかが

でしょうか。 

○主査（渡辺徹君）ものづくり産業誘致担当課長。 

○ものづくり産業誘致担当課長 環境問題に関しまして実際に契約に書くべきではないかと

いう御質問でございますが、環境問題に関連するものに関しましては、もう法令遵守が第一で

ございます。法令はきっちりと守っていただくと、これに応じて事業を展開していただくとい

うことになるかと思います。 

 具体的には、契約の中でうたうのかどうかということに関しましては、やはり近隣住民の方

への配慮というのは非常に重要なポイントではございますので、それはもう事業を展開してい
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く中で住民の方にきっちりと御説明いただくであるとか、そういった形で対応できればと考え

ております。以上です。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）そこに住んでいる人たちに対して、やはりそういった配慮というのは絶対

に必要だなと思いますので、その辺もぜひよろしくお願いいたします。 

 それと、昨日、市長が議会の答弁の中で、今進出が決まるというか、今から決まった場合、

開発が必要になってくる周辺の市街化調整区域や農地などを産業用地として開発できるよう

に、地域未来投資促進法に基づく規制緩和の対象エリアの追加も検討すると述べられました。

今後、こういうような計画を行っていて、いろんな開発も進んでいき、区域区分もまた見直し

があったりというふうな形になっていくと思うんです。それに対して、本市として、地域の住

民に影響はないのかということについてどうお考えか、お答えいただけますか。 

○主査（渡辺徹君）企業立地支援課長。 

○企業立地支援課長 昨日の市長の答弁で、地域未来投資促進法のエリアの追加についても検

討してまいりたいというお答えに対する御質問でございましたが、地域住民に対しては、プラ

ス面とマイナス面というかいろんな渋滞が増えるのではないかという御懸念とか、そういうこ

とは、今後、出てくる可能性がございます。そういうものを含めまして、丁寧に検討してまい

りたいと考えております。以上です。 

○主査（渡辺徹君）高橋委員。 

○委員（高橋都君）ありがとうございます。企業誘致というのは雇用を生んで、また、経済効

果もあるということで、必要な政策でもあるかなと思うんですけれども、それと反面、こうい

うデメリットもあるという、また、注意をしないといけない、そこに住む住民、また、環境の

問題、いろいろ考えることがたくさんあると思います。ですから、そういったところも考慮し

ながら、ただ誘致すればいい、それだけではなくて、その両面、共存していくという意味でも、

しっかりと前もって対策を計画して、考えて進めていただきたいなということを切にお願いし

まして、私の質問を終わります。 

○主査（渡辺徹君）進行します。自民党、吉田委員。 

○委員（吉田幸正君）短くですけど、よろしくお願いします。 

 今の経済状況というか、１つは失業率みたいなことなんだろうと思うんですよね。大変厳し

い中におられる方も当然いらっしゃると思いますが、私の感覚からすると景気は決して悪くな

くて、仕事はあるけど、人がいない、あるいは物がないみたいな感じがしています。それをし

っかり数値をもって判断するべきと思いますが、失業率、それと、僕は他都市と比べる必要が

あると思っているんですが、市民の平均所得というか、これはまだ出ていないんだと思うんで

すが、この状況みたいなことが今どうなっているかというのを教えてください。 

 先ほどの高橋委員の後追いになるかも分かりませんけど、国の補助制度というのがすごく活
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発に出てきているなと思っています。本来、それは国会議員が国民というか我々に周知をする

のが一つの仕事だと思うんですけど、今残念ながらそういう状況になくて、時々ユーチューブ

なんかを見て、こういう補助金がありますよみたいなものを見ている感じなんですよね。それ

を僕としては勉強不足だと思っているんですが、先ほど言われた国の補助制度みたいなものの

周知に努めていると言っていただきましたので、どういう方法かと、特に来年度に向けてどう

なのかというのを教えてほしいと思います。 

 それと、スタートアップ、今新しい企業を育てようという機運が国内を含めてすごく高まっ

ていると思っていまして、スタートアップイノベーショントライアルとか、8,000万円以上お金

を積んで、これは非常に大きいなと思っていますけど、いい成果を出してほしいと思っていま

す。 

 そこで、質問ですが、このスタートアップが、どの会社がどういう事業をやっているかって

いうのを我々は存じ上げませんが、こういうことを悩んでいるという企業が、実は結構ありま

して、それを例えばコンパス小倉に行って、私はこういうことで悩んでいますけど、解決でき

る人はいませんかみたいなことが聞けると、スタートアップがたくさん出てきていることが市

民生活ないし企業の成長の向上につながるなと思うんですが、そういう仕組みに、困っている

人の意見を聞いて、それに私らだったらこういう対策ができます、じゃあ一度お話しして幾ら

ですよみたいなことになればいいなと思うんですが、その制度みたいなのがどうなるか教えて

ください。 

 それと最後に、公営競技局に、今度業務委託が変更になると聞いています。競輪場の業務委

託の変更というか、新しい公募になると思っていますが、現状について教えてください。以上

です。 

○主査（渡辺徹君）雇用・産業人材政策課長。 

○雇用・産業人材政策課長 まず、失業率のお話をいただきました。 

 北九州市の市内の失業率というデータは持ち合わせてはいないんですけれども、福岡県が定

期的にモデル推計値というのを出していまして、それの４月から６月の失業率が2.8％です。他

都市のベンチマークが、全国をベンチマークとすると2.7％となっています。 

 それから、平均所得のお話なんですけれども、毎月勤労統計調査というのがございまして、

この分でいいますと、これも北九州市内のデータはございませんけれども、福岡県でいうと、

全国の産業の合計でいうと国が31万9,000円、福岡県が29万8,000円ですので、対全国比でいう

と約９割ぐらいの水準感かなと思っております。 

 それから、国の制度の周知方法ということでお話しいただきました。 

 国も雇用分野、それから、労働分野の助成金をたくさん持っております。先ほど御案内した

業務改善助成金であったりとか、キャリアアップ助成金とか、様々な雇用環境を整備するもの、

それから、人々の賃上げを促進するもの、様々な助成金がありますので、そういったものにつ
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きましては、例えば私どもがやっているセミナーとかイベントのあらゆる機会を通じて、助成

金がございますよとか、これまでは全てのイベント、セミナーでは実施できてなかったんです

けれども、市内の企業様が参加するようなセミナーで、私たちが実施するようなものについて

はそういった情報も適時入れていくようなことをやっていきたいなと思います。 

 例えばですけど、働き方改革セミナーとか、そういった働く環境を整備するような、そうい

うセミナーを打つときには、併せて国の助成金も御案内することは現在でもやっております。

以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）産業政策課長。 

○産業政策課長 所得に関するデータにつきまして補足させていただきます。 

 １人当たりの雇用者報酬というデータがございます。こうしたデータに基づいて、昨年、産

業振興未来戦略というものを策定したわけですけども、１人当たりの雇用者報酬、これは令和

２年度の数値になるんですが、463万1,000円となっておりまして、比較可能な政令市16で比較

いたしますと13番目の数値となってございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 スタートアップに関して御質問いただきました。 

 委員御指摘のとおり、課題解決等を様々なプレーヤー、特に企業の方とやっていくというの

は非常に重要だと考えておりまして、これは今年度、今まさに取り組んでいるんですけれども、

スタートアップと市内企業との協業、あとはまた地域の課題、企業の課題、行政課題をスター

トアップと一緒に取り組んでいくといった仕組みづくりを行おうと考えております。 

 具体的にいうと、共創プラットフォームをつくりまして、そこでいろんな情報を集約し、ま

た、共有化して、具体の取組をどんどん見える化していくという、こういうのを始めようと思

っております。その取組は、スタートアップの成長にとっても非常に大事なんですけれども、

連携する企業様にとっても生産性の向上とか、競争力の強化につながり、ひいては地域産業に

好影響が及ぶと思っていますので、そういったスタートアップの掛け合わせという仕組みにつ

いて、今後、取り組んでまいりたいと考えております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）競輪事業課長。 

○競輪事業課長 お尋ねの包括委託業務の概要でございますけれども、北九州市公営競技局の

競輪事業課が実施する競輪事業につきましては、平成18年度から自転車競技法第３条に基づき

まして民間事業者に包括委託しているところでございます。 

 具体的には、小倉本場競輪実施事務、競輪祭実施事務、施設管理事務、受託場外業務、借り

上げミッドナイト業務、貸し館運営業務等を委託しておるところでございます。 

 現在の包括委託事業者との契約が今年度末で切れる予定になっておりますので、今回補正予

算で包括委託予算を上程させていただいております。これが可決した後に、提案書を受け付け

て、選定委員会を開いた後、１月ぐらいには新たな事業者と契約したいと考えているところで
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ございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）吉田委員。 

○委員（吉田幸正君）ありがとうございました。失業率がなくて県の報告を受けるわけですけ

ども、御承知のとおりというか、福岡市と北九州市と中間市であったり、田川市であったり、

福岡県の状況って今随分違うんじゃないかなと思っていますので、福岡県としてこういう状況

だというのが、北九州市としてどういう状況なのかというのとちょっと意識が違うような感じ

がしています。今ないということなので、ここで言ってもしょうがないんですけど、有効求人

倍率、これは市では統括できていますか、教えてください。 

○主査（渡辺徹君）雇用・産業人材政策課長。 

○雇用・産業人材政策課長 有効求人倍率でございます。 

 直近でいきますと、令和６年７月1.06倍、これが昨年の前年同月と比べるとマイナスの0.12

ポイント減少しております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）吉田委員。 

○委員（吉田幸正君）ありがとうございました。そうすると、そういうトータルの数字をもっ

てどういう状況なのかをよく把握したいと思いますので、可能であれば市の状況というのが取

りまとめられればいいなと思います。所得にしても、福岡県でいうと何か随分差があるんだろ

うなと思っていますので。いずれにしましても、ターゲットにもなっています市民の所得ラン

クを上げるということは非常に重要ですし、それを見て若い人たちも場を選ぶということがや

っぱりあろうかと思いますので、いい情報を取れるように、これは頑張ってくださいと要望し

ておきます。 

 それと、国の補助の周知の内容については分かりました。イベントでこういう補助金があり

ますよというセミナーを開催しますということなんですけども、そのイベント開催の案内とい

うのはどういうふうにやられるんですか、教えてください。 

○主査（渡辺徹君）雇用・産業人材政策課長。 

○雇用・産業人材政策課長 イベントの案内は、今私どもでやっている企業向けセミナーの企

業様に対しての御案内は、例えば私どもで独自に運営している、しごとまるごと情報局という

求人情報のウェブサイトがあるんですけど、そこに2,000社を超える企業様が御登録をいただい

ていまして、そういった方々に直接ダイレクトメッセージをお送りしたりとか、あと商工会議

所様の会員の皆様とか、あとは中小企業振興課で持っているネットワーク北九州という媒体が

ございます、そういったものを御購読されている企業様に対して広く周知に努めているところ

です。以上です。 

○主査（渡辺徹君）吉田委員。 

○委員（吉田幸正君）一つ一つの事業の補助内容というのは、相当に詳しく、また、１件ずつ

ずっと聞かないといけないところで相当大変だと思うんですよね。そうすると、北九州市内の
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中小企業の経営者の人たち、関係者が、国の補助金を見たいなというときに、中小企業のペー

ジから入って、その中で、例えばそういう目次だけでも並べて、あとは各省庁にホームページ

があると思いますんで、そういう対応というのは今はやっていないと思う。それはどうですか

ね、それほど難しいことじゃないような気がするんですが、お尋ねしていいかな、市民に対す

る周知の方法の一つとして実現することはできませんか。 

○主査（渡辺徹君）中小企業振興課長。 

○中小企業振興課長 企業様、それから、市民の方に対する周知の方法、内容ですけども、先

ほど申し上げましたネットワーク北九州、広報紙でございますけども、紙媒体と、あとウェブ

媒体でも配信しております。この中にＱＲコード等を埋め込みまして、そちらを読んでいただ

ければ、それぞれの各省庁ですとか、組織の詳しいページにジャンプしていただくというよう

な仕組みを取っておりますので、こういったものを御参照いただければと思っております。以

上でございます。 

○主査（渡辺徹君）吉田委員。 

○委員（吉田幸正君）そうすると、私らがそれを知らないという状況なので、それをぜひ周知

してほしいと思います。まずは委員の方々というのはそういう情報を持っていることが市民に

対する非常に重要なサポートになると思いますので、それは具体に後ほど教えてください、よ

ろしくお願いします。 

 それから、スタートアップのトライアルというか、具体的にいうと、ある企業がたくさん告

知をしたい内容があり、それをウェブページなどに上げたいと思うんですけど、忙しくてやら

ないということです。それはキントーンぐらいで簡単にできるような仕組みじゃないかなと思

うんですけど、例えばそういう依頼が企業からあったときに、具体的にどういう対応になりま

すか。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 例えば企業様がお困り事があるというときに、先ほど申し上げた

プラットフォームをつくるときに、まずそこに入力できるようにしたいと思っています。簡単

な形で入力して、また、それが皆さんに見やすい形で伝わるような形、まずそういったプラッ

トフォームをつくるということと、あとは我々も企業さんの課題というのはヒアリングを始め

ているところですので、両面でそういった課題抽出等ができればと思っております。以上でご

ざいます。 

○主査（渡辺徹君）吉田委員。 

○委員（吉田幸正君）それは多分株式会社何々とか、何々ラボみたいな会社がやるんだと思う

んですけども、例えば今僕が言った依頼をしたときに、それは市役所がつくられるんですか、

それともスタートアップの人たちがつくられるんですか。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 
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○スタートアップ推進課長 今申し上げた課題を集めるプラットフォームは市でつくろうと

思っております。 

○主査（渡辺徹君）吉田委員。 

○委員（吉田幸正君）じゃあ、いわゆる困ったことがあったらここに入れてくださいというプ

ラットフォームというか、貼り紙版みたいなのを今から市がつくりますと、こういうことです

ね、分かりました。今言ったイベントの告知をやりたいけど、忙しくてできないというのは実

は北九州市役所の話でありまして、さきの議論でもあったんですけども、僕は市の人の仕事を

減らして、スタートアップみたいなことの力を借りて告知をする中で、スタートアップ企業が

成長できるんじゃないかなと思っていますので、そのことについてはまた質疑などを通じてお

尋ねをさせてください、よろしくお願いします。 

 それと、競輪ですけども、ＪＫＡさんという大きなところが今回はエントリーしないという

ことになりますので、相当な大きな変革になるんだろうと思っています。ついては、僕のお願

いは１つだけで、地元の企業、100億を超える事業ですから、主たるところというのは簡単に素

人が触れるものじゃないと思いますが、地元の企業でできることは中に相当たくさんあると思

いますので、使われるだけじゃなくて、ジョイントベンチャーというか、しっかり組んで、そ

のことを皆さんが促すのは決しておかしい話ではないと思いますので、そこはよく公募の案件

の中に理解をいただいて、地元企業の発展につながるようにとお願いを要請してきますので、

よろしくお願いします。私からは以上です。 

○主査（渡辺徹君）要望でいいですか。 

○委員（吉田幸正君）要望でいいです。 

○主査（渡辺徹君）じゃあ、ほかに。村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）私から何点かお尋ねしたいと思います。 

 まず、黒崎での商店街施策の実績と、その使われた実績の決算額を教えていただきたいと思

います。 

 それから、スタートアップに関連してなんですが、スタートアップ推進課で支援している業

種に制限があるのかどうかをお聞かせいただきたい。 

 そして、昨年度にお世話した案件がどれぐらいあったのか。 

 それと、スタートアップの究極の目的、最終形はどういうふうに考えておられるのか、分か

ったら教えていただきたいと思います。 

 それから、農地に関してなんですけど、農業委員会になるのかもしれませんが、昨年度の事

業承継はどれぐらいあったのか。 

 それから、相続しても農業をやらないという人が多いんですけども、仲介そのものは不動産

業に、しかし、農業委員会を頼りに、僕のところへもいろいろ相談に来ます。農業はもうやり

たくない、売りたいけど、どうしたらいいか、不動産屋さんじゃないですよ、農業委員会に相
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談してもらうしかないんで、そういったことに対して昨年度対応してきたのかどうかをお聞か

せください。まずは以上です。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 初めに、黒崎への支援額、商店街への支援額というところでござい

ます。 

 大きく個店支援と、あと商店街組合の皆さんで黒崎をどう盛り上げていくのかという形でや

っているところでございます。商店街の空き店舗への進出の支援につきましては、市全体で39

件あるんですが、そのうち黒崎地区では３件になっております。また、リノベーションまちづ

くりというものを３年前から進めておりますが、その中で空き店舗マップをつくったり、空き

店舗支援を促すための事業として110万円を昨年度は執行しております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）黒崎の商店街についてはそれだけですか。それだけですね、ちょっと寂

しいです。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 スタートアップに関して幾つかお尋ねいただきましたけど、ま

ず、支援するスタートアップの業種は、特に限ってはおりませんけれども、北九州市はやはり

ものづくり、環境、ＤＸというところが強みとは思っていますので、そういった産業をより強

めていくために、そういったところの企業にぜひ応募してくださいということで募集等でも強

化しているところではございます。 

 昨年度支援した実績ですけれども、例えば事業化支援、あと実証の支援というところで計11

社の企業に支援をさせていただきました。そのほかにも、コンパス小倉でやっているアクセラ

レーションプログラムに２社という形で御支援させていただきました。 

 それと、スタートアップに取り組む究極の目的っていうところですけれども、産業経済局は

成長産業の柱をつくっていくっていうところと、あと雇用を増やしていくというところがある

んですけれども、スタートアップでいいますと成長産業のところですね。スタートアップとい

うのは先端的な技術とか、これまでにないサービス、ビジネスモデルをもって大きく経済をけ

ん引していく、そういった可能性があると思いますので、そういった企業をつくっていくとい

うことで、本当は理想かもしれませんけども、第２のＴＯＴＯ、安川のような、50年後、100

年後にそういった企業が生まれるようなということで取り組んでいるところでございます。以

上でございます。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 申し訳ありません、先ほどの黒崎の支援で１点漏れておりました。 

 空き店舗に対する補助金事業で、黒崎地区は昨年度４件申請をいただいて支援をさせていた

だいております。補助額としては500万円でございます。加えて、先ほど申し上げましたように、
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商店街全体のリノベーションというような形で、空き店舗マップをつくって、それで空き店舗

支援を促すと、そういった支援事業として100万円、以上で600万円の事業をさせていただいて

おります。訂正させていただきます。以上です。 

○主査（渡辺徹君）農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長 今委員から権利の承継というんですかね、事業承継というお話がござ

いましたけども、農地法でいきますと、農地の権利の移動が発生しますと、３条でいう権利移

動ということで見ますと、昨年108件行われております。これは相続等も含まれるんですけども、

そういう権利移動ということで見ますと108件起こっております。 

 あと地域で農業、つなぎっていうんですかね、そういったことの御相談の窓口なんですけど

も、常々農業委員と推進員が見守り活動等を行っておりまして、それぞれの場面でいろんな御

要望、例えば、ちょっと耕すのが難しくなってきたから誰かいませんかという声もお聞きして

おります。そういった御相談がございましたら、東西農業委員会、折尾と小倉南区役所にござ

いますし、あとその横に農政事務所も隣同士でやっております。常にそういった情報を連携し

ながら、もしこの地域でどなたか耕す方を探しているとか、そういった御相談があれば、我々

に情報をいただきますと、そこの農業委員なり、担当の最適化推進員がいますので、そちらを

御案内することができるかと思います。 

 実績は、全体的な数字になって申し訳ございません、担い手への農地の集積、集約化という

ことで、いろんな相談事を含めますと、全体で約2,300件近く受けております。なので、担い手

への農地の集積、集約化とか、あと新規参入の促進とかもろもろの相談も含めてなんですけど

も、大体農業委員、最適化推進員合わせて年間で2,200、2,300弱という相談を受けてはおりま

す。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）黒崎の商業施策なんですけど、実は空き店舗はあまり減っていないんで

すよ。だけど、昼間は人通りが少ない、飲食店が増えてきているなって感じで、どっちかとい

うとフードコートみたいなイメージもしてきているんですけども、商店街振興だから飲食店へ

の支援というのは黒崎の商店街ではやっていますか。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 支援としましては、空き店舗補助の要件といたしまして、昼間営業

することというのを要件とさせていただいております。ですので、カフェとか、昼も夜も開け

るような飲食店であれば支援の対象とさせていただいております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）昨年度の実績で飲食店はどれだけありますか。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 昨年度の支援のうち、飲食店は１店舗でございます。おそば屋さん
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でございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）黒崎はイベントとかまちづくりをやっていく中で、どうしても中心は商

店街組合なんですけども、飲食店も組合というのは当然あるわけですよね。これはもうどっち

かといったら保健福祉局の所管になるんですかね、たしか。ですから、黒崎の場合、所管局を

越えて、共にまちづくり、商店街の活性化をしていかないといけないと思っているんですよ。

数えたことはないけど、正直見た感じ、飲食店のほうが多いんじゃないかなという気がするも

んですから。そう考えると、産業経済局だけでは商店街の活性化は難しいかなという気が、だ

から、僕としては保健福祉局とも一緒になってやっていただいて。イベント、この間も黒崎96

の日とかもあったけど、もちろん商店街組合の人が、商連の会長さんが来ていましたけども、

当然なんですが、実際には店舗も飲食店も多いし、黒崎96の日は夜のイベントですから、結局

あれから商店街に影響があるのは、物を売っている人はあまり関係ないわけですよね。どっち

かといったら飲食店のほうに影響があるわけで、そう考えると、今後、商店街施策の中で、料

飲組合とかも含めて、飲食店との関係も少し深めて、活性化していって、空き店舗を一つでも

減らすようにやっていただきたいなと私は思っていますんで、これはもう要望とさせていただ

きたいと思います。 

 スタートアップの件なんですけど、最終形は何かと私が聞きたかったのは、もう今から15年

ぐらい前ですけど、中小企業庁の部長ですね、官僚の人と、三原朝彦先生と一緒に食事したと

きに、当時、リーマンショックやったんですよ、リーマンショックで大企業が全部潰れてしま

うんじゃないかということで、大企業、ここでいえばＴＯＴＯにも安川にも大きな補助金を出

していった。その結果どうなったかというと、その補助金で設備投資をするわけですね。設備

投資をした結果、人が要らないようになってくるわけです。生産性を高めて、要らないと。こ

れじゃあやっぱりいかんと、中小企業庁の部長が、スタートアップ企業に支援しても成功する

のは100社に１社かもしれないけど、そこで生まれる雇用というのはもう大企業を支援するより

も圧倒的に多いんですよと言われたのがもう15年前、リーマンショックのときの話なんですよ

ね。スタートアップというのは、僕はそこに雇用がどれだけ生まれてきたかということをしっ

かり見ていく必要があるんやないかなと思っています。どちらかというと新しい産業、イノベ

ーションを起こそうということにスタートアップをという感じが僕は課長の話を聞いたらする

んですよね。僕はそれだけじゃないと思う。 

 昨日、たまたま、ガイアの夜明けというのを見よったんですけども、結局あれは鰻の成瀬と

いうのがスタートアップをしたわけですよね、あれがすごく大きくなっていっていると。だか

ら、業種は何でもいいと思うんですよ。北九州はちゃんと税収が上がればいいわけです。新産

業じゃなくても、それよりも確実に税収が上がるようにしてもらうことのほうが僕は重要だと

思っていますから。そう考えると、今のスタートアップも業種を絞るのではなくて、様々な業
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種で可能性のあるものを支援してほしいし。 

 そして、僕は重要なのは、スタートアップ推進課が支援した企業が、５年後、10年後にどう

なっているのかというのをちゃんと追っていく必要があると思いますが、スタートアップ支援

はもう10年以上やっていると思うんですけども、これまでにスタートアップした企業で、この

前に黒崎で講演会を聞いたら、スタートアップ企業で10年残る企業は10％だと、20年で５％以

下になると言っていたんですけども、北九州市ではそういう数値は取っていますかね、スター

トアップ企業の現状値について、そこを教えてください。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 令和２年に、内閣府のスタートアップ・エコシステム拠点都市に

選定されてから、そこから御支援した企業の状況というのは随時収集しているところでござい

ます。今、大体73社ぐらい北九州に拠点とか事業所を置いて活躍している企業があるんですけ

れども、その企業に対して、例えばスタートアップなので、資金調達することでどんどん成長

していくという点がありますので、その資金調達の状況であるとか、今の雇用人数だとか、そ

ういった基本情報ですけれども、それは随時把握しているところでございます。以上でござい

ます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）令和２年の数値からしかないという話だと思うんですけども、令和２年

から支援した企業で今残っているのは73社中何社ですか。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 途中で増えていって、現在、73社というところでございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）スタートアップ支援した会社で潰れた会社は一社もないという理解でい

いわけですね。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 スタートアップなんで、大体10年から15年で、ゴールとして上場

とかＭ＆Ａっていうのを目指してやっているんですけども、そこは達成できていなくて、持続

的にやっているというところもございますし、また、北九州ではやっていたんだけども、途中

拠点というのを市外に移したりという例はございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）分かりました。そしたら、やっぱりさっき言ったみたいに、これからは

産業経済局でスタートアップした企業が、10年後、ずっと数値を取っていってほしいですね。

これから、令和２年からやから、令和12年は僕はもう議員をしていないと思うんであれなんで

すけども、そのときに何社残って、どれだけの雇用が生まれたかと、そこに力を入れていただ

きたいし、僕は業種は絞るべきではないと。たまたま昨日、鰻の成瀬を見て思っていたもんで、
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北九州のスタートアップは業種がある程度絞られているんやないんかなという印象を受けてい

たもんですから、ぜひもうかる仕事をしっかり支援して、どんな産業でもいいと思うんですね、

北九州で大きな会社ができれば、そこで大きな税収が上がってくるわけですから、それをしっ

かり応援していただきたいと思います。 

 ちなみに、もう一点、スタートアップの課長さんにこんなことを聞いたら叱られるかもしれ

ませんけど、今年から実はスタートアップ企業が早くビジネスができるようにということで、

東京都と福岡県のみで48時間定款認証という制度が始まったんですけども、北九州市のスター

トアップ企業で、48時間定款認証の支援を受けた企業は何社ぐらいありますか。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 今委員がおっしゃられたのは、福岡と東京で今年１月から始まっ

たという48時間以内で手続が済むもので、これを何件使ったかっていうのは数字としては把握

しておりませんけれども、もともとコンパス小倉で開業ワンストップセンターというのを設け

ていまして、いわゆる定款認証とか登記の申請をワンストップで行政書士のアドバイスの下、

やるという制度を設けております。その中では193件相談をいただいていますので、この中に今

年からの新制度を使って申請したという企業が含まれていると思いますけど、先ほど申し上げ

たとおり、そこの企業が何社かというのは把握しておりません。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）この制度は東京と福岡県だけが選ばれた制度なんですよね。スタートア

ップをしっかり支援していこうということなんで、ぜひそこはやっぱりスタートアップ推進課

として把握しておく必要性はあると思うし、それをＰＲしていかないといけないと思っていま

すんで、よろしくお願いしたいと思います。 

 それから、農業の件なんですけど、事業承継と権利承継というのは若干ちょっと、権利とい

うのは、相続を全て事業承継というのかというところでちょっと変わってくると思うんですけ

ども、僕が言いたい事業承継というのは、どっちかといったら相続というよりも第三者、親子

間じゃないところに農業の事業承継があったかという意味合いで聞いたつもりだったもんで、

そういったことでは北九州の農地の中でありましたでしょうか、再度確認させてください。 

○主査（渡辺徹君）農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長 詳細については、すみません、今持ち合わせていないんですけども、

農業は基本的には相続というのがまず１つ、農地というのは結構厳格な扱いを受けていますの

で、それ以外で、直接の答えになるかどうかはあれなんですけども、相続以外の権利移動とし

てもう一つ言えるとすれば、利用権の設定、家族以外、第三者にそこを耕していただくという

ような設定もございまして、これを見ますと、さっきの３条の許可、いわゆる相続等も含めま

すと年間596件という数字になっていますので、委員がおっしゃっている相続以外で第三者の権

利設定となると、事業、利用権、いわゆる賃借なり貸借で農地を借りて耕すといった行為は一
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応利用権設定というところに当たるかと思います。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）そしたら、今後、農地に関して、本当は北九州よりも遠賀とかその他の、

北九州は農地が少ないからそんなに大きな問題になっていないかもしれないけども、今後、相

続が始まって、承継して、これから売却したいという場合、それから、今言ったように賃貸し

たいという場合が出てくると思うんですよ。そういった場合、窓口として農業委員会の機能と

いうのが僕は必要になってくると思っていますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 あと、最後に２件なんですが、１件は要望なんですけど。先ほどＴＳＭＣが来て、人件費が 

3,000円になったと。今、吉田幸正委員から人手不足だと。今度学研に大きな後処理の半導体の

企業が来て、またもしＴＳＭＣと同じような状況になると、中小企業、零細企業も経営してい

るんですけど、人件費は上げていきたいけど、売上げが上がらないと上げれないんですよね。

それって、例えば今言ったように人が足りないのに企業が来たら人の取り合いになってきます

よね。市外から全部戻ってきてくれるんだったらいいんですけども、そういった場合のことも

あるんで、ぜひこれは北九州全体のこととして考えれば、半導体企業が来るということは本当

にウエルカムでいいことだと思うんですけども、既に別に企業をやっているところは、経営者

の人というのは、今後の人件費、物価高も当然ありますし、大変なんで、そういうところの配

慮も企業誘致と併せて強い者と弱い者の支援もぜひお願いしたいなと思っております。 

 最後に、１件だけ聞きたいのが、決算と違うかもしれませんけど、来月、ＢＩＺＩＡ小倉で

すかね、オープンしますけども、今入居状況を御存じやったら、入居率が分かれば教えていた

だきたいと思います。 

○主査（渡辺徹君）ＩＴ産業誘致担当課長。 

○ＩＴ産業誘致担当課長 ＢＩＺＩＡ小倉は今年の７月にしゅん工しまして、その時点では、

ＩＢＭ、三菱総研ＤＣＳ、ウイングアーク１ｓｔとかが決まっており、約６割ということで公

表していました。その後、たちまして、いろいろと引き合いが多く、これまで以上に来ており

ます。そこで、引き合いもありまして、契約にもう少しでいくという企業も含めまして、大体

８割ぐらい進んでいると聞いておりますので、残り２割をしっかりと埋めて、我々も誘致をし

っかりとやっていって、半年、１年以内には全て完売という形に進んで、次のＢＩＺＩＡ、第

２、第３のＢＩＺＩＡを建てて、さらにＩＴ企業誘致を進めていくという好循環を展開してい

きたいと思っております。以上になります。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）課長が最後言われたことを僕も最後言おうと思ったんですけど、課長に

言っていただいたんで、ですから、そのためにはどうしたらいいと思いますか。 

○主査（渡辺徹君）ＩＴ産業誘致担当課長。 

○ＩＴ産業誘致担当課長 繰り返しになると思うんですけれども、鶏卵ですけども、建物、新
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築のオフィスビルがどんどんと建つと誘致を進めやすいと、誘致がどんどん進んで埋まってい

けば、新しいビルを建てることができるんだなというディベロッパーも増えていくと思います

ので、天神ビッグバンじゃないですけども、北九州市もそういったデジタル城下町みたいな感

じで展開していければと思っていますので、誘致をしてビルが建つ、誘致をしてビルが建つと

いう好循環を進めていければと考えております。以上になります。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）今年度中に100％に頑張りますと、ミクニさんと、というぐらい言って

いただけると次にもつながるなと思っていますんで、頑張っていただきたいと思います。 

○主査（渡辺徹君）企業立地・農林水産担当理事。 

○企業立地・農林水産担当理事 ＢＩＺＩＡの件で御質問いただきまして、現状、今課長が言

ったように８割ぐらいが大体埋まりそうじゃないかなというのがあります。我々もＩＴ企業も

ものづくり企業と並行してかなり力を入れて誘致しておりまして、やはりＢＩＺＩＡに入って

いただけそうな企業さんも何社かいらっしゃいます。ただ、やはり普通の北九州の相場に比べ

ると家賃が高いので、例えば東京から進出してきていただいた企業が一旦事業がどこまで成り

立つか、ちょっと１年、もしくは２年かけて検討したいという企業さんもいらっしゃいますの

で、当然その方々の事業が成り立てば、例えばＢＩＺＩＡが埋まった後でも、第２、第３のＢ

ＩＺＩＡの候補企業にもなりますので、我々はすぐに入っていただく企業さんも当然直接誘致

もしておりますし、考えていただく企業さんについては、小倉周辺とか黒崎周辺のオフィスビ

ルを御紹介しておりますので、そういった循環が生まれることで、都心に人が集まって、いい

にぎわいができると思っております。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）理事からお話しいただいたんですが、東京の企業もっていうことは、東

京事務所でもそういうＰＲをしていただきたいなと思っているし、そういったオフィスができ

ないと。北九州市の土地が上がっている理由は、基準値の発表がこの間あったと思うんですが、

マンション用地で上がっているということやから、マンションじゃなく、オフィスビルの需要

で、商業の需要で上がっていくとなるのが理想だなと思っておりますので、引き続きＢＩＺＩ

Ａ小倉にぜひ頑張っていただければと思います。よろしくお願いします。以上です。 

○主査（渡辺徹君）よろしいですか。 

 自民党さんはほかに。戸町委員。 

○委員（戸町武弘君）質問というより少し勉強させていただきたいんですけども、今、夜小倉

で飲んでいても、コロナが大体落ち着いたにしては何か寂しいなという気がします。そして、

タクシーに乗って、タクシーの運転手さんに今日はどうですかって必ず聞くんですけども、や

っぱりコロナから回復していないですという答えが大半なんですよね。その認識は市としては

どういう認識を持っているのかというのをまず聞きたいと思います。 
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 そして、村上委員の質問ともちょっとかぶるんですけども、商店街の活性化、これは私が議

員になって２期目ぐらいのときから本当に商店街を活性化しようという話をしていたんですけ

ども、どんなことをやられているのかなと思うと、今空き店舗へ入居するときの補助とか、大

学の学生や先生を入れた勉強会とか、そして、イベントですよね、こんな支援をされていると

思うんですけども、その他に何かこんな支援をしていますっていうのがございましたら聞きた

いと思います。以上です。 

○主査（渡辺徹君）産業政策課長。 

○産業政策課長 まず、１点目、コロナ後の景気、経済状況についてお答えいたします。 

 日銀の北九州支店が地域の経済概況、あるいは業況判断、こういったものを定期的に発表し

ておりますけども、足元では緩やかに回復をしているものの、回復のペースは鈍化していると

いうのが現状の判断でございます。コロナ禍からにぎわいを一部取り戻しているところもござ

いますが、なかなか本格的な回復までには至っていないといった状況でございます。 

 また、ＤＩ、業況がいいという答えから悪いというのを引いたものがＤＩでございますが、

引き続き最近はずっとプラスになっておりますので、やや明るさが見えてきているのかなとい

った状況でございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 商店街支援についてお尋ねいただきました。 

 委員お話しのとおり、空き店舗への支援でありますとか、イベント補助、あと先生方を呼ん

でというようなメニューを準備しておりますが、いろいろ話をしていきますと、後継者であっ

たりとか、商店街全体としても少し高齢化が進んでいるようなところもありますので、いかに

して次世代をつくっていくのか、そういったようなところを今各商店街を回りながら、ニーズ

といいますか、課題感を聞いているところでございまして、今期、来期以降はしっかり底上げ

といいますか、商店街の力を強くするような形、個店というよりも、商店街全体を強くする、

そのような形で展開できないかというのを今勉強しているところでございます。以上でござい

ます。 

○主査（渡辺徹君）すみません、ちょっとお昼が近くなりましたので、自民党さんではほかに

ありますかね。じゃあ、戸町委員の話をお聞きした後で。戸町委員。 

○委員（戸町武弘君）小倉の夜の景気なんですけども、どうなんですかね、例えば企業さんに

対して、せっかく暴力団対策も大体終えんしてきた、そしてコロナも収束してきているという

ことで、忘年会や新年会をぜひこの北九州でやってくれとお願いができるでしょうか。これが

まず１点ですね。 

 そして、本会議の中、一般質問でも中央町地区の再生について質問をさせてもらったんです

けども、小倉を除けば、多分どこの商店街も非常に厳しい状況がずっと続いているわけですよ。

一般質問の中でも、中央町商店街にどんな支援をしていますかと言ったら、イベントとか、大
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学の先生を入れた勉強会とかという話があったんですけども、もう何年こんなことをやってい

るのかなと。イベントをやり続けても、商店街は復活しないんじゃないのかなと私は思ってい

ます。もっと根本的な原因をそろそろ考え直さないと駄目なんじゃないのかなと思うんですよ

ね。それは、１つには、商店街の周りに、中央町しか知らないんですけど、八幡東区のことし

か知らないんですけども、住んでいる人が減ってきているっていう現状があるんですよ。そし

て、近くには大型ショッピングモールもできている、そしたらもうオーバーストア状態になっ

ているんじゃないのかなと、じゃあどうするのか。ここを商店街の方々と本当に話し合って、

てこ入れをしていくべきだと考えておりますが、この意見に対してもし見解がございましたら

ぜひ聞きたいと思います。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 ２点いただきました。 

 小倉のナイトタイムエコノミーといいますか、夜にしっかりお客様を呼ぶというところは大

変大事だと思っていまして、我々は今、堺町、鍛冶町の飲食店の方々とどういったことができ

るのか、古きよきスナックとかもいろいろありますので、どういった形で多くの人に来ていた

だけるのかというのを勉強して、今年、モデル的に観光コンベンション協会と連携してスナッ

クツアーなどもできないかなと、そういうことを考えているところでございます。 

 ２点目の中央町といいますか商店街につきましては、委員お話しのとおり、経済産業省にお

きましても、商店街を商業機能としてだけでいくというよりも、まちづくりと一体化していく、

多くの人が集っていく、そういうような新たな機能がないと厳しいんじゃないかというような

専門家の会合もなされているところでございます。そういったようなところも含めまして、今

多くの商店街と個別に勉強させていただいているんですけど、例えば小倉北区の黄金町とかも、

そのような問題意識の中で、今どういった形ができるのかというのを話しているようなところ

でございます。中央区商店街につきましても、理事長とお話をさせていただきながら、あの商

店街をエリアとしてどのような形が望まれるのかというのは、我々と区役所と、あといろんな

部署と一緒に話を進めていきたいと考えているところでございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）戸町委員。 

○委員（戸町武弘君）最後に要望ですが、局長、大きい企業を回って、忘年会、新年会をして

くださいとぜひ要望してください、お願いいたします。 

○主査（渡辺徹君）要望でよろしいですか。 

○委員（戸町武弘君）はい。 

○主査（渡辺徹君）じゃあ、ここでしばらく休憩いたします。再開は午後１時からよろしくお

願いします。 

（休憩・再開） 

○主査（渡辺徹君）それでは、再開します。 
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 休憩前に引き続き質疑を行います。香月委員。 

○委員（香月耕治君）私からは、企業誘致というか、ひびきののデータセンターの企業誘致に

ついてお尋ねいたします。 

 昨日も新産業の誘致ということで議論が白熱しました。１兆円とか10兆円とか、豆腐の安売

りではないんだけど、私は誘致に関しては極めて厳しい見方をしています。データセンターに

関してお尋ねいたしますが、約１年経過しましたが、その後のデータセンターの誘致の進捗状

況を教えてください。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 ひびきののデータセンターの件でお問合せがありました。 

 今の状況でございますが、事業者に問合せをしたり連絡を取っておりますけれども、建物の

建設だとか仕様を検討している段階で、まだ具体的なスケジュールを今詰めているという状況

と聞いております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）昨年、既に契約が終わったと、６ヘクタール、20億円の契約が終わった

ということでは、私はもう業者が決まったかなという、確定してそれなりの動きがあるかなと

思っていましたが、なかなか情報が入ってこないということは、大いに問題だなと思っていま

す。７月の半導体の後処理に関してはＡＳＥが仮契約をしたということで、これは理解はいた

しますが、既にもう20億円の契約金を払ったということであれば、もうしっかりとした今後の

スケジュールが決まっておかなくてはおかしいと思っていますが、その辺について当局はどう

考えるか、お尋ねしたいと思います。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 我々といたしましては、まず土地の売却が済みまして、今後、データセ

ンターを速やかに建てていただくと、地域の経済にも貢献していただくというところを望んで

いるところではございます。一方で、事業者の方にいろいろお話を聞くと、昨今の半導体のい

ろんなＡＩだとか、そういったところの急速な進展で、いろんな仕様の見直しも非常に急激に

進んでおりまして、そこを見極めながら設計をされているというようなお話を伺っております。

以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）新産業ということで、私もポジティブというか、前向きに考えています

が、契約ということではデータセンターの契約は間に不動産会社が入っていると聞いています

が、その辺はどうなんですかね。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 不動産会社というのではございません、それに当たるかというのはちょ

っとあれなんですけども、一般に事業スキームとして特別目的会社のようなものをつくって、
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その事業を推進するための専門の会社をつくって事業を運営するようになっております。以上

です。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）たしかＡＰＬ、アジア・パシフィック・ランドが推進していると聞いて

いますが、これはアメリカの会社であって、不動産会社であって、いろんなこと、土地の売買

を主業としているということなんで、その辺の間にＡＰＬが入ったという事情の説明をお願い

したい。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 ＡＰＬさんは不動産の開発とかを手がけていらっしゃる会社だと認識

しておりまして、データセンターに関しましても、今度専門のチームなんかを創設したりしな

がら事業を進めると伺っております。以上です。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）間に不動産屋、私も関わっているところでありますけど、不動産という

ことである意味なりわいをしています。ひびきのの土地の単価ですけど、先日、公示価格が出

ていましたが、それから比べたら大体半額程度と、安いんじゃないかという話をしましたら、

鑑定評価が出ていますということですけど、不動産屋が入るともう売買は任せるわけで、結局

利ざやが出ると。20億円で売りましたが、40億円で売れるということに私はなるんじゃないか

なと思っていますが、その辺の市の財産を安く売るということに関しては産業経済局としてど

ういう見解ですか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 土地に関してでございますけれども、今委員御指摘のありましたよう

に、土地に関しては不動産鑑定士、いろんな不動産には条件がございます、ここの土地に関し

ましては、通常の用途地域の上に地区計画というのがかかっておりまして、一定の制限がさら

にかかっている状況でございます。あとは、それぞれの土地について、大きさだとか、のり面

だとか、接道の状況だとか、非常に条件が異なります、ここを評価していただくのが不動産鑑

定士、資格を持った鑑定士にお願いをしているところでございます。 

 一方で、いたずらに延びているんじゃないかというようなお話もありましたけれども、事業

者の方からは４年以内の着工を目指すということでお話を聞いておりますので、そのように進

めていただければと我々も思っているところです。以上です。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）業者としては北九州の業者ならいいというわけではありませんけど、こ

れはアメリカの事業者なんですね、その辺のことを考えて。今制限をかけているというので、

ちょっとよく聞こえなかったけど、どういう制限がかかっている。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 
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○未来産業推進課長 ここの地域は、学研都市の中でも住宅地とは違いまして準工業地域とい

うところになっております。その上に地区計画というものがありまして、さらに建てられるも

のだとかの条件が上乗せで決まっております、そういった土地になります。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）４年以内にそういう企業誘致をするということですが、仮に４年以内に

誘致が実現しなかった場合はどうなるんですか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 そのときはいろいろと先方と協議をすることにはなろうかと思います。

我々としましては、今の時点では、４年以内に着工していただくということを期待しておりま

す。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）業界というか、不動産取引をする場合に、特に市っていうか行政が絡ん

だ場合に、いろいろな約束事があって、その期間内にしましょうねということになると、必ず

買戻し特約という契約を結ぶんですが、その点はどうなっていますか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 この場合も相互協議の上、買戻しができるような状態にはなっておりま

す。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）これは法的な処置なんで、登記しないといけない、登記はしているんで

すか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 データセンターの件についてお尋ねいただいております。 

 まず、これは事業主体というか、ＳＰＣという若松合同会社というのをつくっております。

実態としてはＡＰＬさんといろいろやり取りをさせていただいているんですけれども、ＡＰＬ

さんというのは不動産開発をなりわいとしているところでございまして、今回はそのＳＰＣを

つくりましてリスク分離をするということで、ＡＰＬさんと、実際にデータセンターをオペレ

ーションする部隊とか、データセンターを使う誘致部隊とか、そういった実態として動くメン

バーがそのＳＰＣに出資をしていると、そういう事業スキームだと聞いております。 

 そういうことでございまして、そこで今お売りしている土地が転売というようなスキームに

はなっていないとまず１つは理解をしております。 

 事業が今、課長が申し上げましたけれども、データセンターの仕様が変わっておりますので、

なかなか着工には至っておりませんけれども、そこは４年以内に着工というような条件をつけ

ておりまして、そうならなければ買戻しの特約という条項もきちんと整理しております。それ

は登記をしなければちゃんと有効ではないというのは承知しているんですけれども、すみませ
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ん、その点は今確認ができませんけども、一応そういう条項をつけているというところでござ

います。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）これはもう基本的なことなんで、取引の中の基本で、やっぱりいろんな

ことがありますよ。不動産取引だけじゃないけど、不動産関係者の中では千三つという言葉が

あります。分かります、千三つ。1,000回の取引があったら、話があって３つしか成立しないと、

そのくらいかなり流動的なというか、実現して終わらないと、最初の契約どおりにならないと

いうようなことが当たり前の世界なんですよね。そのために買戻し特約等々の制約をきちっと

つけるということが常識の話なんですけど、それはきちっとされているんですかね。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 申し訳ございません。適正に処理をしているはずでございますけれど

も、すみません、今確認できませんので、早急に確認をいたしまして、お答えさせていただく

ようにしたいと思います。申し訳ございません。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）これは当たり前の話なんよ。土地を動かすときに、しかも公の土地です

よ。これをいろんな形で流動的な話の中で、いろいろな権利を確保するために、これは市の財

産ですよね。先ほども言いましたように、少し安いなと。公示価格というのは取引価格ですよ。

それが公示価格の半分程度で売却されているということで、だから、もう成約になっているな

と、そういう条件になっているなということで理解していましたけど、１年たっても終わりま

したという報告はないし。今言いますように４年間の期限をかけていると。４年間とか10年間

とかいろいろありますよ、買戻し特約という、これは法律にのっとった登記事項なんで、これ

がないと第三者に通用しないというか。ということになると、所有者が結局どこに売ってもい

いわけですよ。だから、ＡＰＬの関連会社と聞いていますが、これは日本の会社じゃない。ど

こに売ってもいいというような不安定な状況にあるということは十分に認識しながら、だから、

先ほども聞きましたが、進捗状況はどうなっているんですかと。当たり前に私はデータセンタ

ー、ソフトバンクでもいいですよ、日本でいけばソフトバンクになりますけど、そういう業者

と鋭意話ができているのかなということで質問をいたしましたが、確認してみましょうという

ような事項ではないとは思っていますけど。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 買戻しの件ですけれども、契約書そのものは今手元にないんですが、

我々では、土地の返還とか、買戻しの特約を入れている状況でございます。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）これはどこで契約したのか、どこの部署で。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 
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○未来産業推進課長 当方で契約しました。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）そうやろ。それは解約の基本的な条項ということでは確認できないとい

うのは問題があるよね。 

○主査（渡辺徹君）じゃあ、答えられなければ、後で調べていただいて、御報告をしっかりお

願いします。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 すみません、そんなに時間かからずに、事務所に戻ればすぐ確認できる

と思いますので、それでお答えさせていただきます。申し訳ございません。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）これは前向きに考えていますよ。だから、しっかりとデータセンターを

誘致すると、そして、北九州市にメリットがあるような、利益があるようになるということは

最終的に考えていただきたいなと思っています。以上です。 

○主査（渡辺徹君）じゃあ、手配をお願いします。 

 ほかに、自民党さんはもうよろしいですか。 

 では、進行いたします。ほかにありませんか。じゃあ、ハートフル北九州さんから、三宅委

員。 

○委員（三宅まゆみ君）ありがとうございます、お願いいたします。 

 まず企業誘致に関連して、本会議でもそうですし、先ほどからもたくさん出ていて、ＡＳＥ

が北九州と仮契約ということでありますけれど、来るのではないかっていったときに、近隣の

中小企業にかなり影響があるだろうなと。たしか東北ですかね、ＡＳＥの日本本社っていうの

があるようですけれど、北九州はそこの何というんでしょうか、どういう形になるのかってい

うのをぜひお聞かせいただきたいと思うのと。 

 それと、来たときに、東北の採用の金額を見ると、そこまでは高くないんですね。ＴＳＭＣ

のほうがかなり金額としては高くて、ここの採用の金額だと、大卒で24万円とか、プラス２万

円ぐらい、こっちからすると22万円ぐらいから24万円というような、そんな感じなのかなと思

うんですけれど、そのあたり、まだお給料とか採用のこととかまでは詳細にはもちろんないと

思うんですけれど、どういう感覚でいらっしゃるのか。それによって、地元の中小企業の雇用

に非常に影響があると思うんですが、その場合に何かしら、例えば人手が足りなくなったとき

の何か改良する、機械化するなり、そういう補助金みたいなメニューが北九州にはあるのかど

うか、もしくはそういうのをつくるお考えがあるのかどうかっていうのを教えていただきたい

と思います。 

 それと、ＡＳＥさんがそもそも仮契約のところまで来たっていうのは、要は前の誘致が結果

的に駄目だった、たしか昨年だったですかね、１回ナンバースリーぐらいまでは入ったってい
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うような市長答弁もあったと思うんですが、ＰＳＭＣが駄目だったっていうことでありました

けれど、そこが駄目だったから、その後に誘致をしたのか、もしくは同時期に誘致をしていて、

結局そっちが駄目でこっちはよかったっていうことなのか、そのあたりが分かれば教えていた

だきたいと思います。 

 昨日、ファブレスの話が井上委員から出ていて、私もそういうのが来ればいいなとは思って

いたんですが、台湾だったら例えばメディアテックとか、そういう半導体の設計事業はそんな

に工場としては広くはないけれど、でもお給料とかも研究開発職とかは割と高いって伺ってい

るのですが、そういったところに既にアプローチとかをされているのかどうか、教えてくださ

い。 

 それからあと、以前に三菱重工のスペースジェット、ＭＲＪの話があって、三菱重工さんそ

のものがもうその事業はやめたよっていうことなんですが、その後、国が５兆円ぐらいをかけ

て新しく、１社だけではなくて、５社ぐらいとかと一緒になってこの研究開発をやっていこう

というような動きが出てきていますけれど、何かしらアプローチというか、三菱重工さんがそ

れに絡むのかどうかは分からないんですけれど、何かしらキャッチして、動きをされているの

かどうか、教えていただけたらと思います。 

 あと、今後の企業誘致を考えたときに、これから伸びる業界っていうのが、今既に宇宙開発

の部分はこの前も何かやっていて、去年も少し宇宙に関連するような動きっていうのはやられ

ているとは思うんですが、ここも三菱重工さんが結構宇宙の関係とかもあって、そういう部分

に既に北九州としてはアプローチとかをしているのかどうか。今少し北九州で情報収集みたい

なことは多分しておられると思うのですが、その状況を教えていただけたらと思います。 

 あと、ほかにも例えば伸びそうなっていうか、今からって言われるのが、メタバースとか、

ＭａａＳとか、医療とか、ＩＴ、エンタメ、介護、スマート農業、それと、私はやっぱりこれ

から空飛ぶ車というか、こういった、今車を製造しているところが空飛ぶ車を製造するように

なるのか、その辺はまた会社が別だったりとかするので分からないんですけれど、そういう製

造という、ずっと長年製造をやっている北九州としてはどんなふうに考えられるのかなと思い

ます。 

 空飛ぶ車と同時に、私は物流都市っていうことを考えれば、物流ドローンの拠点みたいなも

のが北九州にできたらいいなと思うのですが、昨年、こういった物流ドローンとかの何かしら

アプローチとかをかけてきたのかどうか。例えば、北九州空港に物がつきました。それを今は

飛行機から飛行機だったり、もしくは飛行機から船だったりとか、飛行機からトラックだった

り、それから、フェリーだったりっていうことなんですけれど、この先を考えたときには、飛

行機で届いたものをもうドローンで運んでいくっていうことも考えられるのではないかなと思

いますが、そういった動きを実際に何かしら昨年度もしくは今からやられるのかどうか、お聞

かせをいただきたいと思います。 
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 あと気になっているのが、今回のさっきＡＳＥの企業誘致の関係で、今後、これが伸びてく

ると、農地の問題が非常に少なくなってきて、食料自給率っていうのが下がっていくんではな

いかなっていう危惧も正直しています。農業の問題はこれからどういうふうに考えていこうと

されているのか、北九州の農業ということですね、昨年の状況も踏まえて、見解をお聞かせい

ただきたいと思います。以上です。 

○主査（渡辺徹君）ものづくり産業誘致担当課長。 

○ものづくり産業誘致担当課長 ＡＳＥに関するお問合せに関しましてお答えさせていただ

きます。 

 ＡＳＥジャパンと仮契約を締結させていただきました。ＡＳＥジャパンの本社は、御指摘い

ただきましたように山形県にございます。営業機能としては新横浜にあるというような会社に

なっております。実際北九州に何かしら事業ができるものができた場合どうなるかということ

に関しましては、今後、ＡＳＥさんの戦略の中で北九州をどう位置づけていくかというところ

によるかと思いますので、当座としましては、もう本社が山形県にあるということでまずは御

理解いただければと思います。 

 ２点目で、大卒初任給のような話も出ておりましたが、実際、御指摘いただいたように、私

も山形県は調べたこともございますが、じゃあ北九州に来た場合どうなるかということに関し

ましては、それぞれのローカルのマーケットによってまた変わってくる可能性もございますの

で、具体的にどういう金額なのかということは今の段階では承知をいたしておりません。 

 ＡＳＥに関しまして、昨年度、ＰＳＭＣが残念ながら誘致をできなかったということで、じ

ゃあＡＳＥはいつからだったのかということのお問合せに関しましては、ＰＳＭＣの誘致が残

念ながら駄目になった後から誘致を開始したということになっております。ただ、時期に関し

ましては、申し訳ございません、交渉に関することですので、お答えは差し控えさせていただ

きます。 

 あと、ファブレスということで、台湾のメディアテック等も取り上げていただいたんですけ

ども、ファブレスに関しましても、実際昨日の答弁でもありましたように、昨年、パワーダイ

ヤモンドシステムズが、学研のエリアに研究Ｒ＆Ｄ施設を開設するなどといったような動きも

出てきております。私どもとしては、ファブレスに関しましては、半導体産業を集積させてい

く中で、ファブレスのような設計を担う企業というものも同時に集積させていくというような

戦略の下でやっていきたいと考えております。 

 次の三菱スペースジェット以降の航空機産業に関しましてお問合せをいただきました。 

 確かに御指摘のように三菱スペースジェットの開発中止というのは非常に大きなターニング

ポイントだったかと思いますが、航空機産業を見ますと、航空旅客の需要が増えていくにつれ

て、航空機産業もマーケットとして伸びるというのがまず１点と、御指摘いただきましたよう

に、国では三菱スペースジェットで培った知識であるとかノウハウ、これが散逸しないうちに、
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日本の航空機産業をきちんと育てていくというような方向性で動いているということ、また、

３点目としましては、環境に優しい航空機ということで、新たな軽い素材を使ったりですとか、

水素で燃焼して飛ぶであるとか、いろんな航空機に関しての新たな技術を使った航空機産業の

需要というのは生まれていくと言われていますので、航空機産業という意味では、我々として

はポテンシャルがあると考えております。 

 北九州市としましては、航空機産業誘致促進事業というものの中で、福岡県航空機産業振興

会議というところに負担金を出しまして、いろんな会合であるとか総会を開催して、経済産業

省の航空部門であるとか、県内で航空機産業に参入したい企業様との情報交換などを行ってお

りまして、航空機産業についてもしっかりウオッチをしている状況でございます。 

○主査（渡辺徹君）企業立地支援課長。 

○企業立地支援課長 企業誘致のターゲットについて、例えば伸びる業界であるとか、メタバ

ース、空飛ぶ車のようなところもターゲットにすべきではないかという御意見についてお答え

させていただきます。 

 北九州市では、現在、産業振興未来戦略において、企業誘致の主なターゲットとしまして、

バックアップ首都の推進に資する本社機能、ＩＴ開発拠点、データセンター、それから、今後

の未来を担う重点分野として、半導体、次世代自動車、蓄電池、物流産業というものを現在の

ターゲットとして誘致を進めております。その先についてまだ具体的に定まっているところは

ございませんが、例えば水素自動車とか新たな産業になるものについても、北九州はもともと

ものづくりの町であったり、自動車産業は既に進行しているというところもございますので、

そういう親和性の高いような業種にターゲットを絞って、誘致をさらに進めていきたいと考え

ています。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）物流拠点推進室次長。 

○物流拠点推進室次長 物流ドローンの活用についてお答えさせていただきます。 

 まず、物流ドローンにつきましては、市で策定いたしました物流拠点構想の中にも、自動運

転トラックの運行支援と並びまして、ドローンの実証実験の支援といったものも掲げさせてい

ただいております。その中で、今実際にドローンを運用する事業者さんにヒアリングなどをし

まして、どういったことができるのかといったような話をお聞きしているところです。現在の

ところは、まだ技術的だったり、法規制の問題があって、なかなか町なか、都市部を動かすと

いうのは一朝一夕にはいかないというところは理解しております。その中で、物流事業者さん

ともお話しする中で、今はやりというか、今の段階としましては、中山間地、荷物が少量だけ

ど、運ぶにはトラック１台が２、３時間かけて行かなきゃいけないようなところ、もしくは離

島、そういったところでの活用をまず進めるといったところでございます。 

 そういったところで北九州市内に当てはめてみますと、北九州はある程度のトラックで物量

を運べているので、今すぐにそういったニーズがないとは聞いているんですけども、将来的に
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は物流ＭａａＳですとか、フィジカルインターネットといった文脈の中で、そういう自動運転、

もしくはドローン配送といったものが非常に重要なものになってくると思いますので、これか

らはまた国土交通省や経済産業省とも情報交換しながら、北九州でそういった都市部での適用

が活用される場合には、いち早くキャッチアップできるように取り組んでいきたいと思ってお

ります。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進担当課長。 

○未来産業推進担当課長 大規模な半導体の工場が来たときに、地元の雇用が影響して人材が

不足した場合の補助金等はあるかということですけれども、先ほども御説明させていただきま

したけど、市内中小企業の生産性向上だとか、業務効率化とか、そういったものを目的にいた

しまして、ＤＸ推進補助金というのを、昨年度も今年度も、令和２年度からやっておりますけ

れども、こういったものをやっておりますので、丁寧に説明していきながら、ぜひ地元の企業

にもたくさん活用いただければと思っております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）農林課長。 

○農林課長 農地の問題、食料自給率の問題や様々な問題を抱えている農業でございます。今

後、どういうふうにしていくかという御質問にお答えいたします。 

 午前中も少し御説明させていただきましたが、農家の数は減っております。大体20数％レベ

ルで減ってきている状況でございます。一方、農地というのはそのまま残っております。耕作

しづらい部分については耕作放棄地などとして残っている状況でございます。これまで新規就

農対策として、研修であるとか、国の交付金を使って新規就農を増やすための努力をしている

ところでございますが、なかなか思ったように新規就農の方が伸びないというところはござい

ます。今後ですけど、なかなか個人の農家さんだけに頼るというのは難しいと考えておりまし

て、法人の誘致であるとか、そういうところに取り組まないといけないなと考えております。

異業種からの農業参入であるとか、そういう部分で農地を有効活用していければいいなと考え

ているところでございます。 

 現在、例えば企業さんが農業参入する場合、ある一定規模の農地が必要になると思われます

ので、そのあたりの農地情報について情報を収集しているところでございます。その情報が収

集でき次第、企業さんにアプローチするなりというのは少し考えているところでございます。

以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）三宅委員。 

○委員（三宅まゆみ君）様々にお答えをいただきまして、ありがとうございます。 

 いずれにしても、早めに手を打つっていうことが大変重要ではないかなと。昨日も人脈のこ

とも出ていましたけれど、関係者を探していくっていうことも一つだと思いますし、実際にそ

ういう会社、まだ今は明確になっていないけれど、そういう会社にアプローチをしていくって

いうことも非常に重要なのではないかなと思います。北九州からよく来ていたからということ
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が一つの理由になって、結果として誘致につながるということもあるのではないかなって思い

ます。ぜひこれから伸びる業界、北九州もきちんと目標を立ててやっておられることは承知を

しておりますけれど、特にそういった企業へのアプローチというのをしっかり進めて、北九州

は製造業っていうのがすごく、これまでの歴史もあるし、それに裾野がいっぱいあって、産業

が今からＣＯ２の削減とかということで、大企業も少しずつ方向転換をしていくと、そこの協

力会社とかが結構この地で仕事ができなくなったりっていうこともあり得ると思っています。

そうしたときに少しずつ転換をしていくとかというためにも、そういった新しい企業、新しい

製造業がこちらに来るということが、結果ものづくりのまちとしてこれから先、未来永ごうま

でいくかどうかは分かりませんけれど、未来につながっていくのかなと思っていて、ぜひお願

いをしたいと思います。 

 物流ドローンに関しては、もちろん飛ばす拠点というよりも、これも製造の需要がたくさん

増えていけば、製造拠点みたいなものが必要だと思うんですね。そうすると、それをつくると

か、空飛ぶ自動車みたいなものも作るというところで、先々は普通の自動車に代わってそうい

うものが大きく伸びていくっていうことにも、もちろん自動車自体がなくなるということでは

ないと思いますけれど、需要が増えてくるのではないかなと。それが日本の場合、規制がいろ

いろあるので、今日言って、明日っていうことではないかもしれませんが、加速度的に今そう

いったものが進んでいる時代ですから、やはり早めに動いておかないと、こういったものもも

う取り逃してしまうんではないかなと思っています。 

 あと農家が今減っているっていう現状で、法人をこちらに誘致をしてということでいえば、

今回、いわゆる若松は非常に活況を呈していて、企業誘致もあれば、じゃあ農地の部分、もと

もと農地があるわけですから、農地としていわゆるスマート農業とかそういうのをやる、法人

とかでやるっていうと、切れ切れになってしまうとこれは使い物にならなくなるっていうこと

もありますし、あと北海岸の、観光はこの部署ではありませんけれど、今から商業とか、もし

くはそれもいろんな誘致っていうのにつながるのかもしれませんけれど、それも少し規制を緩

和してやろうって言っていて、この三つどもえを上手に配置していかないと、何か全部が中途

半端になってしまうのではないかなっていう危惧が若干あります。非常に将来楽しみになって

きてはいるんですけれど、そこを前提として少し考えていただきながら、どちらも、農業の誘

致も、それから、企業の誘致も進めていただけたらなと思いますけれど、そのあたりは何かお

考えがあれば。 

○主査（渡辺徹君）企業立地・農林水産担当理事。 

○企業立地・農林水産担当理事 今三宅委員のものづくりであったり、農業であったり、物流

であったり、様々な産業がいろいろクロスして、この町にどういうふうに効果が出るのかって

いうようなお問合せと認識して、お答えさせていただきます。 

 私は、企業誘致も担当しておりますし、農業も担当しております、物流も担当しております。
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簡単に申し上げますと、ものづくり産業と申し上げましても、今もう製造業もサービス化して

おりまして、サプライヤーだけではなくて、サポートであったり、ＩＴであったり、当然商社

とか、営業部隊であったり、非常に幅広くなっています。一方で、私どもはＩＴもやっており

まして、ＩＴもここに来たときに製造業とコラボしたりとか、農林につきましても、ＤＸ、Ｉ

Ｔで誘致した企業の中には、農業の何かお役に立ちたいと、そういったお声もたくさんいただ

いておりますので、幸いかどうか分かりませんけど、あまり力はないんですけど、私に一応情

報が全部集まりますので、最適化というか、それぞれの産業がこれから１次、２次、３次とい

う隔たりはもう大分低くなっていくと思いますので、うまく回るような仕組みを、今後、考え

ていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○主査（渡辺徹君）三宅委員。 

○委員（三宅まゆみ君）ありがとうございます。若松の御出身でもありますので、ぜひそのあ

たりしっかりと。後々、ばらばらになってしまうと使い物にならなくなってしまうんではない

かっていうのがすごくあって、もちろん民地ですから、いろんな御意向はあると思うんですが、

そこを上手に整理をしながら、この３つといいますか、ＩＴまで含めてしっかりと取り組んで

いただきたいと期待をしております。お願いいたします。 

○主査（渡辺徹君）奥村委員。 

○委員（奥村直樹君）何点かお願いします。 

 最初は、企業誘致に関してなんですけども、午前中はスタートアップの件で後追いをすべき

だという話を村上委員がおっしゃっていて、前もそういった議論があったと思うんですけど、

同じような意味で、誘致した企業も年々増えていますけども、誘致した企業が続いているのか

っていうのをまず把握していますかというのが１点目の質問です。 

 それから、これも午前中に言っていましたけど、人手不足がある中で、スタートアップで増

えていく、そして、企業誘致で求人も増えているというデータがあるわけで、ということは、

普通に考えるとどこかから人が取られていっているという見方もできるわけなんですけども、

そこはどのように考えていらっしゃいますでしょうかというのが２点目の質問です。 

 それから、３点目が、ＴＳＭＣの話もずっと出ていますけども、昔コールセンターの誘致が

はやったときに私は言ったことがあるんですけど、求人が増えることはいいことなんですが、

どういった求人が増えるかっていうのは町にとってとても大事だと思っています。コールセン

ターのときの話でいうと、要は管理者とか正社員が増えることはいいことなんですけど、それ

は例えば東京とかから来て、その下でオペレーターの方だけの求人が増えるってなってきた場

合に、北九州市のノウハウが蓄積されないとか、雇用の安定にはつながらないと、そんな話を

したことがあるんですが、ＴＳＭＣの話で熊本の知り合いなんかから聞くと、給料はいいんで

すけど、いい話ばかりではない話を聞きます。例えば、名前はエンジニアと言っているんです

けども、全然エンジニアの仕事はさせてもらえないとか、サポートエンジニアって名前で行く
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と、もうほとんど清掃をしたりとか、雑用ばかりだと、給料はいいんですけど、そういう形で、

その後の半導体の人材の蓄積とかにはつながらないような話も聞こえてきます。 

 ちょうど、この間、ダイヤモンド・オンラインさんなんかを見ていると、半導体業界ってい

うのは多産多死、たくさん産んでたくさん死ぬ、多産多死型の苛酷な世界だとか、あるいは別

のところで見たのは、アメリカで成功しない理由は、苛酷過ぎて、なかなか雇用、従業員さん

が合わないとか、アジアの人間は向いているんだみたいなことが書いてあったりとか。という

ことは、つまり結局きつい仕事を賃金の安い日本に押しつけているような形になってはいけな

いなと思っているので、幸いというか、ＴＳＭＣさんが熊本でこうやって始めて、蓄積、そう

いった情報も入ってくると思うので、ぜひ入手していただきたい。 

 これから企業誘致をする場合、国内の企業だとそれほどないかもしれませんが、海外企業に

なった場合っていうのは、そういう文化の違いとか、働き方の違いなんかもあるんだろうなと

思いますので、ぜひ情報を入手しながら、我が町、我が国の今後の人材育成につながるような

企業誘致にもしていただきたいと思います。例えば企業誘致した場合に何人求人という数字は

出ているわけですけど、それがどんな仕事なのかみたいなことまで、詳しくなくてもいいんで

すけど、行政として把握しているのかっていうのをお伺いしたいと思います。 

 次に、飲食店なんですけども、これも調査の中からの話なんですけど、平成28年との比較が

出ていて、恐らくコロナ前ということで出しているのかなと思うんですけども、その当時から

比べて事業所の数なんかは大分減って、700以上減っていると、従業員さんも減っているわけな

んですけど、売上げとかについては書いていないんですけど、その売上げはどうでしょうかと

いうのを１つお伺いしたいと思います。 

 それから、実際に町に出て感じるのが、小倉の都心部と、私はすみません、八幡のことはあ

まり分からないですけど、ただ門司で比べれば、タクシーの有無とか、そういうので随分差が

出てきているようにも感じるんですけども、飲食店のコロナ後の戻ってき方というのが地域に

よる差がどのぐらいあるのか、もしも感覚があればお伺いしたいと思います。 

 それから、次は商店街についてなんですけども、これも午前中にあっていました。商店街に

関する補助のメニューっていうか、支援のメニューは、聞いている感じだと店舗に対するもの

は空き店舗のこととかあるんですけど、店舗じゃなくて、商店街に対するものってあるのかな

というのを伺いたいと思います。各店舗は、究極的には民間の営利企業ですから、営利の業者

なので、自分たちがもちろん稼いでいかなきゃいけないわけですけど、商店街というのは一つ

のインフラであって、そこは商店街自体がもうかっているわけではなくて、インフラ維持に苦

労しているところが恐らくあちこちにあると思うんですけど、この商店街への何か支援という

のはあるのかというのをお伺いしたいと思います。 

 最後に、農業についてなんですけど、これも午前、午後と議論がありましたが、市として農

業がないと困ると考えているのかどうか。困ると思っているんであれば、なくなったら何が困
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るのかというのを、市として、考えをお伺いしたいと思います。以上です。 

○主査（渡辺徹君）企業立地支援課長。 

○企業立地支援課長 誘致に関連しましてお答えさせていただきます。 

 まず、誘致件数で誘致企業の数を毎年公表しておりますけれども、そのフォローアップ、把

握をしているのかという点につきましては、我々は企業誘致をした後のフォローアップも含め

て売りにしているところがございますので、基本的には伴走型ということで、誘致してきた企

業に対してフォローアップはしておるんですけれども、すみません、件数として５年前の誘致

件数がどうなったかっていうところは現在把握しておりません。 

 それから、進出してくる企業が増えれば、人手不足はさらに進むのじゃないかということに

対してでございますが、企業誘致の視点で申し上げることになるんですけれども、企業誘致を

していく上では当然北九州市は豊富な理工系人材がいるとかを売りにしている一方で、やはり

北九州市内だけで見ると人の取り合いというのは出てくると思います。九州全域で見ても、や

はり北九州っていうのは非常に利便性の高い、住みやすい町という評価がありますので、単に

北九州の中での取り合いではなくて、例えば九州全域から人が集まってきやすい町なんですと

いうことで誘致を進めておりますので、そういう意味では、人手不足についてはまだクリアし

ていきやすい地域だと認識しております。 

 それから、求人に関しまして、今後、ＡＳＥの進出が仮に決まったような場合に、海外企業

が進出してくるとなった場合の文化の違い等々が出てくるんではないかという御懸念でござい

ますが、これにつきましても、我々は進出してきた企業のフォローアップをしながら、しっか

り寄り添って、市内企業として定着していただけるように対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 それから、最後に、進出してきた企業さんの業種がどのような業種があるのかという点につ

きましては、例えば工場が来れば、管理部門もありますし、工場を動かすオペレーターの方も

いらっしゃいます。ということで、幅広い業種があります。小倉都心のＩＴ企業であれば、Ａ

Ｉエンジニアさんとか、東京並みの給料をもらいながら北九州で働くような形もございますの

で、業種については非常に多岐にわたっているという認識でございます。以上です。 

○主査（渡辺徹君）雇用・産業人材政策課長。 

○雇用・産業人材政策課長 人手不足、スタートアップ企業にしろ、一企業にしろ、進出した

り新たな企業が増えたりすると、どこかから人が取られるんじゃないかというお話でしたけれ

ども、雇用情勢の全体感でいうと、午前中申し上げた有効求人倍率は1.06倍ということで、求

人が２万に対して求職が大体１万9,000ぐらいの状況が今続いています。求人のほうが多い状況

です。 

 それで、私どもの人材確保支援につきましては、その立地した企業様、それから、スタート

アップに関わらず、総合的に取組を進めているところなんですけども、１つは御案内のとおり、
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就労支援施設による伴走型の支援で、企業様への就職を支援していること、それから、女性と

か高齢者の方々が働きやすい環境整備を整えるように、企業様を促すようなセミナーとかもや

っています。そうしたことが、中核的な人材の定着につながるだろうということで今やってい

ます。 

 それから、雇用の質の向上を高めたいということで、資格取得支援、短期的に取れる資格で

あったり、ＩＴ技術を学んでいただいたりとか、そういったものを御支援することで、市内企

業への就職を促していること。あとは、市内の企業様から最近よく言われるのが、なかなか市

内では、特に若者とか専門技術職が取れなくなってきているので、外からＵターンで人材確保

できないかという御相談はよく受けるようになってきています。ですので、今現在、Ｕ・Ｉタ

ーン応援プロジェクトを平成28年から進めていますけど、大体今年も230名ぐらいの方が就職、

マッチングできましたので、総合的に人手不足なんですけれども、少しでも緩和できるように

努力していきたいと思っております。以上です。 

○主査（渡辺徹君）産業政策課長。 

○産業政策課長 飲食店に関して、事業所数と従業員数の数値はあるけれども、売上高につい

てはどうかとかというお尋ねについてお答えいたします。 

 同じ統計調査ではないんですが、代わるものといたしまして、市内総生産の推移というのが

ございます。これは、産業分類別にある程度細かく出せるんですけれども、飲食業につきまし

ては、宿泊飲食サービス業というくくりになります。ですので、飲食店のみでの数値はござい

ませんで、さらに市内総生産で見た場合、サービス業というくくり、先ほどの中分類なんです

けども、このくくりになっております。同じ時期、平成28年度がサービス業というくくりでは

１兆1,690億円で、令和２年の直近の数字なんですが、それが１兆1,030億円となっております

ので、この間減少しているということが見えるかと思います。ただし、先ほど申し上げたよう

に、飲食業に限った数字ではございませんので、あくまで参考値となります。以上でございま

す。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 夜の地域格差というか地域差についてのお尋ねでございます。 

 我々も商店街、いろんな地域を回りまして、夜タクシーが減ったとか、人が減っているとい

うような話は伺ってはいるんですけど、それぞれを比較し得るような具体的な数字というのは、

今現在、持ち合わせていないところでございます。 

 続きまして、商店街の補助で、個店というか店舗向けの支援をやっているが、商店街全体と

して支援がどういったものがあるのかというようなお問合せでございました。 

 我々の商店街支援につきましては、まず商店街にはいっぱいお客様というか人を集めるのが

商店街の役割、あとはよいサービスとか商品を提供するのが個店の役割というような形で、人

を集める環境づくりというような支援をやらせていただいております。 
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 令和５年度におきましては、各種イベント、例えば夜市をやったりとか、また、イルミネー

ションをやったりとか、そういう商店街に多く集まるようなものに対して商店街向けに８件支

援をさせていただいております。 

 また、特にアーケードの改修とか老朽化、いろんな話が来ておりますが、そういったアーケ

ードの改修であったりとか、防犯カメラを設置したりとか、商店街全体の環境改善につながる

ような支援というのもやっておりまして、これは令和５年度５件というような実績でございま

す。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）農林課長。 

○農林課長 市として農業がなくなってもいいのかっていう御質問にお答えします。 

 農業っていうのは、私たちの農産物とかの食料を支える生産基盤でございます。安全・安心

な農産物を市民の皆さんに供給し、食生活を豊かにしているのが第一の目的だと思っておりま

す。また、それ以外に、農地や森林などにつきましては、洪水の防止や水源かん養などの多面

的な機能も有しています。また、農村景観であるとかにつきましては、市民に潤いや安らぎを

与える場所となっておりますので、農地がある限り農業は必要だと私は考えております。 

○主査（渡辺徹君）奥村委員。 

○委員（奥村直樹君）ありがとうございます。 

 １つ目から、企業誘致に関してなんですけど、九州全域からも集まってくるって話もあった

んで、それが回っていけば、今度は人口増加につながるわけなので、それはもちろんそうあっ

ていただきたいと思うので、今後も追っていただきたいと思います。追っていって、数字を出

していくためには、誘致した企業がその後どうなっているかっていうのをある程度分かってい

ないと、どの効果なのか分からなくなると思うので、それこそ皆さんの言う企業誘致の効果を

ちゃんと出すためにも、誘致してきた企業がどのくらい長くちゃんと続いているかっていうの

を追っていただきたいと思うわけであります。それが、例えば平均して３年以内には出ていっ

ているとか、潰れているとかとなったら、これは全然雇用の安定にも、それこそ人口の増加に

もつながらない話なので、そこら辺は大変かもしれませんが、うまくＤＸ等も使いながら、フ

ォローをしっかりしていただきたいと、これは要望させていただきたいと思います。 

 それから、さっきも私が企業誘致した場合の状況を把握していますかって言ったのは、業種

というよりか職種ですよね、職種とかどの層、さっき言った管理部門もあればっていう話があ

ったんですけど、まさにそんな管理部門がちゃんと入っていっているのかというのが分かると、

より効果が分かっていくんじゃないかと思いますので、そこら辺も、全ては難しいかもしれま

せんが、逆に企業とうまく連携を取っていただいて、聞けるところは聞いて、地元からどんな

人材がその企業に行ったのかっていうのが分かると、学生とか、求職する側も、こんな職種に

就けるんだっていうイメージをもっとよく持っていただきたいなと思います。例えばまたＴＳ

ＭＣの話でいうと、エンジニアといいながら、地元の台湾ではエンジニアのことを高級作業員
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って呼んでるみたいで、高給取りなんだけど、やっていることはもう作業員なんだとやゆされ

たりしているという話も聞いたので、それは実際どうか分かりませんけど、そういったふうに、

どんな仕事ができるのかというのがしっかり伝わることが大事だと思うんで、そこら辺もぜひ

把握していただきたいと要望いたします。 

 それから、飲食店は売上げが減っているということなので、比較する数値はないということ

だったんですけど、ここはこれから対策を打っていくためには、町ごとの違いは確実に見てい

ただきたいと思うんですよ。恐らく、推測ですけど足がない町はもう遅くまで開いていても仕

方がないんで、例えば営業時間が短くなったりしているんじゃないかなと思います。バスもど

んどん早くなっていますんで、そういったところの影響があるのかないのかによっては、支援

したりとかの考え自体が変わってくるはずなので、なるべく詳しく町ごと、今言った交通との

関連とかっていうのは分析していただきたいと思います。今数値がないっていうのは、せっか

く伸びてきている中で、例えば全体の売上げとかが伸びてきているから、よかったっていう話

には絶対にならないと思いますので、町ごとの違いというのをしっかり把握していただきたい

と思います、これは強く要望したいと思います。 

 それから、商店街アーケードの改修って話もあったんですけど、それを聞いて思い出したの

は、アーケード改修は非常に苦労されていて、額が大きいのと、組合を抜けて入らない店舗さ

んが増えてきたっていうことで非常に苦労したり、不公平感が出ているというのは聞いて、恐

らくこれから先、このアーケードを撤去するのか改修するのかっていうのは大きなテーマにそ

れぞれがなってくるんじゃないかと思います。何件か支援をしたというのはさっきありました

けど、具体的にはどんな予算規模だったり、内容とかで、どんな支援をされたのかっていうの

を教えてもらえますか。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 昨年度の実績で申し上げますと、例えば八幡東区の枝光本町のアー

ケード改修です。総事業費に対しまして、我々でその約１割に該当する99万円ということをさ

せていただいております。 

 また、魚町の商店街もアーケードの老朽化、あと塗装もしないと長もちしませんので、そう

いった塗装というところに御支援をさせていただいていまして、これが120万円の助成という形

でさせていただいております。 

 以上のような形、例えばあと八幡東では荒生田の商店街に防犯カメラを設置するよというと

ころに対しまして20万円、そのような形で合計で５件、260万円弱の御支援をさせていただいて

おります。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）奥村委員。 

○委員（奥村直樹君）そこでできたところは非常に助かった部分もあると思いますが、大がか

りな大改修になってくると規模が違って、恐らく市の支援もなかなか届かないと思います。そ
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こは国の情報とかも集めながらになると思いますが、しっかりフォローしていただきたいなと。 

 これ大分前ですけど、北九州市商店街活性化に関する条例ということで大分前につくりまし

たけども、そこにも必要な支援をと書いていますんで、そこはヒアリングしていただいて、継

続できる、これもさっきの農業と一緒ですけど、商店街が必要だと市が考えるんであれば、で

きることをしっかりやっていただきたいなと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 最後に、農業の件ですけど、もちろん大事だということも当然そうだと思いますが、食料基

盤というふうな考え方でいく、あるいは多面的機能ももちろん重要ですが、それも何かどちら

かというとどっちも国が本来考えることだと思うんですよ。だから、どうしても市の話で聞い

ていると、本当に残さなきゃいけないって考えているかなってなかなか感じるところがあって、

１次産業とはいいますけども、例えば米でいうと、もう売上げから利益ってほとんどないんで

すよね。それって産業なのかなというところがあって、市として本当に守らなきゃいけないと

思うんであれば、そこにはある程度のお金を、予算を入れてでもやらないともう残せないと思

うんですよ、もう限界だと思うので。今言った市として本当に残さなきゃいけないのかという

のは、いま一度本当に議論させていただきたいし、考えていただきたいと思います。 

 国としてはそりゃ必要でしょうけど、例えば北九州市の米の生産が仮にゼロになったとして

も、ＪＡさんにしたって何にしたって県単位で動いたりとか、国単位で動いていますから、具

体的にあしたじゃあ困るっていう話にならない。本当はなりますけど、意識としてもっと大き

な話にどうしてもすぐなってしまうので、そこは我が町のこととして考えるのであれば、また

そこを大きな話に行かず、地元の農業をじゃあどうするのかっていうのでできることをまた考

えていただきたい。どうしてもお金もかかるし、難しいことだと思うんですが、法人の誘致と

かもあるんですけど、法律上また簡単じゃないと思いますので、例えばそこを北九州市は特別

に何か融通を利かせるとかっていうのができますかね。法律があるから難しいかもしれないけ

ど、何かできますか、北九州で法人誘致はこういうことができますよとかってありますか。 

○主査（渡辺徹君）農林課長。 

○農林課長 法律の範囲の中で知恵を絞ってできることを検討していきたいと思っておりま

す。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）奥村委員。 

○委員（奥村直樹君）もうそうだと思います。具体的には、私の知り合いとかでも法人でやり

たいっているんですけど、全部法律の壁に相当引っかかるんですよ。じゃあ、北九州市が大変

だからといっても市でどうこうできないのはもう分かっているんですが、何かそこも知恵を絞

って、やる気がある法人さんが本当にしっかり動けるような体制を北九州発でできるぐらいの

気概を、また知恵を出し合ってやれたらと思うので、どうぞよろしくお願いします。終わりま

す。 

○主査（渡辺徹君）ハートフル北九州さんはこれで終わりですね。 
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 じゃあ、産業経済局から御報告はできますか、先ほどの自民党さんからの分は。未来産業推

進部長。 

○未来産業推進部長 先ほどはどうも失礼いたしました。 

 当時の資料と担当者に確認いたしましたところ、契約上、買戻し特約と所有権移転の規定は

ございます。登記なんですけれども、結論を言いますと、それはしておりません。というのも、

相対の協議の中で、実は、私の理解が不十分だったんですけれども、本件土地は現在、信託銀

行に信託されておりまして、市と今回契約を結んだＳＰＣ若松合同会社の間での義務が履行、

要はデータセンターができないと、それは信託銀行から譲渡されないというような契約を別に

結んでおりまして、それは市と信託銀行と合同会社の間で結んでいるというような形を取って

いるということでございます。この件につきましては、市の財産活用推進課とか法制課などと

も協議した上で、こういった形を取らせていただいたということでございます。どうも御心配

をおかけいたしまして、申し訳ございません。 

○主査（渡辺徹君）香月委員。 

○委員（香月耕治君）中身というか、今言われたことが完全に把握できなかったんで、後でゆ

っくり説明していただきたいと思います。 

○主査（渡辺徹君）じゃあ、よろしくお願いします。村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）契約の中には買戻し特約を入れているわけですよね。買戻し特約という

のは登記しないと第三者に対抗できないんですよ、主張できないんですよ。今信託の話をしま

したよね、信託とは全く別の話じゃないですか。これはどういうことですか、信託したという

のは、経緯を言ってください。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 本件を契約といいますか、する相対の協議の中で、こういった形を取ら

せていただいたということで、その詳細は……。 

○委員（村上幸一君）誰が誰に信託したんですか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 ですから、ＳＰＣ若松合同会社が信託銀行に信託をしていると。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）それは相手方の話でしょ。だから、市が買戻し特約をつけないといけな

いわけじゃないですか。それはＳＰＣと相手方の話だから、市との関係でどうするかというこ

とでしょ。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 そうですね、そういうこともございますので、市とＳＰＣと信託銀行の

３者で、そういった……。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 
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○委員（村上幸一君）いやいや、そしたら登記しなかったときに、買戻しというのは主張でき

るんですか、そこがポイントです。通常は登記することによって主張できるわけですよね、登

記しなくても主張できるという理解でいいわけですか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 登記をしなければそういった第三者の主張はできないと思いますけれ

ども、今回は相対の協議の中で、信託銀行さんも入って、こういった形で３者でこういう契約

を別に結ばせていただいたということでございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）それはいい、そこはいいわけですよ。だから、第三者にじゃあ譲渡した

場合、それは取り戻すことができるんですかと聞いている。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 仮に第三者に信託銀行が、譲渡があった場合は、そこは抵抗できないと

思います。そのときに、市とかは損害賠償請求、３者契約を結んでおりますので、損害賠償請

求といったような措置を取ることになろうかと思います。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）そしたら、もともとの契約の中で、データセンターの会社と市との契約

の中には買戻し特約をつけるとしてあったわけでしょ。それは契約違反じゃないですか。なぜ

契約したとおりにしないんですか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 説明が悪かったです、買戻し特約をつけるというような条項はございま

せん。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）ないわけですね。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 はい。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）最初、あるって聞いたから。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 申し訳ございません。買戻し条項はあるんですけれども、それに特約を

つけますというような条項はございませんで、今回は、先ほどから申し上げているとおり、市

とＳＰＣと信託銀行の間で契約を結びまして、要は市とＳＰＣさんがそこの債権債務を履行し

た場合は所有権を元に戻すと。それがない限りは信託銀行がずっと持つというか、所有し続け

るというような形を契約の協議の中でこういうふうな形をさせていただいたと。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 
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○委員（村上幸一君）簡単に答えてください。そしたら、買戻し特約は、登記することは契約

の中に入っていなかったということですから、それはじゃあ登記するということはできないか

もしれない。じゃあ、買戻しは契約の中にあるわけですよね。じゃあ、仮に第三者に売却した

場合、信託銀行ですかね、信託した会社は損害賠償請求に応じるということですか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 そのように理解しております。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）そうなると、この契約そのものはデータセンターの土地を購入した会社

じゃなくて、信託した会社との間に損害賠償の契約が生じることと同じということになります

よね。そしたら、そこからもらうわけですか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 所有権が信託銀行にある間はそういうことになろうかと思いますけれ

ども、事業期間がいろいろありますので、そのときに土地を持っている人がそこで契約義務を

履行しないということがあれば、例えばＳＰＣということもあるでしょうし、信託銀行が所有

権を持っている間に、その信託銀行さんが３者契約の義務を履行しない場合は、そこは損害賠

償請求ができると理解してございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）じゃあ、信託銀行は、要するにデータセンターのために信託しているわ

けで、データセンターが信託しているわけですよね、その信託銀行に対して、そういうことで

すよね。その２社との関係で、市はそもそも関係ないわけですね。信託契約と、そもそもそう

いうことでしょ。その中で、確認なんですけど、土地を第三者に、その話だったら売却するこ

とができますよね。例えば今の話だと、データセンターの会社と市との間の中でそういうふう

な契約では、第三者に売却してしまったら、これはもう取り戻すことはできないですよね、で

きませんよね。損害賠償しかなくなってくるわけですよね。そのときに、もう一回確認なんで

すけど、損害賠償の責務があるのはそのデータセンターの会社、それとも信託銀行ですか。 

○主査（渡辺徹君）まだ正確な調査ができていないみたいですね。村上幸一委員。 

○委員（村上幸一君）分かりました、後日また。 

○主査（渡辺徹君）そうですね、改めて。未来産業推進部長。 

○未来産業推進部長 申し訳ございません。 

○主査（渡辺徹君）じゃあ、ほかに。渡辺修一委員。 

○委員（渡辺修一君）お世話になります。私から２点。 

 まず、１点目が、企業誘致の中のオフィスリノベーション補助金について、ＩＴ企業に選ば

れるオフィス環境の整備を目的に市内オフィスビル等の改修を行うもので、継続事業であるん

ですけれども、令和４年度は交付実績がゼロ件で、令和５年度においては１件という、予算額
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に対して決算額もかなり低いんですけども、実情を教えていただければと思います。申請者は

あるけど、実質交付、通っていないのかとかを教えていただければと思います。 

 次に、雇用についてですけども、企業の若者の人手不足が深刻になっている状況で、インタ

ーンシップの推進事業を令和５年度も行っているんですけども、これも参加企業数が令和４年

度に比べて令和５年度が低くなっていまして、参加学生も少なくなっているという状況なんで

すけれども、マイナビの2025年度の大学生のインターンシップの全国的な実態状況調査という

のがありまして、これではかなり学生さんもインターンシップに参加して、自分が目指したい

企業を実施しているという状況なんですけれども、本市の状況をお聞かせください。２点にな

ります、お願いいたします。 

○主査（渡辺徹君）ＩＴ産業誘致担当課長。 

○ＩＴ産業誘致担当課長 オフィスリノベーション補助金について御質問いただきました。 

 この補助金ですけれども、ＩＴ企業に選ばれるオフィス環境の整備を目的に、市内の古いオ

フィスビルであったり、あと商業施設等の改修、具体的にはＯＡフロア化であったり、共用部

分、トイレとかの改修に対してビルオーナーに事業費の20％を交付する事業でございます。令

和４年度はゼロ件ということだったんですけども、令和５年度については、リバーウォークに

ＩＢＭさんが入る前に改修して、補助金680万円を交付いたしました。あと、もう一か所、リバ

ーウォークさんのＢＰＯオフィスをやる予定だったんですけれども、少し工事が延びて、年内

に完了できず、今年度になりました。今年度は予算がかつかつ、決算として出せるのかなと思

っております。 

 令和４年度とかも少なめであったのは、やはりＢＩＺＩＡ小倉、新しいオフィスビル自体が

できるということで、まだ事前に古いオフィスビルを改修するっていうことがインセンティブ

にならなかったのかなって分析しております。今後も、そういった商業施設を含む既存ビルの、

例えば商業施設であったり、オフィス環境であったりというのを新しく改修いただけるように

働きかけていきたいと思っております。以上になります。 

○主査（渡辺徹君）若者定着促進担当課長。 

○若者定着促進担当課長 インターンシップの今年度の企業、それから、参加者の減少につい

て、本市の状況についてお答えいたします。 

 北九州市のインターンシップは、文系、理系のインターンシップ、それから、課題解決型と

いうことで中長期のインターンシップを行っているところです。今年度は、昨年度に比べて少

なかったところの要因を我々も分析する中で、大学の方にお伺いしますと、やはり北九州市の

インターンシップだけではなく、民間のマイナビ様、リクナビ様のインターンシップがかなり

早い段階から進んでいて、そちらで申し込む学生様が増えたということと、それから、やはり

就職活動がかなり早くから始まっていますので、北九州のインターンシップが夏と、４年生直

前の３年生の春にやっているんですけども、もうその時点ではインターンシップというよりは、
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学生の合同説明会のほうに参加するということもあったようで、以上のことから市が実施する

ものへの申込みというのが減ったんではないかなと推測をしております。以上です。 

○主査（渡辺徹君）渡辺修一委員。 

○委員（渡辺修一君）ありがとうございました。 

 まず、オフィスリノベーションの補助金、小倉、市内もたくさん、もったいないような建物、

ビルが複数ありますので、しっかりまた周知して進めていただければと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 それと、インターンシップに関しまして、じゃあ市としては、学生さんに関しては増えてい

るっていうことで認識してよろしいんですよね、全体としては。 

○主査（渡辺徹君）若者定着促進担当課長。 

○若者定着促進担当課長 全体としてインターンシップに参加する学生というのは増えてい

ると思います。ただ、市のこの事業を活用してという学生さんが今回減っていると理解をして

います。以上です。 

○主査（渡辺徹君）渡辺修一委員。 

○委員（渡辺修一君）ありがとうございます。安心しました。 

 また、今、新規の大学生も就職活動をしっかり支援していただきたいんですけれども、一遍

社会に出て、再就職をしたいんですけれども、なかなかマッチングがいかなくて、就職しても

すぐ辞めたりとか、そういった社会人の方も多くて、今別の意味で騒がせている兵庫県では、

社会人向けのインターンシップっていう実証実験、お試し体験というのを令和６年度は行って

いるみたいなんですけれども、本市における社会人向けのインターンシップについて御見解を

お聞かせいただければと思います。 

○主査（渡辺徹君）雇用・産業人材政策課長。 

○雇用・産業人材政策課長 社会人向け、恐らく第二新卒というか、若者の早期離職率ってい

うのは３年後３割と市内の調査でもなっていまして、そういった方々を市内の企業様にうまく

マッチングする、接点を多く持っていただくという点で、社会人向け、そういった方々向けの

インターンシップも重要といいますか、効果的なやり方の一つだろうと思っています。今年度

から始めている事業で、中小企業が合同で人材を発掘し、それから、インターンマッチング、

インターンシップをやって、実際に就職に結びつけ、学生様、あるいは第二新卒の方を呼び込

むために、そういった方々が興味があるコンテンツ、例えばデジタルマーケティングを学ぶと

か、そういった学びの場も一緒に設けて、合宿なんかもやってっていうのを今ちょうど走らせ

ている途中でございます。その中で、今10社を超える企業様と40人を超える学生様、ほとんど

学生さんなんですけど、一部第二新卒の方もいらっしゃると思います、そういった座組みで回

しているところがございまして、そういった視点でも、今後、取組を進めていきたいなと思っ

ています。以上です。 
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○主査（渡辺徹君）渡辺修一委員。 

○委員（渡辺修一君）ありがとうございます。ミスマッチが原因で、なかなか企業さんも雇っ

たが、すぐに辞めてしまうというのが大きな課題になっていると思います。先ほどもありまし

た今年度取り組んでいる部分、また、Ｉ・Ｕターンで他県から本市に就職して移り住んでいた

だけるというところもしっかり取り組んでいるんですけれども、まずはちょっと帰ってきて、

その企業に１週間ぐらい体験してみて、就職するかどうか。また、この社会人インターンシッ

プは、１週間ぐらい違う企業で働いてみて、自分の能力がどれぐらいあるのかとかを測れると

いうメリットがあるみたいで、兵庫県も県知事が取り組んでいる大きな部分らしいので、しっ

かり勉強していただいて、本市も若い方で、一回社会に出たんですけれども、なかなかなじめ

ずに、家で苦しんでいる方はいっぱいいると思いますので、その垣根といいますか、社会に出

る垣根を少し低くできるような支援策をぜひともお願いしたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。私からは以上です。 

○主査（渡辺徹君）成重委員。 

○委員（成重正丈君）産業経済局と公営競技局にお尋ねします。 

 まず、物流拠点化で令和５年度のことなんですけども、アジアの物流ハブへの挑戦というこ

とで、つなぐ、運ぶ、支えるの中心へ、ということで、北九州市はもう陸海空に本当に恵まれ

ていますので、進めていただいています。 

 その中で、新規事業の拡充で、半導体サプライチェーンの構築調査事業のこの進捗と実績、

また、産業用地創出推進事業の進捗と実績、インベスト北九州推進事業の進捗と実績、未来を

拓く次世代産業の推進事業の進捗と実績と、それから、九州発貨物の集約拠点化支援事業で、

本市に集約された農産物を対象にフェリー輸送に係る経費の一部を支援したということで、こ

の令和５年度の３社、132件の実績を教えてください。 

 それから、公共交通っていうところで、雇用にもなるんですが、バスの運転手のことです。

交通局も減便で10％の削減ということで、バスの運転手さんがいない、西鉄バスも、北九州エ

リアはこの２社だけなんですが、西鉄もやっぱりいないってことで、なかなか今西鉄がやって

いるのが養成者ですかね、早めに大型２種の免許の制度も引き下げられたので、とにかく高校

卒業して、西鉄はバスに乗らずにいろんな事業を、御存じだと思うんですけど、経験してもら

って、バスに乗ってもらうということで、とにかくこの北九州市内で、今後、また高齢化にな

ると免許返納とかもなってきますし、どちらにしてもこの事業は守っていかなきゃいけないと

思うんですね。それで、この２社だけで考えるんじゃなくて、雇用という形で何か考え方があ

れば教えていただければと思います。 

 それと、せっかくゆめみらいワークがありますので、このゆめみらいワークで、西鉄でも交

通局でもどっちでもいいんですけども、アピールをしてもらって、子供たちに、中学生、高校

生に、バスの面白さというか、アピールをしてもらえないかなと思います。まだ全く交通局と
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も話していないんですけども、そういう取組をしていただければと思いますが、その考え方は

いかがでしょうか。 

 もう一つが、今度公営競技局ですが、地域貢献推進に当たり令和５年度に行った事業、それ

から、駐車場に今度公園ができると思うんですけども、その進捗状況をお聞かせください。私

からは以上です。 

○主査（渡辺徹君）物流拠点推進室次長。 

○物流拠点推進室次長 令和５年度決算につきまして、まず、半導体サプライチェーン構築事

業の進捗及び九州発貨物の集約拠点化支援事業の中身について御説明させていただきます。 

 まず、半導体サプライチェーン構築事業ですけども、これはＴＳＭＣが開業する等で、九州

において半導体産業が非常に盛んになってきております。そういった新しい産業について、北

九州のインフラを使った運び方、また、集約拠点化、そういったものをどういうふうなことで

できるのかということで、単に施設を造るだとかではなくて、まず物の流れ、例えばどういっ

たサプライチェーンがあるのか、そこには商流はどうなっているのか、商社とかはどういうふ

うに絡んでいるのかといったところを、メーカーさん等にヒアリングをしながら、北九州でど

ういったものが可能性があるのかっていったところを調査した事業でございます。 

 この中で、今年度は半導体のＴＳＭＣ自体がまだ操業していませんので、今年度につきまし

ては、この調査事業の中で１つポイントになると思われます半導体製造装置、これの集約拠点

化に向けた補助金等を今年度の予算で創設しておりますけども、そういったものに使っており

まして、そういった基礎調査を行ったところでございます。 

 もう一点、九州発貨物の集約拠点化支援事業でございますが、これは2024年問題に端を発す

るトラックドライバーの人手不足問題におきまして、一番影響を受けるのが、いわゆる長距離

を一気に走る幹線輸送、特に農産物ですとか、水産物っていうのは、産地から東京の大田市場

まで、大都市圏まで、もう１人の人が、なかなか法律的にどうなのかといったような運び方を

しているところが一番影響を受けるといったところで、そういったものを九州の中で日帰りで

きる、北九州の拠点に一旦運び入れてもらって、例えば10トンでも４トンでもいいんですけど、

そういったものをもうちょっと大きなパレット化して、省人力化して、トレーラーやフェリー

で大消費地に運ぶといったところの支援、そこに係る経費の支援をするところで、やはりいろ

いろと調べますとフェリー代というのは一番コストに乗ってくるというところで、そこについ

て支援をしているところでございます。 

 令和５年度につきましては132回運んでおりますけども、主に関西圏、もしくは関西を経由し

て東京に行くといったものが83件、それから、フルトレーラーを使いまして、トレーラーだけ

を東京方面に航送したものが49件の計132件となっております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）企業立地支援課長。 

○企業立地支援課長 令和５年度の２件の企業誘致に関する取組について説明させていただ
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きます。 

 まず、産業用地の創出推進事業につきましてでございます。 

 これは、非常に企業のニーズが高まっています産業用地をいかに生み出していくかというこ

とを昨年度検討してまいりまして、企業の意向調査をしまして、それを踏まえまして、よりニ

ーズの高い産業用地の適地エリアを抽出しました。これを踏まえまして、今年度７月に地域未

来投資促進法を活用したエリアの公表をして、さらに推進していくという流れにつながってい

るというところでございます。 

 それから、インベスト北九州推進事業につきましては、これは企業の経営層へのアプローチ

ですとか、首都圏での本市企業誘致に関するプロモーションを強化するということが目的でご

ざいまして、１つは東京での企業誘致活動経費、旅費とか、そういったものと合わせまして、

首都圏でのプロモーションの強化ということで、昨年、北九州市としては初めて東京での企業

誘致フォーラムを開催しまして、約150社、200人の参加者に北九州市のポテンシャル等を聞い

ていただく場をつくることができたということでございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）若者定着促進担当課長。 

○若者定着促進担当課長 公共交通に関して、バスの運転手の雇用の確保でゆめみらいワーク

でＰＲしてはどうかというお話です。 

 昨年度ですが、ゆめみらいワークは9,000人以上の来場がございました。バスに関してですけ

れども、昨年度は、北九州市交通局様に御出展いただきまして、ＥＶバスの展示とか、試乗体

験なども行って、たくさんの学生様にバスについての親しみを深めていただいたというところ

です。 

 今年度についての出展は、今出展者を募集して調整中ですので、把握ができておりませんけ

れども、確認をして、今後、どのような対応ができるか、検討していきたいと思っております。

以上です。 

○主査（渡辺徹君）地域貢献室長。 

○地域貢献室長 公営競技の地域貢献について御答弁申し上げます。 

 まず、公営競技の地域貢献といたしまして、最たるものは、収益金を一般会計に繰り出して、

その収益金を元に地域や社会に貢献していくということが大きなところでございます。 

 それと、そのことを広く発信して、市民の理解に広げるということが非常に重要でございま

す。そのためのソフト面での取組が大きく２つございまして、１つはイメージアップにつなが

る事業の実施ということでございます。具体的には、子育ての面では子供食堂、また、乳幼児

をお持ちの親子に向けた様々なリズム遊びなどの教室、それから、教育支援といたしましては、

作文とか工作、また、漫画、絵画、そういったものの教室やスポーツ教室、コンサートなどを

行っております。 

 それと、共生社会の御理解を深めるということで、パラスポーツに関する教員向けや小学生
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向けの教室を開催するといったことを行っております。 

 それから、もう一つは、地域貢献していますよということを知っていただくという意味でＰ

Ｒ広告等を行っております。各区におきます様々な祭りやイベント、そういったもの、また、

媒体等を使いまして、チラシ、看板、のぼり、ノベルティー、それからまた、ＳＮＳの発信等

によりまして広く皆様に情報を発信しているところでございます。 

○主査（渡辺徹君）ボートレース事業課長。 

○ボートレース事業課長 ボートレース場で行っておりますハード事業についての地域貢献

のことをお答えさせていただきます。 

 現在、ボートレース場の駐車場、東スタンド棟前なんですけども、そちらの駐車場を活用い

たしまして、約１万平米ほどの広さの公園、パークを造ってございます。この事業につきまし

ては、令和４年に基本設計を行いまして、昨年度、実施設計を行っております。一部は公園化

するための土木工事を令和５年度で契約をしまして、令和６年度、現在、土木工事を進めてご

ざいます。今後、今年度はパーク、公園の造成工事を来年度の上半期で行いまして、それから、

上屋の建屋、そういうのを今年度の下期から来年度上期に向けて建築工事にかかっていきます。

それが大体終わりまして、令和７年度中に一部供用開始をしていきたいと思っております。以

上でございます。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 未来を拓く次世代産業の推進ということで御説明をさせていただきま

す。 

 こちらは、地域産業の高度化とか、新たな産業の創出におきまして、学研都市を中心に、半

導体とか宇宙産業、それから、次世代自動車みたいな先進的な産業を育てていくということで、

研究開発の拠点化とか人材育成に取り組んでいるところでございます。 

 具体的に申しますと、例えば半導体産業の今課題となっております人材育成講座を開催いた

しました。こちらは200人以上の受講者の方に講座を開催しましたり、はたまた宇宙産業につき

ましては、宇宙を進めていくに当たりましての仲間づくりということでネットワークをつくり

まして、一方でまた、いろんな宇宙のことを知ってもらうというようなセミナーを開催するよ

うなこともやっております。 

 また、加えて、研究開発、特にこういう未来産業に特化した研究開発の支援というのをやり

まして、こちらも７件の採択をしております。この中には、宇宙の案件ですとか、自動運転の

実証だとか、そういった研究開発を支援したところでございます。以上です。 

○主査（渡辺徹君）成重委員。 

○委員（成重正丈君）ありがとうございました。物流拠点として、私も12月に港湾で拠点化の

お話をさせていただきましたけども、今おっしゃっていただいたとおり、雇用にしても、半導

体にしても、未来産業にしても、いろいろ多分中心地になり得るところまで来ておりますので、
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さらに力を入れていただいて、令和６年はもう始まっていますけども、令和７年も好調だと思

いますので、引き続き集約をしていただければ、また、海外からも集約もしていただければと

思いますんで、よろしくお願いいたします。 

 それから、先ほどのゆめみらいワークの件ですけども、昨年はバスのＥＶとか、そちらのほ

うだったと思うので、今度は雇用ですよね、バスの乗務員というか、そちらをどうにかできな

いかなと思って、なかなか多分どこの都市も苦労していると思うんですが、何か突破口を開け

るような、中学生、高校生が興味を持つようにしていただければと思います。交通局の方がお

っしゃっていたことが、自分の夢はバスの運転士になりたかったという、それで夢がかなった

という、それでもいいなと思いますので、9,000人も来れば、そういうふうな方も何人かいらっ

しゃるかと思いますので、人材をまた見つけていただければと思いますので、よろしくお願い

します。 

 それから、公営競技局もありがとうございました。昨年も八幡東区でまつり大集合をやりま

して、予算も出していただきまして、本当に盛り上がった次第であります。そういうところに

もハード、ソフト面でも、各区の事業とかにまた使わせていただければと思いますので、こう

いうのを楽しみにしていますんで、よろしくお願いします。以上です。ありがとうございまし

た。 

○主査（渡辺徹君）岡本委員。 

○委員（岡本義之君）私からは、産業経済局に２点質問させていただきます。 

 北九州市の企業立地ガイドのサイトには、市の産業をものづくりのまちということで紹介し

ている一文がありまして、そこには、115年以上にわたり日本の産業拠点として発展した歴史か

ら、自動車、半導体、素材、部品等を中心とした産業が集積、高度化しており、近年、注目さ

れている環境エネルギー産業も多く立地しているって紹介されています。この市の産業につい

て、昨年７月、産業経済局が中心だと思いますけど、第１回の北九州市未来産業創造会議が開

催されたと思うんですが、その中で、産業について現状を次のように分析して、５つあったん

ですけど、１つは、北九州の産業の現状分析として経済の停滞を上げています、２つ目が、低

い労働生産性、３つ目が、基幹産業である製造業の伸び悩み、４つ目が、人材不足の深刻化、

それから、５番目が、負のスパイラルに陥っているというような分析をされている中で、令和

５年度事業として、市としては北九州市産業振興未来戦略を策定されたと思うんですが、令和

６年３月策定されておりますが、その初めのところで、武内市長は次のように述べられていま

す。ちょっと長くなりますけど、引用したいと思います。 

 北九州市が持つとてつもないポテンシャルを開花させることにより、稼げる町の実現を目指

す新たな産業振興戦略を策定したと。この戦略は以下の３つの柱で構成されています。 

 第１に、地域企業の成長、発展と高付加価値化戦略です。中小企業は北九州市の産業の基盤

です。中小企業の経営基盤の強化を図るとともに、デジタル技術等を活用しながら、製品、サ
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ービス、ビジネスモデルを変革し、高付加価値企業への成長、転換を促進します。 

 第２に、産業の裾野を広げる成長産業創出戦略です。地政学リスクや自然災害、基幹産業の

構造変化など、経済に与える影響を緩和するレジリエントな産業構造を実現するため、未来産

業、グリーン産業やＩＴ産業、健康・医療等の課題解決型サービス産業など成長産業の創出や、

スタートアップとの掛け合わせ等による地域企業の成長産業への進出促進を図ります。 

 第３に、民が主役の資源活用戦略です。北九州市が誇る陸海空の充実した物流インフラや次

世代エネルギーの集積など、恵まれた資源を民主導で最大限活用するため、一つ一つの点では

なく、線や面としてつないで開花させますと述べられています。 

 先日、ある会社の社長さんとお話ししたんですけども、武内市長も精力的にいろんなどんど

んどんどん新しいことや記者発表して頑張られているけど、本来、私たちみたいな製造業とし

てこの北九州を支えてきた企業に対して、稼げる町と市長は言っているけど、もっと私たちの

ようなところにお金を落とすという取組を精力的にやってほしいっていう要望をいただきまし

た。こういう声に対して、産業経済局としては今どう思われているか、意見をお聞かせくださ

い。 

 それから、ちょっと話が長くなって、短めにしますけど、最近、いろいろニュースになった

話の中で２人の人物のことなんですけど、たまたまこの２人ともが私の戸畑高校の先輩でして、

１人は国際体操連盟の会長の渡辺さんという、あのコロナのときに総合体育館で世界体操もや

っていただきましたけど、この方がＩＯＣの会長に立候補したと。バッハさんから非常に信頼

されている方ですので、大変な国際情勢の中で受けられることも大変だと思いますけど、頑張

ってほしいなと思います。 

 もう一人が、資さんうどんがすかいらーくグループに買収されたっていう話で、先代の社長

さん、大西章資さんも戸畑高校の先輩ですが、東京に進出したかと思ったら、世界の資さんに

なるのかなという期待もありますが、一方で地元の戸畑ですから、戸畑からぜひあの味を残し

ていただいて頑張っていただきたいと思っているんですけど。 

 何でこの話をしたかというと、皆様も生まれてこのかた、子供の頃から大人になるまで地元

で育った中で、もう忘れられない味とか、絶対になくなってほしくないお店とかがあるんだと

思うんですけど、商店街がどんどんシャッターが閉まっていく中で、そういったお店もなくな

ってしまうということもあるんではないかと。私も戸畑で絶対なくしてほしくなかったのは、

名前出しますけど、山庄というお菓子屋さんがありまして、磨墨という、どこにお土産で持っ

ていっても喜ばれるお店があったんですけど、職人さんがもういなくなっていくということで

廃業しました。それから、戸畑ちゃんぽんの有名な蒸し麺、幾つか麺はあるんですけど、そこ

の麺が僕は大好きだったんですけど、ここの製麺会社も廃業しちゃったんですね。 

 何が言いたいかといいますと、そういう規模的には小さい中小企業とか零細企業かもしれま

せんけど、地元の住民たちが愛した、ぜひ残してもらいたいと思えるような中小企業は何とか
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事業を継承していただいて、残ってもらいたいという思いがあります。そういったところが、

北九州市のどこどこに相談したら、広くこういう企業の後継ぎがいません、やりたい人はいま

せんかと呼びかけてもらうような仕組みをつくれないかなと。それがまた、結構今商店街がど

んどん、商店街から離れていろんなところに転々として、皆さんに人気のあるお店はずっと生

き残って頑張っているんですね。そういったことも含めて、ぜひそういった仕組みをつくって

いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。２点よろしくお願いします。 

○主査（渡辺徹君）産業経済局長。 

○産業経済局長 今岡本委員から御質問をいただきましたけど、地元の企業にもっと投資をし

てもらえないかというお話だったと私は理解しましたけれど、基本的には今委員のおっしゃる

とおりで、地元の方の成長っていうのは極めて重要だと思っています。私どもとしては、基本

ＧＤＰを上げないといけませんので、成長というキーワードはすごい重要視していまして、や

はり大きくなりたい、拡大したい、売上げを上げたいという方は全力で御支援をさせていただ

くというのは基本的な考え方です。 

 ただ、産業経済局としましては、それと並行して、今日もいろいろ御懸念いただいています

けど、セーフティーネットというか、今日も融資の話が出ましたけど、そういったものもしっ

かりやっていかないといけないということで、そこをうまくバランスを取りながらということ

を考えておりますので、今おっしゃったようなことで、いろいろ御意見がおありだと思います

けど、ぜひ我々としても全力で御支援させていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお

願いいたします。 

○主査（渡辺徹君）中小企業振興課長。 

○中小企業振興課長 事業承継の関係でお尋ねいただきました。 

 今テレビ等でも、Ｍ＆Ａですか、事業承継が盛んに取り上げておられておりまして、社会的

な認知も広がってきたところだろうと思っております。テレビ等で報道されて、Ｍ＆Ａの仲介

事業者、これは規模の大きいところがメインで取り扱われておりまして、小規模な事業者さん

が乗れるようなビジネスモデルにはなっていないというところで、北九州市も、あと県の事業

承継・引継ぎ支援センターも、そういったビジネスベースに乗らないような事業承継について、

セミナーを開催して、また、事業承継に係る費用を助成してみたりとか、専門家の相談を受け

付けてみたりということで、何とか後継者不在で廃業すると、廃業して雇用を失ったりとか、

また、売上げ、ＧＤＰが下がったりというようなことがないように取組を進めております。 

 今年度からの取組なんですけども、基本的に事業承継で後継者がいないということで後継者

を探されている方ですとか、あの事業、あの会社が欲しいけどという買手側のリクエストです

とか、双方の御意見はあるんですけども、もう一つが地域の方、いつの間にかなじみの店がな

くなっていたというようなところも地域の資産としては寂しいというところもございまして、

今年から、北九州と一緒に後継者探しをしませんかというところで、民間事業者が運営してい
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るサイトになるんですけども、ｒｅｌａｙというサイトで、オープンネーム、自分のお店はこ

んなお店ですというところで、後継者側から事業を募集する仕組みですとかというところのサ

イトをｒｅｌａｙという会社と連携して立ち上げさせていただきました。 

 この立ち上げと同時に、ちょうど今アンケートを取っているんですけども、御自身、周りの

お店ですとか御存じのお店とかで、なくなったら困るお店とか、後世に残したいお店というも

のがございましたらぜひ北九州市に御紹介くださいと、中小企業振興課までお知らせください

ということでチラシをお作りして、また、サイトで情報を今ちょうど募集しているところでご

ざいます。そこで集まった情報を基に、また個別の個店の商店主さんであったり、事業者さん

にこちらからお声がけして、事業承継をお考えになりませんかとか、そういったアプローチを

かけていって、地域の名物店ですとか、なじみのあるお店ですとかの火が消えないように取組

を進めてまいりたいと考えております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）岡本委員。 

○委員（岡本義之君）どうもありがとうございます。事業承継につきましては、そういうサイ

トをつくったということとか、どんどんＰＲしていただいて、たくさん利用してもらいたいの

と、また、市民の方にもそのサイトに応援メッセージを入れてもらうとか、そういったことも

できるようにしていただければ、ああ、こういうお店がそうなんだなっていう形になっていく

と思いますし、いっちょやったろかとかという後継者が出てくるかもしれないんで、うまく活

用していっていただきたいなと思います。 

 それから、製造業を中心とした地元の中小企業の話に関しては、ぜひともそういった経営者

の方たちと市長との意見交換みたいなのをどこかで、大変忙しい方ですけど、実現していただ

いて、そういう生の声を直接聞いていただきたい。やっている分はあると思いますけど、さら

にその辺を前に進めていただきたいと思いますので、お願いして終わりたいと思います。以上

です。 

○主査（渡辺徹君）よろしいですか。 

 ほかに。本田委員。 

○委員（本田一郎君）よろしくお願いします。先ほどから奥村委員からも出ましたとおり、農

業のことについていろいろ私も同様に質問させていただきます。 

 農業振興は国の根幹でもありますし、本当に国が責任を持って進めていかないと厳しい状況

が続くと思いますけれども、今回、私はもっともっとコンパクトな範囲での話を２点させてい

ただきます。 

 まず、１点目が、これも継続事業になっているんですけれども、未来の農業スマート化推進

事業の国のスマート農業加速化実証プロジェクトを活用し、北九州市の農業形態に即したスマ

ート化推進事業を実施したということですけれども、まず、これの目的と成果を教えてくださ

い。 
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 ２点目が、スマート水産業推進事業に関してです。 

 これも主な漁場を中心に各種音波探知機を用いて調査を実施し、ＧＰＳ普及以前に設置され、

詳細な位置が不明であった魚礁等の位置情報及び集魚状況を確認し、ＧＩＳデータとして記録

したということで、令和３年から令和４年が人工魚礁群の位置情報等の記録が70か所で、令和

５年度が121か所ということですけれども、この件に関しましても目的と成果を教えてくださ

い。以上２点お願いします。 

○主査（渡辺徹君）農林課長。 

○農林課長 スマート農業の目的と成果についてお答えいたします。 

 農業の現場におきましては、農家の労働力不足でありますとか、農作業負担の軽減、経営の

効率化などに対応するため、ロボット技術やデジタル技術など、スマート技術の導入が進めら

れているところでございます。ただ、北九州市においてはなかなかスマート技術の導入が進ん

でいないという実情がございます。 

 そこで、令和４年、令和５年の２か年間でございますが、国の実証プロジェクトに取り組ん

でいるところでございます。このプロジェクトの具体的な内容でございますが、今までは個々

の農家の方は農作業をスポット的にお願いする方を指導して、囲い込んで、自分のほ場で手伝

ってもらうという形が取られておりましたが、その農作業のパートタイム労働力っていう方を

みんなで共有しましょうということで、農事センターで研修を行いまして、個々に持っている

農作業のスキルをデータベース化して、ウェブ上で農家の方が自分はこの日にこういう作業を

頼みたいんだって言ったときに、その農作業サポーターの方が、ああ、私がじゃあ手伝いに行

けますよというマッチングできるような取組を行っております。 

 それともう一点が、直売所の売上げデータの活用ということで、通常コンビニなんかでＰＯ

Ｓデータという、誰がどういう商品を買っていくかというデータを分析して、その商品を置く

というようなことをやっていますが、直売所においてそれがなされていないという状況がござ

いましたので、農協の直売所のデータを分析して、出荷している農家の方にそのデータを個々

にスマホで見れるような状況にいたしました。そのデータを見て、農家の方が作付したり、出

荷計画を立てて、単価のいいときに出荷できるとか、ほかの人の単価を見ながら自分で値づけ

をするとか、そういう取組を進めたところでございます。 

 実績といたしましては、農作業サポーターにつきましては18人育成することができました。

２年間で111回のマッチング、農家の方とそのサポーターが実際に作業した数になります。 

 それと、直売所データの活用につきましては、夏作のトマトの売上げが、2020年比で39％上

がったというデータも出ておるところでございます。この実証の結果を今後、ほかの農家の方

にも横展開で広げていきたいということで、農協さんであるとか、関係者の方と協力して進め

ているところでございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）水産課長。 
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○水産課長 水産課にスマート水産業の目的と成果ということで御質問がございました。 

 今まで漁業者は、漁をする際に、経験や勘で漁場に行くことが多くございました。そこで、

実際に漁業に使う魚礁や天然礁の漁場がどこにあるのかっていうのを正確に今調べているとこ

ろでございます。 

 過去の漁場のデータも一部あるんですけども、古過ぎて、現在のＧＰＳに対応していないの

が大部分でございます。そこで、漁業者が、現在使用しているＧＰＳ、あとスマートフォン等

に対応できるようなデータを蓄積して、漁業者に伝えることで、効果的に漁業ができるように

と考えて、今事業を実施しているところでございます。 

 昨年度の調査の実績ですけども、先ほど委員がおっしゃっていましたように、121か所の現地

調査、これは水産大学校の調査船を使って、あと浅いところは漁船を使って調査をして、今ま

でトータルで191か所の調査を行っています。ただ、まだまだ調べたい天然の漁場、それと、魚

礁がまだまだ残っておりますんで、それを調べて、よりよいものにして、漁業者に提供したい

と思っています。 

 これにより、データが漁業者に渡ると、今まで新規参入がなかなか少なくて、新しい方って

漁場が分からなかったと思うんですけども、そういった方も実際に漁場に行くことができると

いう大きなメリットが１つございます。 

 それと、もう一つは、今まで漁場にたどり着くまでに、ベテランの方でも何か所か漁場を転々

としながら行っている間に結構時間がかかったりとか、燃料費がかかったりっていうことがあ

ったんですけども、それが一直線にいい漁場に行けるようになれば、時間の短縮と、高騰して

いる燃料費の削減にもつながるということで、そういったことに取り組んでいるところでござ

います。このため、しっかりとデータ収集を今のところはして、よいデータを漁業者に提供し

たいと考えています。 

 今年なんですけども、先ほど申し上げたように191か所ということで、まだあるんですけども、

数人の漁業者にテスト的にちょっと使っていただいて、よりいいところ、改善が必要なところ、

その辺を教えていただいて、システムをバージョンアップして、よりいい形なったものを漁業

者に提供したいと考えております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）本田委員。 

○委員（本田一郎君）御答弁ありがとうございます。 

 まず、農業のスマート化推進事業ですけれども、これが北九州の農業形態に即した事業とい

うことですね。国の指針等であれば、もともとスマート農業化っていうのが、ロボット、ＡＩ、

ＩｏＴ等の最新技術を活用するとか、生産性向上、人手不足に対応するという形なんですけど、

こういったことっていうのは市内で何か取組が実績としてはありますでしょうか。 

○主査（渡辺徹君）農林課長。 

○農林課長 今回実施した実証プロジェクトなんですけど、令和３年度に実は農家の方とか、
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地元の方、農協の方とかに集まっていただいて、いろいろ議論した中で、今回につきましては

この事業に取り組みましょうということでやっております。実際、取り組んだ農家の方も継続

してやっている方もいらっしゃいます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）本田委員。 

○委員（本田一郎君）ありがとうございます。今御答弁されたような内容のほうが私も適して

いるとは思います。この取組は、やはり大規模農家を主体で考えているような内容だと思いま

すので、今回、18人のサポーターが多いか少ないかはちょっと分からないんですけれども、ト

マトの売上げも39％上昇しているという成果も出ていますし、取組は成果が出ているんだろう

なと思っております。 

 １点、その18人のサポーターっていうのは現場の声として数的にはどうなんでしょうか、お

願いします。 

○主査（渡辺徹君）農林課長。 

○農林課長 多いか少ないかっていうと、市内の農家の方の数に比べたら少ないのではないか

なとは思いますが、今後とも、サポーターの育成は力を入れて頑張っていきたいと思っていま

す。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）本田委員。 

○委員（本田一郎君）ぜひとも進めてください。よろしくお願いします。 

 次に、スマート水産業推進事業なんですけれども、今そういった魚礁群に、ＧＰＳデータと

して集約できるように設置していっているというお話だったんですけれども、これはもともと

あれですね、水産資源の確保とか管理の目的とかって考えていたんですけれども、実際に実践

をしているということですかね、そういったデータを基に、そこの魚礁に行って、漁業をやっ

ているということでしょうか。 

○主査（渡辺徹君）水産課長、時間がありません。終わりました。 

 その前に、もう３時になりましたんで、ほかにまだ質疑のある方は３人残っていますね。 

 じゃあ、３時で休憩いたします。執行部の方もぜひトイレに行ってください。３時15分から

再開いたします。 

（休憩・再開） 

○主査（渡辺徹君）時間になりましたので再開いたします。 

休憩前に引き続き質疑を行います。篠原委員。 

○委員（篠原研治君）日本維新の会の篠原です。よろしくお願いいたします。 

まず先ほどですね、村上委員の話でスタートアップの話があったんですけど、私もコンパス

小倉でスタートアップを起業させてもらったので、もしかしたらさっきの数に、私のやつも入

ってるのかなと思うんですが、まだ辛うじて、潰れてはいません。まだ営業しておりますんで。

その中でちょっとお伺いしたいのは、この創業件数、実績で30件というふうに書いてあるんで
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すが、創業件数っていうのは、登記した数という認識でいいのか教えてください。 

あともう一つはですね、セカンドスタートアップ推進事業です。サーチファンドを活用した

事業承継につながるセミナーを２回開催したということで、参加者数が119名という実績があり

ますが、このセミナーは具体的にどのような内容だったのかというのを教えてください。 

それと、農業委員会についてなんですが、現在、私にですね、北九州のいろんなところにあ

る荒れていてもう使われていない農地をどうにかしてくれという声があったりとか、一方で、

農業をちょっとしてみたいと、副業的な農業をやってみたいという声もあったりして、だから

ここがうまくかみ合えばいいなと思うんですが、どうしたらいいのか分からないという、市民

の声があります。どうしたらいいか分からない、調べたらいろいろ出てくるんでしょうけど、

そこまで本気ではないのかもしれませんが、何か情報があれば動こうかなぐらいの、ライトな

気持ちの人ばっかりだと思うんですが、私の経験の事例でいうと、関東に農業したいなという

方がいて、たまたま知り合いを使って北九州に農地があったから、北九州に関東のほうから引

っ越してきましたという方がいたり、あと全国を転勤している会社員の方が、自分の仕事を通

して北九州の小倉南区で、今使ってない農地があるから使っていいよっていうふうに言われて、

そこを借りて農作物をつくって自分で販売しているっていうようなことをやっているんです。

ここで畑を使ったりとかできるのであれば、もう北九州に永住してしまおうということで、今、

家を買うというふうに検討しているっていう方もいらっしゃるんですね。農地があることによ

って、いいなと永住しようかなっていう、移住定住につながっていくんだろうという感じもし

ています。やっぱり農業というのはその土地でしかできないことなので、そこら辺のマッチン

グっていうのがうまくできたらいいなと思っているんですが、北九州のホームページを見てみ

ると、新しく農業を始める人たちへの実習だったり、研修っていうのをやっていると思うんで

すがその実績を教えてください。以上です。お願いいたします。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 篠原委員にはコンパス小倉を御活用頂きましてありがとうござ

います。小倉での創業件数30件について、これは、今おっしゃったとおりです。設立、登記を

経て、事業開始に至ったという件数でございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）中小企業振興課長。 

○中小企業振興課長 セカンドスタートアップ推進事業で、セミナーをどのようにやったかと

いうお尋ねです。サーチファンドの仕組みが、まだ世の中で黎明期であるため、どういう仕組

みであるのかというご説明と、実際にサーチャーの方から話を聞いて、どういった人材がサー

チャーとして事業承継を考えているのかというものを御紹介できるセミナーを開催させていた

だきました。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）総合農事センター所長 

○総合農事センター所長 総合農事センターでやってます農業関係の研修について、御説明申
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し上げます。昨年度は２つやらせていただきました。一つは、新規就農者を育成する新農業者

育成事業と、もう一つは農福連携研修事業を行いました。新規就農に関わらず、新農業者育成

研修については、毎週１回で40回、１年間通してやっております。昨年度は４名の方の研修生

がございまして、１年間を通して研修していただきまして、１名の方が就農という形になって

おります。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）篠原委員。 

○委員（篠原研治君）ありがとうございます。 

まず、コンパス小倉のことについてなんですが、私もコンパス小倉で創業させていただいて、

いろんな話を聞かせてもらったときに、何かビジネスをやりたいと思って、まだビジネスをや

っていないという方がコンパス小倉に相談しに行ったときに、じゃあ登記しましょうとはいき

なりならないと。だから、当たり前のようにまずは登記する前に個人事業主、ちょっとテスト

的にスモールスタートでやってみないかと。これが恐らくコンサルというかアドバイスのセオ

リーだと思いますから、とりあえずやってみましょうと。だから、その時点で起業したいとい

う気持ちで行ったとしても、まずは創業、個人事業主から始めてみましょうというアドバイス

になっていくと。その後、売り上げが1,000万、2,000万と結構ちゃんと形になってきた後、そ

こでじゃあ登記しましょうってなると、そのときにはコンパス小倉の手を離れているというか、

自分で自立しているんで、もう誰かプロに頼んで自分で創業するみたいなことになっていくの

で、結構コンパス小倉で登記をするという方は意外と少ないんですという話を聞いていて、な

るほどなというふうに思ったんですね。 

 この創業支援のためにコンパス小倉というものができていますけど、今の話を聞くと、創業

しに来る人たちが創業するっていう流れにはなっていないなと思っていて、だからといって創

業支援の実績を伸ばせばいいということではなくて、コンパス小倉のもっと他のところに魅力

があるんじゃないかなと。 

 個人事業として促して、売り上げを上げた数っていうのは、別で出せるんじゃないかなと思

うんですが、私もよろず支援拠点というところでコンサルをやっていたときに、コンサルをや

った企業に１か月、２か月とか半年後ぐらいに電話をかけて、私のアドバイスで売り上げはど

れくらい変わりましたかとか、どういう変化がありましたかというのを後追いで実績を聞いて

いって、それを報告書として出さないといけないということがあったんですが、今のコンパス

小倉というのは、何かアドバイスした後に売り上げが上がったか下がったか、変化があったか

というような、そういう後追いの実績というのはあったりするんでしょうか。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 創業後の売上げ等の後追いは、今のところはできてない状況でご

ざいます。 

○主査（渡辺徹君）篠原委員。 
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○委員（篠原研治君）ありがとうございます。 

ぜひ、それをやっていただきたいと思うんですね。やっぱり、支援をするということなので、

こうアドバイスをした後、売り上げが上がったか、上がっていないかというところが一番重要

なところだと思いますので、相談件数、受付件数というので、令和５年度は678件というふうに

書いてあるんですが、この相談案内件数、相談の内容というのは内訳とかありますでしょうか。 

○主査（渡辺徹君）スタートアップ推進課長。 

○スタートアップ推進課長 相談の内訳について細かくはあれなんですけれども、大きくはま

ず創業したいというアイデアがあって、それを形にしてビジネスにしていくにはどうしたらい

いかという御相談ですね、それがまず１つ。 

 あともう一つが、実際に手続きを行ううえで、ワンストップでできるとか、専門家にご相談

できる体制を整えています。細かく内訳は取っていないんですけれども、相談の内容としては

大きくその２つとなっております。 

 あと、これは参考までにですけれども、コンパス小倉を中核支援施設と位置付けて相談を受

けているんですけれども、他にも認定支援機関というものがございまして、ＦＡＩＳの中小企

業支援センター、ウーマンワークカフェ、商工会議所、各金融機関等ございますので、コンパ

ス小倉だけではなく、他に強みがあるところと連携しながらですね、地域ぐるみで創業を支援

していけるというところもございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）篠原委員。 

○委員（篠原研治君）ありがとうございます。 

創業支援とかですね中小企業の相談を受けるっていうことは、相談件数というのも大事な、

どれだけの人たちが利用したかという件数も大事だと思うんですが、やっぱり１番はその中身

だと思いますので、やっぱりプロの相談員の方からアドバイスを受けて、そのとおりやれば何

かしらの変化がやっぱりつきますし、売上げが上がった下がったっていうのは結果が出てきま

すので、今後はそこまで追っていただくと、北九州の創業支援がどれだけ意味があるものなの

かというのがしっかり分かってくるような気がするので、ぜひ今後、何社売上げを上げること

ができたのかというところまで追っていただけたらなと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

そしてセカンドスタートアップ推進事業についてなんですが、僕も事業承継というのは大事

だというふうに思っているんですが、サーチファンドを活用した事業承継っていうのはちょっ

と余りイメージがついていないところなんです。このセミナーの参加者で、先ほどサーチャー

の方っていうふうに言ったんですが、僕はあんまり理解できてないんですけども、セミナーに

参加した方は企業を売りたい方なのか、買いたい方なのか、投資したい方なのかどういう方が

参加したのかをちょっと教えてください。 

○主査（渡辺徹君）中小企業振興課長。 
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○中小企業振興課長 サーチファンドでございますけれども、サーチャー、サーチですね、探

す。会社のサーチャーという方が会社を探して企業の経営者として新しく就任すると。会社を

買う、買手がサーチャーになり、売手の方と協議頂くというところで、実際の参加者なんです

けども、もともと委員御指摘のとおり、サーチファンドという仕組み自体があんまりなじみが

ないというところで、どんなものがあるだろうというところで、買手の方も売手の方もそれか

ら支援機関の方、そういった方も、実際にお話を聞いていただけたというようなところになり

ます。以上です。 

○主査（渡辺徹君）篠原委員。 

○委員（篠原研治君）はい、ありがとうございます。 

これは、参加者数が119人っていうことなんですが、これはどのようにして集まった人数な

んでしょうか。一般に公募して集まった方なのか、それとも業界の方たち内々でやったものな

のか、教えてください。 

○主査（渡辺徹君）中小企業振興課長。 

○中小企業振興課長 このセミナー開催に当たりましては、いろんな事業者様向けに中小企業

振興課でメールマガジンですとか、チラシの配布ですとかそういったこともやっておりますし、

個別に支援機関さんとか、金融機関さんとか、税理士さんとかにもお声掛けしまして、御興味

のある方はお誘い合わせの上に来てみてはいかがですかというような御案内をしたところでご

ざいます。以上です。 

○主査（渡辺徹君）篠原委員。 

○委員（篠原研治君）このセミナーを開催して、実際にそのサーチファンドを活用した事業承

継というのは実際に行われたんでしょうか、教えてください。 

○主査（渡辺徹君）中小企業振興課長。 

○中小企業振興課長 サーチファンドを活用した事業承継の実数というところでございます

が、全国的にもまだこの取組自体が始まったばかりというところで、全国でもまだ１桁前後の

数字と聞いております。ですから、この事業によって実際に事業承継につながったというとこ

ろまではまだ発生しておりません。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）篠原委員。 

○委員（篠原研治君）分かりました、ありがとうございます。 

 先ほども資さんうどんだったり、戸畑のちゃんぽんの話もありましたが、私もやっぱりこの

分科会だったりとか議会でもお伝えさせていただきましたが、今回のこのサーチファンドを活

用したセカンドスタートアップ推進事業っていうのは結構ハードルが高いというか、企業的に

も売上げが高くないとなかなかここに乗っていけないというような高いハードルがあるのかな

と思うんですが、私は事業承継として残したいなと思うのは、やっぱり個人経営だったりとか、

個店、中小企業、小っちゃい企業で町に愛されている、本当は中で後継ぎがいない、後継ぎが
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いないけど、それを外に言えず、もうその代でやめていくと、要は後継ぎがいないのであれば

僕継ぎたかったよというようなケースっていうのはたくさんあるんで、それをどんどんどんど

んオープンネームで出していくっていうことを、今ｒｅｌａｙを使ってやっていただけている

ので、それをしっかりと進めていただきたいなと思っています。このサーチファンドを活用し

たセカンドスタートアップというのもあまりなじみがないということなんですが、これも恐ら

く大事なことなんであろうと思うんですが、今後、ぜひしっかり周知していただいて、形にし

ていただきたいなと思います、よろしくお願いいたします。 

 それと、農業委員会についてなんですが、意外と私の知り合いだったりとか、最近のＳＮＳ

とかを見ていても、若い人たちが農業、業まではいかないかもしれないですけど、趣味で野菜

を作る、それを売ってみる、商品開発してみるっていうのは結構増えてきているなと。農地が

あるのであれば、何かやりたいなという方は結構いるんですけども、どうしていいか分からな

いという方も結構いらっしゃるというふうな感じがしていて、そういう方たちをマッチングす

るようなそういう取組っていうのは何かされていますでしょうか。 

○主査（渡辺徹君）農林課長。 

○農林課長 新規で農業を始める場合は、まず、農地を確保しないといけないという部分、そ

れと技術を習得しないといけないという部分、それと資金、あと販売先、いろんなことがござ

います。まずは、農政事務所に御相談していただいて、そこで詳しくお話をお伺いするように

しております。 

 マッチングにつきましては、今農地の情報につきましては農業委員会で農地情報を持ってい

ますので、農政事務所と農業委員会、ちょうど小倉南区役所と折尾出張所の中、隣り合わせで

ございますので、連携して取り組んでいるところでございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）篠原委員。 

○委員（篠原研治君）ありがとうございます。農業って何かみんな誰でもできそうな、家庭菜

園とかで誰でもできそうな感じなんですけど、ちゃんとやるとしたらハードルが高いというよ

うなところなので、けどやりたいという人たちはいると。そこの事務所に行って初めてちゃん

と事務所に足を運ばないと情報が取れないというような状況は、逆にふわっとした気持ちでは

行ってはいけないんだろうなというような精神的なハードルがあると思います。インターネッ

トで調べてみると、農業をはじめるというサイトがあって、そこを見てみると、あるページに

行き着いたときに、今空いている農地っていうのが出ていて、それが北海道と熊本しか出てい

ないんですね。けど、ここがこれくらいの広さでって、写真もついていて、ここが空いていま

すよっていうふうなことが出ていたんですけども、それを見ると、あっ、ここが空いているん

だったらやろっかなっていう動機になるような気がするので、それが、さっきの事業承継のオ

ープンネームではないですけど、農地もオープンネームでここ誰かいませんかというような形

で情報が出てくると、あっ、じゃあやろっかなっていう人たちがちょっとでも出てくるのかな
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と思っています。そういうことで、何か若い人たちが気軽に一歩足を踏み出せるような情報発

信をしていただけたらいいなと思っております。 

 ちょっと話は違うかもしれないですけど、私めちゃくちゃパクチーが好きで、パクチーは全

国的に、好き嫌いは激しいものではあるんですが、好きな人は好きで、あそこに新鮮なパクチ

ーが出るお店があるよといったら、そのパクチーを食べにわざわざ行くっていうような感じの

人たちも多いんですよ、僕みたいな者とか。パクチーというのは、佐賀県の武雄市とか久留米

とかで作られているので、その辺にすごくおいしいパクチーを出すお店っていうのが多いんで

すけども、ただ武雄だったりとか久留米っていうのは毎年水害が結構な頻度であるので、パク

チーは低いところでできるので、水害があるともう全滅してしまうと。パクチーの供給がそこ

で滞ってしまうというところもあるのでと考えたら、北九州って災害が少ない場所なので、こ

れは農業のバックアップ都市、パクチーのバックアップみたいなことで、北九州で使っていな

いところでパクチーを作るとか、パクチーだけに限らず、農業のバックアップ都市みたいなこ

とでも、僕は何か冗談半分ではありながら、ちょっとあり得る話でもあるかなと思うんで、水

害が多い土地で作るよりも北九州で作ったほうが水害がないからいいですよみたいなアプロー

チっていうのもあってもいいのかなと思います。というふうなことを実現していくためには、

やっぱり情報をオープンにできるような形になったら僕は理想的だなと思いますんで、そうい

う取組をしていただけたらと思いますんで、よろしくお願いいたします。要望とさせていただ

きます。以上です。 

○主査（渡辺徹君）日本維新の会はこれで終わりました。 

 次、村上さとこ委員。 

○委員（村上さとこ君）よろしくお願いいたします。 

 令和５年度の新規事業、カーボンニュートラル・グリーン成長促進事業についてお伺いいた

します。 

 気候危機で、地球沸騰化で毎日暑い、９月になってもこんなにみんなが半袖を着ていて、毎

日毎日地球沸騰化の危機感いっぱいで過ごしているところであります。この脱炭素経営の支援

というのが非常に重要になってくると認識しております。令和５年度は地域の脱炭素の推進だ

とか、国においても、公営企業についても地方財政措置されたりとか、国からも脱炭素推進事

業費も増額されていると認識しております。その中で、ＧＸ推進コンソーシアムなんですが、

今現在、見てみましたら、企業と個人合わせて253ということです。企業は何社なんでしょうか。 

 気になったのが、中小企業さんとかも大企業さんもいらっしゃるんですけど、市を代表する

ような日本製鉄さんとかＴＯＴＯさんとか、安川さんとか、ゼンリンさんとかが加入されてい

るのかどうかということもお伺いをいたします。 

 ワンストップ相談窓口が９件の実績でありますけれども、これはどんな相談があったのか。

専門家も具体的にいらっしゃるので、これで９件というのが少ないのか多いのかっていうよう
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な感覚的な成果を教えてください。 

 この事業においては、実情を知るということで、知って、自分たちの経営状態の中でＣＯ２

を測って、そして、減らしていくっていう取組が非常に大切になります。ＣＯ２排出量可視化

ツールっていうのを使っているのが28件、28社という実績なんですが、これに対しての成果と

いうのを教えていただきたいのと、今後の取組についてお聞かせください。 

 もう一件、令和５年度のひびきののデータセンター、ＡＰＬとの契約についてお伺いいたし

ます。 

 これはいろいろ質問も出ております。私もこれ決裁書だとか、仮契約の書類とかも全部取り

寄せて拝見させていただきました。土地売買契約はＡＰＬの特別目的会社の合同会社若松開発

ということで、ここの代表者が、サニークリーク・ホールディングス・ＬＬＣというところで、

非常に分かりにくいなって思いましたので、いろいろ教えていただきたいと思います。1,200

億円の投資規模ということで注目も高いお話でございます。 

 １点気になったのが、仮契約の段階でありますが、売買契約書の第７条、このところに、所

有権の移転後10年は使用用途以外の用途に供してはならない、ただし、やむを得ない理由があ

る場合はこの限りではないっていう一文が入っているんですね。一文が非常に不安を感じる一

文になっています。一体やむを得ない理由がある場合はこの限りではないという、やむを得な

い理由とはどういうことなんでしょうか。 

 あと、特別違約金というのも仮契約のときにあったと思うんですが、そこについても教えて

ください。以上です。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進担当課長。 

○未来産業推進担当課長 カーボンニュートラルのことでＧＸ推進コンソーシアムの取組等

についてお尋ねいただいたところでございます。 

 まず、参加企業でございますけれども、今現在、253社ということで参加いただいております

けれども、ほとんどが企業でございます。北九州を代表する日本製鉄とか、九州電力、西部ガ

スといった企業も参加いただいておりますけれども、なかなか実名は申し上げられませんけれ

ども、北九州の皆さんが知っているような企業でもまだ御参加いただいていないところもござ

いますので、そういったところをしっかり巻き込んでいきながら、このＧＸの取組を進めてい

ければよいなと思っております。 

 それと、ワンストップの取組でございます。昨年度の実績は９件ということでございます。

こちらは、主に省エネに関する補助金の御紹介というところが多くございまして、まだまだカ

ーボンニュートラルをビジネスとして捉えているというよりは、まず、省エネをどうやって進

めていこうかという御相談が中心になっております。そのほかには、環境に配慮したビルへの

建て替えだとか、温室効果ガスの算定方法とその評価の手法とか、自社の省エネ製品との協業

先といった御相談をいただいているところでございます。 
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 現在は、今年度に入りまして20件程度いただいておりますけれども、まだまだそういった新

ビジネスみたいなところで、これから投資を呼び込むという形の御相談っていうのはまだなか

なか少ない状況でございますので、今後、そういった新しく脱炭素をビジネスチャンスとして

取り組んでいただけるような企業を少しでも増やしていければいいと思っております。 

 ＣＯ２の可視化ツールの話でございますけれども、現在、20数社ということで、28社にお使

いいただいているんですけれども、率直にコンソーシアムの会員が今250社というところでござ

いますけれども、１割強というところでございまして、こちらに関しては、まだまだ正直取り

組んでいただいている企業が少ないという認識でございます。実際は、今進出いただいたウイ

ングアークさんとも協働いたしまして、2,000社に対して無償提供できるという規模ではござい

ますので、これからそういったＣＯ２の可視化っていうところは、まずはカーボンニュートラ

ルをやっていく上で入り口の取組として非常に大事でございますので、そういったところをし

っかり啓発をしてまいりたいと思います。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 

○未来産業推進課長 ＡＰＬさんとの契約の件でお答えいたします。 

 第７条のやむを得ない場合というところで、これは特に具体的に今想定をしているわけでは

ございませんが、その時々にいろんな経済状況だとか、いろんな状況があるかもしれないとい

うところで、相互協議の上、これを入れているという状況でございます。 

 それから、特別違約金のところではございますが、第14条で、次のところの暴力団とかそう

いったところに関しましてはこちらからの解除ができますよという意味になっております。以

上です。 

○主査（渡辺徹君）村上さとこ委員。 

○委員（村上さとこ君）カーボンニュートラル・グリーン成長促進事業は、これからどんどん

大きくなっていくと思いますので、非常に期待をしております。国では、環境省と経済産業省

がもう一緒にタッグを組んでやっていますので、ぜひ北九州市でも部局を超えて、環境局にも

参画していただきたいなって思っております。もちろん新たな投資を呼び込むですとか、産業

競争力の強化とカーボンニュートラルと両方一緒に実現できるっていうのが理想でありますけ

れども、カーボンニュートラルに対しては、例えば敷地の中にグリーンを植えていくっていう

のも一つのカーボンニュートラルの取組になりますので、そういったところを環境局と一緒に

部局を超えて、ぜひタッグを組んでいただきたいと思います。 

 それと、ＡＰＬの件なんですが、このやむを得ない理由っていうのが非常に曖昧で、抜け穴

的になるのではないかと心配をしております。ここはしっかりしていただかないと、もうこれ

もやむを得ないあれもやむを得ないってなってしまわないかなと思っておるんですが、そこを

やむを得ない場合を曖昧にしないような方策っていうのは何かお考えでしょうか。 

○主査（渡辺徹君）未来産業推進課長。 
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○未来産業推進課長 現時点での契約上はこういう感じでなっておりますけれども、どういう

状況が発生するかというのが見えない場合もございますので、適宜協議ができるようにすると

いうことで入れております。こちらの事業所とも真摯にお互い対応していくようにしておりま

す。以上です。 

○主査（渡辺徹君）村上さとこ委員。 

○委員（村上さとこ君）非常に土地的に学校が近かったりするので、今は準工業地域でありま

すけれども、使用用途を変更して、宅地でも使えるってなったら、かなり高い値段で転売もで

きるような、そういったことが起きないように、しっかりしていただきたいと思います。 

 また、この件について市民の方からの非常に興味が大きいというか、反響が大きいものであ

りますので、地域の方にもしっかり説明をしていただきたいと思います。まだまだ私たち議員

も分からないところがありますので、詳しく、登記のことであるだとか、このやむを得ない理

由が何なのかとか、教えていただきたいと思います。引き続きよろしくお願いします。以上で

す。 

○主査（渡辺徹君）進行します。井上委員。 

○委員（井上純子君）最後に、私から何点か質問させていただきたいと思います。 

 まず、１つ目に、今回決算報告いただいたこの資料を見て気づいたことが、数値が入ってい

るなということなんですよね。他局の資料も見ているんですけれど、昨年の産業経済局の資料

を見ても、各事業に今令和４年、令和５年の成果指標を入れてくださっているんですよ。これ

すごく私は評価しているんですけれど、これがどういった理由からか、局方針で独自の見直し

だったのか、市長からそういった声があったのか、教えていただきたいと思います。 

 ２つ目に、企業変革チャレンジ補助金についてです。 

 これは昨年の９月補正予算で7.7億円ということで、事業の変革、企業の変革を求めたものだ

と思うんですけれど、コロナ禍におきまして、国の事業再構築補助金などのメニューはあった

んですけれども、使いづらいということが課題でありまして、市独自の事業変革を求める補助

メニューって、この挑戦はすばらしいものであったと思うんですけれども、これが実績として

どうだったのか。利用傾向の特徴だったり、その後の事業進捗、成果を追われているのか、令

和６年度に向けて、これを何か事業方針に反映させているのか、あれば教えてください。 

 次に、企業誘致に向けた補助メニューの利用状況について伺います。 

 企業立地促進補助金、本社機能等移転促進補助金、オフィス立地促進補助金、これらの決算

額、利用件数がどのようになっているのか、教えてください。 

 加えて、オフィス立地促進補助金に関連してなんですが、ほかの委員からも質問があったん

ですが、ＢＩＺＩＡ小倉の床面積の利用が８割埋まりそうだと先ほど答弁いただきました。数

日前、リビテーションの担当と話しているときに６割と聞いていたんですけども、８割ぐらい、

伸びてきているのかなと、ここは期待しているんですが、これがこのうち、今の利用状況で、
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このオフィス立地促進補助金が幾ら決算ベースで入っているのか、教えてください。 

 次に、女性雇用政策について伺いたいと思います。 

 今年度から産業経済局さんに総務局から業務が移管されたということで、今後の展開を期待

しているところなんですけれども、今、市も新ビジョンの成果指標にも女性の就業率を入れて

います。これは、実績で見ると、令和５年は前年比から数％上がっているということで評価は

しているんですけれど、ただ、これの関連する女性の雇用政策の事業を見ると、事業成果の数

値としては伸びていないように見えるので、各事業について教えていただきたいんですが。例

えば、女性輝き！推進事業の中に、キャリアアップセミナーだったり、ママドラフト会議、こ

れは申込者が減少しているんですね。また、ウーマンワークカフェ北九州運営事業、これにつ

いても就職率は上がっているようなんですけれども、相談人数は減っていると。ただ結果とし

て女性の就業率は上がっているということではあるんですけれど、やはり女性の就業率とこの

各事業の連動がどうあるか、分析も踏まえてお答えください。 

 次に、ＩＴリカレント教育推進事業につきまして、労働人材の流動性を上げるためにも重要

な事業だと考えているんですが、これまで縦割りでばらばらと実施されていて、一元化された

ことは評価しているんですが、ただ気になるのが受講者数に対して就職決定者数が約半数と少

ない状況です。この課題をどのように受け止めて、今後の事業方針に生かしていくのか、教え

てください。 

 最後に、直接産業経済局に関係ないかもしれないんですけど、分かれば教えていただきたい

んですね。今、小倉の繁華街での客引き行為というのがいろいろと、市民も関心高く、市の課

題であると思っているんですが、これがコロナ禍に条例化されて、件数としては一旦減ったよ

うに見えたんですが、コロナ明けで件数が増えている状況です。これを県警の方と話している

と、悪質なものは除いて、今この活動がそもそも飲食店への誘客活動でもあるということもあ

りまして、そもそも今条例化していますけど、以前からずっとあったものであると、飲食店に

とっても必要な活動であるということで、この現実がなかなか受け止めるのが難しい複雑な気

持ちになったんですけれど、そこで産業経済局として繁華街や小倉市街地の飲食店へ客引きで

はない、客引き支援となるような誘客広報のアドバイスだったり、そういったノウハウの支援

などの事業があれば教えてください。以上、質問を終わります。 

○主査（渡辺徹君）産業経済局総務課長。 

○産業経済局総務課長 決算資料の中で数値が入っているという件についてお答えいたしま

す。 

 委員御指摘の件は、会派別勉強会資料で、各事業とその実績が分かるようにということで数

値を今回記載させていただいております。これにつきましては、局の事業、内容によっては文

言だけじゃ非常に分かりづらいというのもございますので、できるだけ分かりやすいようにと

いうことで実績を、数値を局内で話し合って、局独自の取組として記載をさせていただいてお
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ります。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）産業政策課長。 

○産業政策課長 企業変革チャレンジ補助金の成果についてお答えいたします。 

 補助の実績といたしましては597件でございます。この制度は、大きく通常の枠、パートナー

シップ構築宣言ですとか、賃上げをした際に少し補助率、補助上限額を上げる枠、特別枠とし

て女性活躍推進のための職場環境整備、もう一つの特別枠が暑さ対策のための大規模な職場環

境整備となってございます。597件のうち314件、パーセントにして53％ぐらいが通常枠の御利

用となっております。 

 さらに、通常枠の中では５つの使い方がございまして、省エネ投資、これは例えばＥＶを更

新するとか、空調設備を入れ替えるとか、冷凍庫、ショーケースといったものを省エネ効果の

高いものに入れ替えるといったもの、それから、２つ目には、効率化といったところで、例え

ば今まで手書きで何か記録していたものをソフトに変えるとか、そうしたデジタルツールを導

入するような取組、それから、３つ目は、新商品とか新サービスの開発、４つ目が、事業拡大

ですから、新事業進出ですとか販路拡大といった取組、最後に、人材育成、人材確保いうこと

で、例えば就業規則を改定するとか、人事評価システムを新たに導入するとか、こうした５つ

の取組を様々に組み合わせて利用できるという幅広いものでございます。 

 委員からも、事業再構築は基本的には新分野とか新事業を展開するというところが目的にな

っておりますので、こちらのチャレンジ補助金のほうがいろんな組合せができるといったとこ

ろで融通が高かったので、利用が多かったのかなと考えてございます。 

 女性の活躍のための環境整備につきましては103件の17％、暑さ対策につきましては49件の 

8.2％となっております。それぞれハード整備であったり、ソフト事業であったり様々ございま

すが、一件一件全ての数値的な効果を追ったわけでございませんが、効果が上がっておるとい

うことで好評をいただいているところでございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）企業立地支援課長。 

○企業立地支援課長 企業誘致に関します補助金のうち、企業立地促進補助金について説明さ

せていただきます。対象となりますのは製造業と物流業でございまして、令和５年度の実績と

しましては14件、６億5,161万1,000円となっております。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）ＩＴ産業誘致担当課長。 

○ＩＴ産業誘致担当課長 オフィス立地促進補助金について決算報告いたします。 

 オフィス立地促進補助金につきましては、オフィスを借りる側に助成するもので、３点ほど

ございます。賃料を補助する分と雇用に対する補助、そして、内装、リノベーションを行う補

助金がそれぞれございます。 

 決算額は１億4,800万円ですけれども、賃料が37件、雇用が11件、改修補助が８件となってお

ります。 
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 そして、もう一点、ＢＩＺＩＡ小倉は６割程度でないかっていうお話ですけれども、ほぼ確

定しているところで６割ということで、８割は意向まで行っていると。例えば本社の確認をし

ているとかっていう、ほぼほぼそれも８割ぐらい確実というレベルで、入居率でいうと８割ぐ

らいになっているということで、ミクニから聞いてございます。以上になります。 

○主査（渡辺徹君）若者定着促進担当課長。 

○若者定着促進担当課長 女性の就業率の伸びと個別施策の成果との連動についての御質問

についてお答えいたします。 

 就業率は確かに伸びているところですけれども、個別の事業でいきますと、昨年は女性輝き！

推進事業の中で、キャリアアップ研修、ママドラフト会議を実施させていただきました。 

 キャリアアップ研修は、確かに令和４年度に比べて参加の申込みが減少しております。企業

様を通じて幅広く声かけをさせていただいたところですけれども、十分な周知が行き届かなか

ったのか、なかなか対象者がいなかったのか、結果として申込みが少ない現状となっておりま

す。 

 それから、ママドラフト会議につきましては、昨年、実際の企業様とのマッチングが、17名

の方に御参加いただいて、５名の方の内定につながったとなっております。こういった事業が

最終的に就業率の向上につながっているかというところですけれども、これ以外にも様々な職

業紹介などで女性の方の就業につながっていると思いますので、そういったものの中に、市の

事業も一部は貢献しているんではないかなとは考えております。以上です。 

○主査（渡辺徹君）雇用・産業人材政策課長。 

○雇用・産業人材政策課長 リカレント事業についてお答えさせていただきます。 

 このＩＴリカレント教育ｅｖｅｒｉＧｏプロジェクト推進事業なんですけれども、３つのカ

リキュラムを回しております。 

 １つが、経験者が実践型のシステム開発を学ぶプログラムで、これが修了者が29人、決定者

数が20名で、就職決定率が約７割でございました。 

 それから次に、未経験者がホームページやアプリ作成技術を学んで、業界への就職を目指す

という事業につきましては、修了者が32名、就職決定者が19名で、約６割の就職決定率でござ

いました。 

 最後の、もう一つの事業なんですけれども、これは初心者がデジタルスキルを学んで、ＩＴ

人材として活躍を目指そうということで、この事業につきましては40名が受講を修了しまして、

18名の方が就職決定して、45％が就職決定率でございました。 

 この３つの中でやはり３番目の事業の就職決定率が低いと私どもは考えております。引き続

き、就職時に企業様から求められるＩＴリテラシー、そういったものの事業は継続したいと思

っていますけれども、例えば求職者の皆さんから要望のあったウェブデザインコースであった

り、企業様のニーズの高いデータ分析の手法を学ぶ、そういったカリキュラムも加えていって、
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より実践型のカリキュラムに再編して、求職者のニーズにも応えるし、企業様のニーズにも応

える形で、できるだけ就職率を上げていきたいと考えております。以上です。 

○主査（渡辺徹君）サービス産業政策課長。 

○サービス産業政策課長 小倉繁華街の客引きについてでございます。 

 本会議でも出ておりましたが、この客引きにつきましては、そのエリアのイメージを下げた

りとか、実際に人が減ったりという形で、エリア全体の価値を下げるということで、商店街や

繁華街の組合からも何とかならないかというような形で条例化をされているもので、我々とし

ても大変問題だと思っております。 

 産業経済局として、誘客というか、多くの人が来るような支援、どういったことをやってい

るのかっていうことなんですが、例えば商店街とか、いろんなところがやるにぎわいづくり、

イベントに対する助成というものをやらせていただいておりますし、また、例えば昨年度にな

りますが、小倉焼肉通りというような形でマップを作ったりし、ＰＲをさせていただいたりと、

そういったようなこともやらせていただいております。 

 また、プレミアム付商品券、ペイチャ、こういったところも多くの飲食店にも参画いただい

ておりますし、多くの利用促進を図っていると、そういったような形で御支援をさせていただ

いているところでございます。以上でございます。 

○主査（渡辺徹君）井上委員。 

○委員（井上純子君）御答弁ありがとうございます。一気に聞き過ぎたので、何点か補足で聞

かせてもらいたいと思います。 

 まず、オフィス立地促進補助金についてなんですけれど、８割も入居の可能性が今あるとい

うところで、聞き漏れたのでもう一度教えてほしいんですが、決算額の賃料の補助の金額と、

これは６割入居したときの金額だと思っていいのか、教えてください。 

○主査（渡辺徹君）ＩＴ産業誘致担当課長。 

○ＩＴ産業誘致担当課長 オフィス立地促進補助金の賃料補助なんですけれども、この賃料補

助は、令和５年度の決算は、誘致が決まって、そして、入居した後１年後から３年間にわたっ

てお出しする補助金になっておりますので、令和５年度決算に交付している企業さんにおきま

しては、令和２年、令和３年、令和４年に進出いただいた企業さんに交付するものになってお

ります。ですので、今後、ＢＩＺＩＡ小倉に入る企業さんにおきましては、今年度入られて、

来年度もしくは再来年度の決算に反映されるということになっております。以上になります。 

○主査（渡辺徹君）井上委員。 

○委員（井上純子君）ありがとうございます。なぜこれを気にして聞いているかというのが、

今皆さんも御存じと思うんですけど、建設費が高騰していて、今建てると全て賃料が高いとい

う状況だと思っているんですよ。実際、小倉駅の前のガーデンシティのビルもまだ１階がずっ

と空いたままですし、コンビニが特に収益率が高いと言われているのに、それでも後が入らな
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いって、これは結構厳しい課題だなと思っています。 

 今福岡市も天神ビッグバン、博多コネクティッドでかなり床面積が増えるそうなんですよね。

国内企業じゃなくて、もう海外も入れないと回らないんじゃないかと、何とかその賃料で入れ

なければいけないということで、より福岡市は吸引力を増さないと、あのビルを維持できない

らしいんですよ。となると、北九州市がその状況でどれだけ吸引できるのかなと、厳しい現状

があると思っているんですよね。 

 ですから、気になるのは、今はリビテーションで再開発が進むとともに、今どんどん建つも

のは全て賃料が高いという課題がありまして、これをじゃあオフィスに入居したことによって

床面積分を補助していくこの行政のスキームが適切なのか、効果的なのかとちょっと悩ましい

ところもありまして、今資材が高騰して賃料が上がる、例えば福岡の大名とかは、最近、どん

どん再開発が進んでくると、ビルが新しくなると、賃料が上がって、空きテナントが増えてき

たりするんですよね。結局ビルが新しくなっても空いてしまうと町としては寂しい印象になり

まして、これは産業経済局としてどういうふうに課題意識を持たれているか、もしあれば教え

てください。 

○主査（渡辺徹君）ＩＴ産業誘致担当課長。 

○ＩＴ産業誘致担当課長 委員おっしゃるとおり、天神ビッグバン、博多コネクティッド、そ

こでビッグバンは今後、70棟建つ、博多コネクティッドは20棟建つと、合わせて100近く建つと

いうことを言われております。ですので、供給過剰になるというのはもう言われておりまして、

一方で賃料も坪大体３万円超えるということです。 

 一方、北九州市はまだＢＩＺＩＡ小倉が１棟目で、２棟目ももう公表されて決まっておりま

すけれども、そういったところで、賃料については２万円弱とかっていうぐらいのところで、

それでも高いと言われておりますけれども、そういった意味では、例えば天神で坪３万円にな

ると、東京でも入れるよというところもありますので、じゃあ北九州市はもう少し安価ですよ

っていうので誘客したり、もっと言えば、天神は天神、福岡市は福岡市でしっかりとやられて

いると思うんですけども、我々はそういった、例えば補助金とか、市職員による手厚い熱意の

籠もった支援体制、そういったところでしっかりと福岡市さんと、福岡市さんはすごいあれな

んですけども、差別化しながら誘致を進めていきたいと思っています。 

 それで、補助金も、委員おっしゃるとおり、ずっと上がっていく気配もありますので、そこ

のところは、今後、どこまで補助するかっていう見直しの検討もやっていければと考えており

ます。以上になります。 

○主査（渡辺徹君）企業立地・農林水産担当理事。 

○企業立地・農林水産担当理事 すみません、あまり時間がない中、オフィスビルが空室なの

はどう思われるかという、ちょっと捉えているんですけども、問題だと思っています。今ＩＴ

企業を中心に、小倉、黒崎にちゃんとオフィスで働ける方がいると、昼間人口も増えます。昼
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間人口が増えると飲食が増えて、また、商業も増えて、観光もあり、相乗効果があると思って

います。我々は、ものづくりに加えて今ＩＴをやっているんですけど、今我々が勉強している

のが、幸いものづくり企業がたくさん増えてきておりますので、これに関連するサービス産業

なんかも誘致できないかなみたいな、勉強をしている最中でございますので、やはり都心に働

く人を増やすっていうのが我々経済産業局としては非常に重要なポイントだとは思っておりま

す。 

○主査（渡辺徹君）井上委員。 

○委員（井上純子君）いろいろとありがとうございます。難しい状況の中、ぜひいろいろと検

証しながら、いい方策を検討していただきたいと思います。 

 これちょっと１点要望というか、提案なんですけど、ＢＩＺＩＡ小倉ができて、やっぱり公

金が入ったというところでいろんな目で見られる方がいます。ぜひ皆さんに、市民の多くの方

にこういったいい動きを親しんでもらいたいと思っていまして、ただ１つ残念だなと思うのが、

１階がコンビニなんですよね、セブンイレブンで。どこに行ってもあるコンビニがＢＩＺＩＡ

１階に入っていて、恐らくマネタイズとしてもいいんでしょうけれども、できれば市民の感覚

としては、ああいったオフィスビルが１棟やっとできて、今日はじゃあＢＩＺＩＡ小倉の１階

のカフェで待ち合わせねと言えるように、滞留するような空間が、一般が利用できるような空

間に、公金を入れているビルっていうのがあるから、今後、そういったもし何かテナントが替

わるような機会があれば、そういった提案をいただければなというところを要望したいと思い

ます。 

 次に、女性の雇用政策につきまして、ありがとうございます。各事業の分析と女性の就業率

が直接リンクするかというのはなかなか難しいと思うんですけれど、やはり女性の就業率を上

げていくこのゴールに向けて今の事業がありますので、この事業がどう影響しているかという

のはしっかり分析して、見直しは図っていただきたいということを要望させていただきたいと

思います。 

 ＩＴリカレント教育推進事業についてもありがとうございます。今初心者向けの就職率が低

いということで、実践型で企業のニーズにマッチする人材育成を工夫するということですので、

頑張っていただきたいと思います。ありがとうございます。 

 客引きに関連する飲食店への誘客支援、ここについて今お話を聞く限りは広い支援で、これ

に特化したものではないんだろうなと受け止めました。直接の担当ではないかもしれないんで

すけれど、対症療法よりも、もう罰則化にも限界があるのかなと思っていまして、やはりそう

いう飲食店の課題に、原因療法としてここにリーチしなければいけないときが来ているのかな

と思っていますので、部局は違うと思いますけれど、実際どういったお店がこういった客引き

と連動しているかというところも情報共有していただきながら、どうすればそういった客引き

を使わないかとか、何かいろいろと工夫を一度連携していただきたいということを要望して、
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質問を終わりたいと思います。以上です。 

○主査（渡辺徹君）ほかになければ、以上で本日の議案の審査を終わります。 

 ここで市長質疑項目の提出についてお知らせいたします。 

 市長質疑項目の提出締切りは、局別審査最終日の９月26日木曜日の午後４時ですが、審査終

了が午後３時以降となった場合は、審査終了の１時間後までとなっております。 

 なお、質疑項目については、お手元配付の様式により、随時事務局に御提出いただきますよ

うお願いいたします。 

 また、質疑項目は、当分科会の所管に属する事項とし、公営競技局及び行政委員会に関する

ものについては市長の権限の及ぶ範囲内でお願いいたします。市長の権限が及ばないものにつ

いては、公営競技局長または行政委員会事務局長から答弁を受けることになりますので、あら

かじめ御了承願います。 

 なお、各会派から提出された市長質疑項目については、９月27日金曜日にタブレット端末の

メールで各委員に通知しますので、併せてお知らせいたします。 

 ９月24日は午前10時から会計室、政策局及び財政・変革局関係議案の審査を行います。 

 本日は以上で閉会いたします。 
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